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○ 大学の概要

（１）現況
①大学名

国立大学法人宇都宮大学

②所在地
本部(峰キャンパス) 栃木県宇都宮市
陽東キャンパス 〃
松原キャンパス 〃
宝木キャンパス 〃
農学部附属農場 栃木県真岡市
農学部附属演習林 栃木県塩谷郡塩谷町(船生演習林)

栃木県日光市(日光演習林)

③役員の状況
学長 田原 博人 （平成13年12月１日～平成17年11月30日）
学長 菅野 長右ェ門 （平成17年12月１日～平成21年３月31日）
理事 ４名
監事 ２名(非常勤)

④学部等の構成
学部

国際学部、教育学部、工学部、農学部
研究科

国際学研究科、教育学研究科、工学研究科、農学研究科
学内共同教育研究施設等

生涯学習教育研究センター、雑草科学研究センター、バイオサイエンス
教育研究センター、総合メディア基盤センター、地域共生研究開発セン
ター、知的財産センター、留学生センター、キャリア教育・就職支援セ
ンター、オプティクス教育研究センター、附属図書館、保健管理センタ
ー、共通教育センター

⑤学生数及び教職員数（平成１９年５月１日現在）
学生数 ５,５２３名

学 部 ４,５７５名（うち留学生９９名)
研究科 ９４８名（うち留学生９１名)

教員数 ３７３名
職員数 ２３２名

（２）大学の基本的な目標等
広く社会に開かれた大学として、質の高い特色ある教育と研究を実践して、

人類の福祉の向上と世界の平和に貢献する。そのために、①幅広く深い教養と
実践的な専門性を身につけ、未来を切り開く人材を育成し、②持続可能な社会
の形成を促す研究を中心に、高水準で特色のある研究を推進し、③地域社会の
みならず広く国際社会に学び貢献する活動を積極的に展開する。

宇都宮大学
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（３）大学の機構図
①平成１９年３月３１日現在 ②平成２０年３月３１日現在

国 際 学 部 事 務 部 国 際 学 部 事務部

国 際 学 研 究 科 国 際 学 研 究 科

教 育 学 部 事 務 部 教 育 学 部 事務部

教 育 学 研 究 科 教 育 学 研 究 科

監 事 監査室 附属教育実践総合センター 監 事 監査室 附属教育実践総合センター

附 属 小 学 校 附 属 幼 稚 園

経営協議会 学長特別補佐 附 属 中 学 校 経営協議会 学長特別補佐 附 属 小 学 校

19.4.1 附 属 中 学 校附 属 養 護 学 校

19.4.1附 属 幼 稚 園 附 属 特 別 支 援 学 校改称

改称学 学

長 工 学 部 事 務 部 長 工 学 部 事務部

選 学 長 理 事 工 学 研 究 科 附属ものづくり創成工学センター 選 学 長 理 事 工 学 研 究 科 附属ものづくり創成工学センター

考 考

会 農 学 部 事 務 部 会 農 学 部 事務部

議 農 学 研 究 科 附 属 農 場 議 農 学 研 究 科 附 属 農 場

役員会 附属演習林 船生演習林 役員会 附属演習林 船生演習林

生涯学習教育研究センター 日光演習林 生涯学習教育研究センター 日光演習林

教育研究評議会 学長室 雑草科学研究センター 教育研究評議会 学長室 雑草科学研究センター

20.3.25再編統合 20.3.25再編統合遺 伝 子 実 験 施 設 バイオサイエンス教育研究センター

総合メディア基盤センター 峰地区分室 総合メディア基盤センター 峰地区分室

留 学 生 セ ン タ ー 工学部分室 留 学 生 セ ン タ ー 工学部分室

地域共生研究開発センター 地域共生研究開発センター

放射性同位元素実験室 附 属 図 書 館 工学部分館20.3.25再編統合

附 属 図 書 館 工学部分館 保 健 管 理 セ ン タ ー 工学部分室

保 健 管 理 セ ン タ ー 工学部分室 知 的 財 産 セ ン タ ー

知 的 財 産 セ ン タ ー キャリア教育・就職支援センター

19.4.1設置キャリア教育・就職支援センター オプティクス教育研究センター

共 通 教 育 セ ン タ ー 19.4.1設置

総 務 部 総 務 課

人 事 課

総 務 部 総 務 課

財 務 課 人 事 課

財 務 部 経 理 課

施 設 課 財 務 課

財 務 部 経 理 課は，平成１８年度

修学支援課 施 設 課に変更した組織 は，平成１９年度

に変更した組織学 務 部 学生支援課

入 試 課 修学支援課

学 務 部 学生支援課

研究協力課 入 試 課19.4.1改組

19.4.1改称学術研究部 産官学連携企画室

19.4.1改組学術情報課 産学地域連携課

19.4.1改組 19.4.1改称国際交流課 学術研究部 産学地域連携課分室

19.4.1改組学術情報課

研究国際課

宇都宮大学
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○ 全体的な状況

宇都宮大学は、広く社会に開かれた大学として、質の高い特色ある教育と研究 年６月)
を実践して、人類の福祉の向上と世界の平和に貢献する。そのために、①幅広く ○ 「総合情報処理センター」を「総合メディア基盤センター」に改組(１８
深い教養と実践的な専門性を身につけ、未来を切り開く人材を育成し、②持続可 年７月)
能な社会の形成を促す研究を中心に、高水準で特色のある研究を推進し、③地域 ○ キャリア教育・就職支援センターの設置(１９年１月)
社会のみならず広く国際社会に学び貢献する活動を積極的に推進することにして ○ 国際学研究科博士後期課程国際学研究専攻の設置(１９年４月)
いる。 ○ 共通教育センターの設置(１９年４月)

○ オプティクス教育研究センターの設置（１９年４月）
○ 「遺伝子実験施設 「ＲＩ実験室 「動物実験室 「環境調節実験棟」Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 」、 」、 」、

（１）業務運営の改善及び効率化 を統合し「バイオサイエンス教育研究センター」に改組（２０年３月）
①適正な基本方針の確立・実践

研究成果を知的財産として管理する体制を強化するため、１８年４月に知 ⑦教職員の人事の適正化
、 、的財産センターを設置した。また、知的財産の創出、保護、活用を推進する ○ １８年度には 総人件費改革への対応に必要な人件費削減計画について

ため、産学官連携・知的財産本部を設置し、１９年度には文科省産学官連携 基本方針を定め、全学部の削減計画をとりまとめた。
コーディネーター及び大学知的財産管理アドバイザー派遣事業に採択され、 ○ １８年度に策定した、教員の新職階制度に関する確認並びに関係規程等
３名をコーディネーターとして任用し、発明発掘と知財啓蒙活動を積極的に を踏まえた「教員選考の基本方針」に基づき、教員に関する任用計画を実
展開した。 行した。

○ １８年度に制定された、事務職員等勤務評価規程に基づく勤務評価制度
②機動的・効率的な運営体制 のほか、自己評価、同僚評価、上司評価を試行した。

○ １８年度には、１７年度の検討を踏まえて２４の全学委員会を１５の委
員会に整理統合し、機動的、効率的な全学の意思決定と運営を行った。ま ⑧柔軟な人事制度の構築
た、各種委員会の整理再編に伴い、各委員会が十分に機能を発揮できるよ １７年１０月に設置した「宇都宮大学支援人材バンク」の登録者２４名の
うにワーキンググループやプロジェクトチームを随時設置し、柔軟で機動 うち６名を非常勤講師として活用した。
的かつ透明性の高い運用に努めた。

○ 教職員への情報伝達の適確化・迅速化を図るため、各種委員会の議事録 ⑨保育園の誘致・開園
及び会議資料を会議終了後に速やかにＨＰに掲載することにした。 １８年１１月に、地域への貢献、教職員子女の保育、男女共同参画社会の

推進等を図るため、社会福祉法人峰陽会が学内に開園した「宇都宮大学まな
③大学運営に対する職員の参画 びの森保育園」との連携を深めるため包括協定を締結した。

○ 各種懇談会を開催し、教職員・学生との情報交流・意思疎通を図った。
○ 教員評価実施要領を制定し、組織等が行う教員評価の対象領域の一つと ⑩総人件費改革への取組
して 「学内組織運営」に係る領域を設定した。 １９年度には、１７年度人件費削減目標額２％に対し４.７％の削減を達成、

○ 全学委員会に係る期末勤勉手当の加算措置を廃止し、その業績に応じて した。
勤勉手当の成績率に適切に反映させることにした。

（２）財務内容の改善
④情報の安全性に関する責任体制の確立 ①外部研究資金その他の自己収入の増加

○ ＣＩＯ及び同補佐、ＣＳＯ及び同補佐を設置し、総合メディア基盤セン ○ 科学研究費補助金の申請にあたり、各学部にプロジェクト委員を配置し
ターのセキュリティポリシーの策定及びＩＳＯ２７００１を認証取得した 指導助言体制を構築した結果、申請件数、採択率が向上した。。

○ オプティクス教育研究センターにおいて、光技術の総合的事業を推進す
⑤合理的資源配分 るために、工学部と農学部教員がプロジェクトを設置するとともに、２０

○ 全学共用定員枠を活用して採用した。 年度グローバルＣＯＥに申請した。
・キャリア教育専任教員 ２名 ○ 一定の地域貢献事業へ参加する学生等に対する助成を目的とした「峰が
・オプティクス教育研究センター専任教員 １名 丘地域貢献ファンド」は、新たに１１５百万円の支援を得て、総額５２５
・共通教育センター専任教員 １名 百万円となったが、引き続き維持・拡充に努める。２０年３月には、教育

○ 若手教員に対する研究助成及び重点推進研究費の配分を行った。 研究活動の活性化及び教育研究環境並びに学生支援の充実を目的とした 宇「
都宮大学基金」を創設した。

⑥教育研究組織の見直し
○ 「野生植物科学研究センター」を「雑草科学研究センター」に改組(１８ ②経費抑制の取組

宇都宮大学
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１９年度には １６年度に策定した節減合理化基本方針の見直しを実施し 全学出動方式等の原則を教育研究評議会で承認し、企画・運営する組織とし、 、
新たな経費節減事項の洗い出し等を行うとともに、ゴミの分別回収及びペ て、１９年４月に「共通教育センター」を設置した。
ーパーレス化の推進により、複写機保守料は対前年度８００千円の減額、
塵埃物収集料は、対前年度１,５５０千円の節減となった。 ②教育の成果を検証

同窓会、学生後援会などの学外者の意見を徴し、教育企画会議で改善状況
○ 環境対策として、環境報告書の作成とともに、経費節減からも冬季・省 等を検証した。
エネキャンペーンを実施している。

○ 非常勤講師の削減は、１６年度に策定した「非常勤講師時間数の削減」 ③大学院教育の充実
の基本方針に基づき実施した。 国際学研究科博士後期課程を１９年４月に設置した。

③学生寮の整備 （２）研究面における取組等
１８年度には、学生寮の整備拡充計画に基づき、新寮(陽東寮)を自己資金 ①重点研究の推進・支援

など多様な資金を活用し建設(８０戸)するとともに、雷鳴寮についても、寄 個性的で発展性のある本学を代表する研究プロジェクトに研究経費を助成
宿寮収入を償還財源とする長期借入金により改修した。 することとして、１８年度は８件で31,860千円を、１９年度は12件で45,000

千円を措置した。
④入札運用改善の取組

金融機関の格付け 株価の水準等 預入先としての安全性を考慮し また ②研究成果の社会還元、 、 、 、
資金運用益の改善に資するため、運用開始時期の調整(リスク分散)を行いつ 学外で開催された各種イベント等において、積極的に本学のシーズ等を紹
つ、本学にとって最も金利が有利となるように入札による運用を導入した結 介した （①産学官連携推進会議、②とちぎ産業フェア、③アグリビジネス。
果、大幅な増収を得た。 フェア、④産学連携フェア）
（ ）一般予算資金運用収入 Ｈ１８：３,６８３千円→Ｈ１９：７,５０５千円

③若手研究者の支援
（３）自己点検・評価及び情報提供 ○ 若手教員研究助成として、１８年度は、申請のあった３４件のうち２０

事務職員等勤務評価規程を制定し、１８年７月から１２月までの６ヶ月間 件、１９年度は、３２件のうち２４件について研究経費の助成をした。ま
試行した「人事制度改革に関する事務タスクフォース」の結果を踏まえ１９ た、助成を受けた教員については、各学部のプロジェクト委員がアドバイ
年度においては自己評価、同僚評価、上司評価を試行した。 ザーとして、研究推進について助言等を行った。

○ １９年度科学研究費補助金に応募申請しなかった研究者に対して、１９
（４）その他の業務運営に関する重要事項 年度予算において、教員研究費の１０％を削減し、若手教員の研究助成金

①宇都宮大学樹木憲章の制定 の財源とする仕組みを構築した。また、外部資金についても１０％程度の
「宇都宮大学樹木憲章」を制定し、キャンパス内の樹木、庭園の維持管理 間接経費を確保し、若手教員研究助成、重点推進研究に追加配分するなど

を実施するとともに「樹木マップ」を作成した。 インセンティブを高める措置を講じた。

②防災訓練の実施 （３）その他の取組等
宇都宮市の防災訓練を本学構内で初めて実施し、地域住民の防災拠点とし ①社会との連携等

ての防災意識の高揚を図った。 産業界並びに学内の連携強化のため、１８年４月に「知的財産センター」
を設置するとともに 「地域共生研究開発センター」及び「知的財産センタ、

③駐輪場の整備 ー」を中心とした「産学官連携・知的財産本部」を設置した。また、各学部
キャンパスの環境維持・保全及び交通安全を維持するため、駐輪場を整備 に「産学官連携・知的財産本部」を担当する職員を置き、産学官連携プロジ

し、駐輪スペースの拡充を図るとともに駐輪登録制を導入して放置自転車の ェクトの効果的推進を図った。
発生防止に努めた。

②研究設備等の相互利用
④危機管理について １８年度に、地域共生研究開発センター(学内共同利用施設)は、栃木県産

全学的な危機管理マニュアルの作成及び危機管理体制を確立した。また、 業技術センターとそれぞれが保有する研究設備(機器)の相互利用に合意し、
学内の危機管理について継続的な見直しを図るため、危機管理検討委員会を 協定を締結した。
設置した。

③国際交流等
海外の諸大学と、国際交流協定、部局間交流協定を締結し、提携の拡充・Ⅱ 教育研究等の質の向上

（１）教育面における取組等 強化を積極的に行っている。
①共通教育担当体制について

宇都宮大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 ① 健全な経営状態を保ちながら、大学の社会的責務を十全に果たすことができるよう、適正な経営基本方針を確立し実践する。
期 ② 学長のリーダーシップが健全な形で発揮され、全学的意思決定が機動的・効率的になされる組織運営体制の構築を図る。
目 ③ 教職員が全学的視野を共有し、それぞれの立場から大学運営プロセスに参画するための方策を講じる。
標 ④ 運営の透明性を確保するとともに、アカウンタビリティの一層の向上に努める。

⑤ 学内諸活動に関する綿密な点検・評価を継続的に実践するとともに、それに基づき、学内資源の合理的な配分を進める体制を整える。
⑥ 学部長を中心とした機動的・戦略的な学部運営を図る。

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）１ 運営体制の改善に関する目
大学運営に活かすため、学外有識者と本学役 同窓会との関連では、各学標を達成するための措置

員、学部長及び事務部長による「宇都宮大学懇 部等同窓会から会長他が参加①適正な経営基本方針の確立と
話会」を実施し、助言及び企画等の提案をいた する各学部等同窓会連絡協議実践

【1】 Ⅲ だいた。 会を毎年２回開催し、大学へ
県内自治体との間で構成する また、各学部等同窓会から会長他が参加する の要望等を徴し、社会のニー

「地域連携協議会 （平成１４ 各学部等同窓会連絡協議会を毎年３回ないし４ ズの把握に努めるとともに意」
年設立）や栃木県及び県内高等 回開催し、大学への要望等を徴し、社会のニー 見交換を行う。
学校との間で構成する「高大教 ズの把握に努めるとともに意見交換を行った。 引き続き地域連携協議会を
育連携協議会」など、諸団体と １７年度に那須烏山市と、１８年度に高根沢 開催して、各自治体との連携
の交流活動を通じ、また各学部 町、宇都宮市及び日光市と包括協定（相互友好 事業について、意見交換、情
の同窓会活動のチャンネルなど 協力協定）を締結し、自治体との連携強化を図 報交換を行い、社会ニーズの
を活用して、大学に対する将来 るとともに、那須烏山市との協定に基づき、 把握に努め、継続して連携の
にわたる社会のニーズを敏感に １８年度には総合計画策定審議会委員及び部門 推進を図る。
かつ的確に把握することに努 別まちづくり懇談会アドバイザー並びに那須烏 相互友好協力協定を締結し

、 、め、それを経営方針に反映させ 山市補助金等検討委員会委員を選出した。 ている那須烏山市 高根沢町
る。 併せて、県内各自治体との間で構成する「地 日光市に対し、本学と実施し

域連携協議会」を毎年２回程度開催して、各自 ている連携事業を自治体のＨ
治体と意見、情報交換を行うとともに、連携事 Ｐへ掲載することの実現に向
業を実施して、連携強化を図っている。 けて、積極的にＰＲ活動を行

連携事業実績件数 う。また、本学のＨＰへ、社
１６年度 ６４件 １７年度 ５７件 会連携推進機構、地域連携推
１８年度 ９１件 進本部等組織及び連携事業の

実績等を掲載し、自治体との
【1-1】 連携強化を図る。（平成19年度の実施状況）

県内自治体との間で構成する「地域連 【1-1】
携協議会」や栃木県及び県内自治体等と Ⅲ 各学部等同窓会から会長他が参加する各学部
の連携協定あるいは県内高等学校との間 等同窓会連絡協議会を３回開催し、大学への要
で構成する「高大教育連携協議会」など 望等を徴し、社会のニーズの把握に努めるとと
諸団体との交流活動及び各学部同窓会活 もに意見交換を行った。
動のチャンネルなどを活用して、大学に 県内各自治体との間で構成する「地域連携協
対する将来にわたる社会のニ－ズを敏感 議会」を開催して、各自治体との連携事業につ
かつ的確に把握することに努める。 いて、意見交換、情報交換を行い、社会ニーズ

の把握に努めた。さらに、組織としての取組体
制を強化するため事務組織の見直しを行い、従
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来の研究協力課を産学地域連携課と研究国際課
に改組し、窓口の一本化を図った。

【1-2】 【1-2】
地域の”知”を大学運営に活かすため Ⅲ 大学運営に活かすため、学外有識者と本学役

「宇都宮大学懇話会」を引き続き開催す 員、学部長及び事務部長による「宇都宮大学懇
る。 話会」を２０年２月に実施し、助言及び企画等

の提案をいただいた。

【1-3】 【1-3】
那須烏山市、高根沢町、宇都宮市、日 Ⅲ 相互友好協力協定を締結している那須烏山

光市における包括協定（相互友好協力協 市、高根沢町、宇都宮市、日光市、各自治体と
定）の具体化に努める。 本学が実施している連携事業を自治体のＨＰへ

掲載することを検討するなど、自治体との連携
強化を図った。また、宇都宮市との間では、本
学からの提案により「市内大学との連携まちづ
くり」連携事業を宇都宮市ＨＰへ掲載すること
が実現した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【2】
、外部資金の獲得に積極的に取 外部資金獲得については、学内措置により既 経費節減への取組について
、り組むとともに、経費の節減や 存の３センターを統合し「地域共生研究開発セ 各部局等が節減目標を策定し

現況資源の有効利用を進め、健 ンター」に拡充改組（１６年４月）し、受託研 毎年度定期に報告を受けると
全な財務体質の維持を図る。 Ⅲ 究等の受入体制を強化した。 ともに、取組状況について全

さらに、知的財産の創出・保護・活用を推進 学に周知することとし、削減
。するため、１８年４月に「域共生研究開発セン 目標６％を目指すこととする

ター」及び「知的財産センター」との連携を中 また、エコ指導員の活動に
心とした「産学官連携・知的財産本部」を設置 ついては、引き続き現場の状
し、発明協会から知的財産アドバイザーの派遣 況把握に努めるとともに、活
を受け、知的財産活用プロジェクトを設け活動 動内容を広く学内に周知する
を行った。 ことにより、学生を含めた環

また、外部資金の獲得等の一環として、課外 境対策への取組と、経費節減
活動共用施設建設のための募金活動を２カ年 への取組を実施することとす
（16～17）に亘り行ったほか 「物件費の節減 る。、
合理化基本方針 に基づき 学内構成員に対し 「産学官連携・知的財産本」 、 、
コスト削減の意識付けを図り、複写機の設置台 部」として、ＪＳＴ、経産省
数の見直し及び大学会館管理業務の外部委託等 などの競争的研究助成への応
々、経費の節減を継続的かつ積極的に進めてい 募を積極的に支援するととも
る。併せて、職員宿舎の一部を学生寮に使途変 に、産学官連携、事業化の視
更し、留学生宿舎不足の解消を行うなど、減損 点から申請書作成にもコミッ
会計を踏まえた資産の有効活用に努めた。 トし、採択率向上を図る。

（平成19年度の実施状況）【2-1】
「産学官連携・知的財産本部」に、外 【2-1】

部資金によるコーディネーター人材の配 Ⅲ 文科省産学官連携コーディネーター及び大学
置を目指し、コーディネーターの活用に 知的財産管理アドバイザー派遣事業に採択さ

、 。 、 、より、積極的な外部資金獲得を目指す。 れ 配置がなされた また 県内の商工会議所
商工会の産学官連携コーディネーター３名を本
学のコーディネーターとして任用した。

【2-2】 【2-2】
１８年度に組織した「産学官連携・知 Ⅲ ＪＳＴのシーズ発掘支援事業に関する説明会

的財産本部」の組織整備をさらに進め、 を２回開催するなど外部資金獲得の推進を図っ
知的財産の一層の充実と外部資金の獲得 た。
に積極的に取り組み併せて経費の節減や また、発明発掘コーディネーターによる教員
資産の有効活用を推進する。 の研究室訪問を実施して、発明発掘と知財啓蒙

活動を積極的に展開した。

宇都宮大学
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経費削減については １６年度に策定した 物、 「

件費の節減合理化基本方針」の検証を行うとと
もに、更なる分析・調査等を加えるべく「経費
節減合理化検討事項見直し検討チーム」を設置
し、徹底的な見直しを図った。

さらに、昨年に引き続き冬季・省エネキャン
ペーンを実施（H19.12～20.3）し、学生教職員
に対し、電気使用量等の削減に努めるよう周知
徹底を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）②機動的・効率的な全学的意思
役員組織と事務部門との連結を強化するた 引き続き、役員組織と事務決定と運営を可能とする組織体

め 運営連絡会 １８年度から 運営調整会議 部門との連結を強化するため制の確立 、 （ 「 」）
、 、【3】 を１６年４月１日に設置し、機動的な執行体制 に 運営調整会議を定例化し

学長のリーダーシップのも Ⅲ を整えた。また、役員組織と各学部長等との連 機動的な執行体制を整える。
と、役員組織の企画立案機能を 絡調整を密にするため、企画調整会議（１８年 また、役員組織と各学部長、
強化する。役員組織と事務部門 度から企画戦略会議）を１６年４月１日に設置 各事務部長との連絡調整を密
との連結を強化するために運営 し、学内合意形成の円滑化を図った。 にするために企画戦略会議を
連絡会を設置し、機動的な執行 さらに １９年４月から 地域連携 及び 大 定例化し、学内合意形成の円、 「 」 「
体制を整える。また、役員組織 学コンソーシアム栃木」の業務を学長室から産 滑化を図る。
と各学部長等との連絡調整を密 学地域連携課に移管し、円滑化を図った。
にするために企画調整会議を設

（平成19年度の実施状況）置し、学内合意形成の円滑化に 【3】
資する。 学長のリーダーシップのもと、役員組 【3】

織の企画立案機能の強化を図るため、学 Ⅲ 企画立案広報機能を強化するため、学長室を
長室の改組を行う。役員組織と事務部門 企画広報室に改組し、２０年４月に設置するこ
との連結を強化するために、引き続き運 ととした。
営調整会議の充実を図る。また、役員組 １８年度に引き続き、役員と事務部門の情報
織と各学部長、各事務部長との連絡調整 の交換、意見交換及び連結強化のための会議と
を密にするために企画戦略会議の充実を して運営調整会議を、役員と各学部長、各事務
図る。 部長との連絡調整を密にするための会議として

企画戦略会議を定例化して行い、１９年度にお
いては、運営調整会議を２８回、企画戦略会議
を１１回開催し、情報の共有化と意思疎通に積
極的に努めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【4】
各種委員会のさらなる整理再 各種委員会の見直しを行い、１８年４月から 引き続き全学委員会の効率

編を進め、機能的かつ透明性の ２４の全学委員会を１５の委員会に整理再編し 化を図るとともに、各種委員
高い運用に努める。 た。併せて、各委員会が十分に機能を発揮でき 会が十分に調査分析・企画立

Ⅲ るよう広報戦略実施チームやセキュリティ対策 案機能を発揮できるように、
プロジェクトチ－ム、環境作業部会や危機管理 必要に応じてワ－キンググル
ＷＧなどワ－キンググル－プやプロジェクトチ －プや、プロジェクトチーム
－ムを随時設置し、柔軟で機能的な運用を行っ による柔軟で機動的かつ透明
た。 性の高い運用に努める。

また、学内ホームページに各種委員会の議事 また、各職員への情報伝達
録及び会議資料を会議後速やかに掲載し、教職 の的確化・迅速化を推進する
員への情報伝達の的確化・迅速化を図るととも ため、情報ネットワークやメ
に、透明性の高い運用に努めた。 ール等の有効利用を図る。

（平成19年度の実施状況）【4-1】
１７年度の検討を踏まえ、各種委員会 【4-1】

の整理統合を図り、機動的、効率的な全 Ⅲ １８年度に実施した全学委員会の統廃合効果
学の意思決定と運営を行うとともに、引 の検証結果を、１２月１２日開催の教育研究評
き続き全学委員会の効率化を図る。 議会で報告した。

統廃合により、委員の絶対数、所要時間、文
書作成量及びコピー用紙使用数の削減が確認さ
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れた。また、同じ資料は再利用（使い回し）す
ることでコピー用紙の削減を図った。

【4-2】 【4-2】
各種委員会が十分に調査分析・企画立 既設のワーキンググループ及びプロジェクト

案機能を発揮できるように、必要に応じ Ⅲ チームに加え、業務改善検討プロジェクトチー
てワ－キンググループや、プロジェクト ムを新たに設置し 「会議の効率化、運営の効、

、 、 （ ） 、チームによる柔軟で機動的かつ透明性の 率化 資料の削減 会議の整理 統廃合 圧縮
高い運用に努める。 資料の電子化」などを主たるテーマとして業務

フローの作成から問題の把握、改善案策定まで
の手法の学習も含め６回のミーティングを行っ
。 、 。た なお 最終取りまとめは２０年４月に行う

【4-3】 【4-3】
各教職員への情報伝達の的確化・迅速 各会議体の議事要録及び資料を会議終了後速

化を推進するため、情報ネットワークや Ⅲ やかに学内用ホームページに掲載するととも
メール等の有効利用を図る。 に、学外向けホームページには法定会議の議題

一覧、全学委員会の主たる審議内容及び実績を
公開することで、学内情報を積極的に内外に発
信した。更に、全教職員へ迅速な周知が必要な

、 、ものについては メールによる一斉送信を行い
積極的な周知に努めた。

（平成16～18年度の実施状況概略）③大学運営に対する学内構成員
学長及び担当理事と学生、保護者、内地留学 学内構成員間において、大の参画・関与を確保するための

生、事務系・技術系職員、大学教員及び附属学 学運営に関する情報交流を促方策
【5】 校園の校(園)長・副校(園)長との懇談会をそれ 進することによって、学内合

、 、学内合意形成の基盤として、 Ⅲ ぞれ開催し、教職員・学生等との情報交流・意 意形成の基礎として 学部間
学部間の円滑な意思疎通、全学 思疎通を図った。 部局間の円滑な意思疎通、全

、 、的視野の共有を図るため、大学 学的視野の共有を図り 更に
運営に関する情報交流を促進す 国立大学法人の教職員として

。 、る。その一環として、学長・担 【5】 の意識の改革に努める また（平成19年度の実施状況）
当理事（副学長）と学生を含む 学内構成員間において、大学運営に関 【5】 学生との直接交流の機会及び
学内構成員との直接交流の機会 する情報交流を促進することによって、 Ⅲ 事務職員新任中堅職員フォローアップ研修及 地域自治会長との懇談会を継
を増加させる。 学内合意形成の基礎として、学部間、部 びマネジメント研修において、大学の現状、各 続して設ける。

局間の円滑な意思疎通、全学的視野の共 業務の内容を説明、紹介するとともに大学職員
有を図り、更に、国立大学法人の教職員 としての意識の改革に努めた。
としての意識の改革に努める。また、学 また、主任研修において、法人職員としての
生との直接交流の機会及び地域自治会長 あり方を端緒とし、コミュニケーションの手法
との懇談会を継続して設ける。 を学ぶとともに、討議演習を行い、職員として

の意識啓発と横断的視野の育成に努めた。
さらに、１８年度に引き続き、１１月１３日

に役員と地域自治会長との懇談会を開催し、意
見交換を行い、地域と大学の積極的な交流を図
った。

その他、１２月１３日には、学長と附属学校
園の校長、園長、副校長及び副園長との懇談会
を開催し、積極的な情報交換を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【6】
教員の大学運営業務に対する １７年度に「大学評価規程 「教員評価指 １９年度に実施した教員評」、

貢献を適切に評価することによ 針 「教員評価実施要領 「教員評価委員会 価について、２１年度の教員」、 」、
って、大学運営への積極的参画 規程」を制定し、１８年度に教員評価の試行を 評価に向けて２０年度に自己
を促すとともに、事務職員の各 Ⅲ 行った。また、１９年度の本実施に向け、全学 点検を行なう。
種委員会への参画を図る。 教員評価委員会において、評価項目・評価基準 また 「大学評価規程」等、

・評価方法等の改善・変更すべき点及び各学部 に基づき教員評価を行い、農
間の調整等を検討した。 学部教員の評価方針、評基準
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さらに、学内委員会の機動的かつ透明性の高 等の検討も継続して行う。
い運用を図るとともに、事務職員の意見を委員 併せて、事務職員の各種委
会審議に反映できるよう、事務職員の各種委員 員会への参画を継続する。
会への参画を図り、機動的な運営を図った。

（平成19年度の実施状況）【6-1】
１８年度に実施した教員評価の試行結 【6-1】

果を踏まえ、教員評価を実施する。 Ⅲ 各教員から学部長に「教員自己評価書」が提
出され、学部教員評価委員会を経て学部長から
「平成１９年度教員評価結果報告書」が学長に
提出された。

【6-2】 【6-2】
職員の大学運営業務への貢献度を引き Ⅲ １８年度に教員評価指針及びその指針に基づ

続き評価対象とするとともに、事務職員 く教員評価実施要領を制定し、組織等が行う教
について、各種委員会への積極的参画を 員評価の対象領域の一つとして、全学委員会や
促進する。 学部委員会などの「学内組織運営」にかかる領

域を設定したことを受け、引き続き人事評価に
反映させた。また、事務職員が委員会に参画す
ることがさらに徹底してきている。

（平成16～18年度の実施状況概略）④透明性の確保及びアカウンタ
１７年度に、広報委員会においてホームペー 本学情報の学内外へ向けたビリティの向上に関する方策

【7】 ジの更新を含めて維持管理体制を見直し、ホー 提供及び共有について、情報
広報体制を強化するととも ムページの改善を行った。 資産管理の視点からその体制

に、迅速な情報公開を進める。 Ⅲ また、１８年度においては、県内３５校の高 を含めて引き続き整備する。
校生を対象に本学ホームページの情報伝達力の 併せて、公式ホームページ
調査を行い、その結果を踏まえてホームページ の充実を図るとともに、大学
の見直し及び更新を行った。 案内UU GUIDE BOOK及び広報

さらに、大学案内 UU GUIDE BOOK及び広報誌 誌UU nowの作成やオ－プンキ
UU nowの作成やオープンキャンパスの実施等 ャンパスに学生が参画するこ

に学生が参画することにより、学生からの視点 とにより、学内外への広報機
も含めた学内外への広報機能の充実を図った。 能の充実を図る。

情報の集積と発信を行うため、情報管理基盤 また、全学セキュリティポ
と情報活用基盤の整備を行った。情報管理基盤 リシーの策定を図る。
の整備では 「大学経営・評価情報システム」、
をプランニングし、プロジェクトを組織し情報
共有・利活用のための情報管理を実現するため
「大学情報基盤構築計画」を策定し「宇都宮大

」 。 、学情報データベース の構築を開始した また
情報資産の安全な利活用を図るため全学的な認
証システムを構築し、対外通信の安全を確保す
るため「国立大学法人宇都宮大学における対外
通信接続に関する基準」を制定し、さらに「国
立大学法人宇都宮大学情報セキュリティ基本方
針」を制定した。

一方、本学の情報化戦略を実現するためＣＩ
Ｏ及びＣＩＯ補佐を設置し、セキュリティマネ
ジメントを確立するためＣＳＯ及びＣＳＯ補佐
を設置し体制を整備した。

ＣＳＯの下では全学のセキュリティポリシー
の策定を見据えてプロジェクトを組織し、総合
メディア基盤センターセキュリティポリシー策
定及びＩＳＯ２７００１認証取得に着手した。

（平成19年度の実施状況）【7-1】
ドキュメントファイル管理システムを 【7-1】

宇都宮大学
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宇都宮大学
もとに、学内における情報の管理を一層 Ⅲ 学内の組織情報（業務情報）保有状況調査を
整備し、情報の機密性、安全性及び可能 行いドキュメントファイル管理システムにおい
性を図るとともに、透明性の確保及びア ての分類・集積に着手した。特に大学評価に対
カウンタビリティに資するための情報の 応する情報の収集・蓄積についてはドキュメン
整理及び提供に努める。 トファイル管理システムを利用し、情報の機密

性、安全性及び可能性を図った。
また、学内職員Ｗｅｂサイトをリニューアル

し学内情報の共有化を図った。

【7-2】 【7-2】
学内外への広報機能を充実させるた Ⅲ 公式ホームページ（英文）の大幅な見直し及

め、公式ホームページの充実を図るとと び更新を行った。また、大学案内UU GUIDE BOOK
もに、学生の広報活動への参画の推進を 及び広報誌UU nowの作成やオ－プンキャンパス
引き続き行う。 に学生が参画することにより、学生からの視点

も含めた学内外への広報機能の充実を図った。
また、高校生向けホームページの充実を図る

ことにし、まず工学部が公開した。

【7-3】 【7-3】
ＣＩＯ及びＣＳＯのもとに、本学の情 Ⅲ １９年１１月に認証機関により、ＩＳＯ２７

報基盤を担う総合メディア基盤センター ００１の認証登録が決定され、総合メディア基
の情報セキュリティーを策定するととも 盤センターの情報セキュリティポリシーの策定

、 。に、ＩＳＯ２７００１の取得に努める。 及び ＩＳＯ２７００１の認証取得が完了した

（平成16～18年度の実施状況概略）⑤点検・評価体制と合理的資源
予算執行に関連し、アウトプット指標を設定 ２０年度も引き続き、学内配分に関する方策

【8】 し、それに対するアウトカム（効果）を取りま 諸活動に関する経費を明確化
学長のもと、点検・評価会議 とめ、決算や学内諸活動における点検・評価等 し、厳正な点検・評価を継続

において、学内諸活動に関する Ⅲ に活用した。 的に実施するため、予算執行
厳正な点検・評価を継続的に実 計画書を作成し学内ＨＰに掲
施する。 載する。

（平成19年度の実施状況）【8】
点検・評価会議において、引き続き合 【8】

理的資源配分の観点で、学内諸活動にお Ⅲ 学内諸活動の自己点検評価が行えるよう、各
ける点検・評価を行い、実施可能なもの 部局の予算執行計画書を策定し、学内教職員向
から順次取り組む。 けＨＰに公表を行い、ＰＤＣＡサイクルが機能

するようにした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【9】
点検・評価結果を各分野の改 １７年度において、全学委員会を見直し、運 全学委員会における会議の

善につなげるため、各分野に関 営の改善に資するため、点検・評価会議におい 効果的運用を図る。
連する委員会各組織において、 て各委員会に点検・評価アンケ－トを実施し
点検・評価結果に基づく改善策 Ⅲ た。また、１８年度から２４の全学委員会を
の検討を進め、実施する。 １５の委員会に整理統合し、機動的、効率的な

全学の意思決定と運営を行った。
さらに、１９年度から防火対策委員会及び防

災対策委員会を廃止し、新たに包括的な危機管
理検討委員会を設置することを確認し、これに
必要な準備を行った。

（平成19年度の実施状況）【9】
全学委員会における会議の効果的運用 【9】

を図る。 Ⅲ １８年度に実施した全学委員会の統廃合効果
の検証結果を、１２月１２日開催の教育研究評
議会で報告し、統廃合により、委員の絶対数、
所要時間、文書作成量及びコピー用紙使用数の
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宇都宮大学
削減を確認した。

また、同じ資料は再利用（使い回し）するこ
とでコピー用紙の削減を図った。

更に、事務連絡協議会において、各会議体に
おける議題の精選と資料の集約を図るよう依頼
した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【10】
点検・評価の結果と社会のニ 社会的ニーズの高いキャリア教育の充実及び ２０年度予算においても、

ーズの的確な把握に基づき、人 産学官連携等を積極的に推進するため、１６年 社会のニーズにマッチした教
、材・予算の重点配分を実行す 度に任期付教員を全学共用定員から２名採用し 育研究に重点配分できるよう
、る。 Ⅲ た。産学官連携では、本学とキヤノン株式会社 若手教員に対する研究助成金

が連携し、光学技術者育成の拠点を構築するた 重点推進研究経費の予算措置
めに、１９年度から本学に設置される「オプテ を行う。
ィクス教育研究センター」の専任教員２名を全 （20年度予算額）
学共用定員枠から採用を決定した。また 「共 ・若手教員に対する研究助成、
通教育センター」の専任教員１名を全学共用定 12,152千円
員枠から採用した。 ・重点推進研究経費

なお、中期計画の実施に必要な予算を重点配 40,000千円
分するとともに、時宜にかなった社会のニーズ
にマッチした教育研究活動に重点配分できるよ
うな経費の確保に努めており、若手教員に対す
る研究助成金、産休明け・育児休業明けの女性
教員等への研究助成、さらに 「教育充実・改、

」 「 」善支援経費 の拡充及び 国内外交流推進経費
やホームページの再構築のための経費等を充実
させた。

（平成19年度の実施状況）【10】
点検・評価の結果と社会のニーズの的 【10】

確な把握に努め、人材・予算の重点配分 Ⅲ 社会的ニーズの高いキャリア教育の充実及び
を引き続き実行する。 産学官連携等の積極的推進に資するため、１６

年度から任期付教員を全学共用定員から２名採
。 、用している 本学とキヤノン株式会社が連携し

光学技術者育成の拠点を構築するために、１９
年度に本学に設置された「オプティクス教育研
究センター」の専任教員１名を全学共用定員枠
から採用した。また、共通教育体制を充実させ
るため「共通教育センター」を設置し、専任教
員１名を全学共用定員枠から採用した。

なお、１９年度予算において若手教員に対す
る研究助成金、重点推進研究経費の配分を行っ
た。

（配分額）
・若手教員に対する研究助成経費

（18年度） （19年度）
9,030千円 → 11,210千円

・重点推進研究経費
31,860千円 → 45,000千円

（平成16～18年度の実施状況概略）⑥学部長を中心とした機動的・
国際学部では、学部長の下に４つの時限ＷＧ 国際学部では、学部長の下戦略的な学部運営に関する具体

を立ち上げ、学部長の補佐体制を強化した。 にＷＧを設置し運営会議と連的方策
【11】 教育学部では、学部長補佐を２名おき、学部 携して学部・研究科運営の機

各学部における教育・研究・ Ⅲ の今後のあり方についての基本方策を集中的に 動性を高め、補佐体制を強化
運営等の基本方針の策定に関わ 審議した。 する。
る教授会の役割に配慮しなが 工学部では、毎月１回のペースで企画戦略会 教育学部では、教育・研究
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ら、学部長補佐体制を強化し、 議を開催し、機動的な学部運営をめざす活動を ・運営等の基本方針に配慮し
学部運営の機動性を高める。 行っている。 ながら学部長補佐体制を強化

農学部では、学部長補佐を５名体制とし、学 し、引き続き学部運営の機動
部長 評議員を加えた企画会議を週一回開催し 性を高める。、 、
事業計画、研究企画等の基本方針を全学の動向 工学部では、学部長、評議
を考慮しながら進めている。 員、学部長補佐で構成する企

画会議を組織し、教育・研究
【11】 ・運営等の基本方針の策定を（平成19年度の実施状況）

各学部における教育・研究・運営等の 【11】 進める。
基本方針の策定に関わる教授会の役割に Ⅲ 国際学部では、国際学部・研究科運営会議と 農学部では、副学部長（評
配慮しながら 学部長補佐体制を強化し ５ＷＧ、教授会、委員会、ＦＤ研究会を連携し 議員兼任）と学部長補佐を継、 、
引き続き学部運営の機動性を高める。 ながら進めている。 続して配置し、農学部の諸課

教育学部では、２名の学部長補佐にそれぞれ 題を協議し学部運営の機動性
特命事項を命じ、学部運営の機動性を高めた。 を高める。また、学部長、副

工学部では、学部及び大学院の教育研究・運 学部長、学部長補佐を加えた
営等に関わる基本方針及び戦略的重要事項等の 企画会議を引き続き組織し、
提案及び検討は、工学部企画戦略会議で行い、 学部の事業計画、研究企画等
次に学科長・専攻長会議で提案・審議・決定 の基本方針を進める。
し、実行に移している。

農学部では、学部長補佐を４名体制とし、教
務委員会、入学試験委員会、広報連携委員会、
研究推進委員長も兼ね、学部長、評議員を加え
た企画会議を週一回開催し、事業計画、研究企
画等の基本方針を全学の動向を考慮しながら進
めている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【12】
法人化に向けた組織変革が意 学内予算及び決算の概要を学内ＨＰに公表す 企画戦略会議において大学

図どおりに機能するか、継続的 るとともに、教職員に対して説明会を開催して 全体の課題と将来計画の検討
な点検を実施し、必要に応じて いる また 学内の科研費公募要領説明会時に を継続して行う。。 、 、
再編・改良を行う。 Ⅲ 不正使用の防止及び補助金使用方法の説明を行 事務のチーム制の２０年度

うとともに、公的研究費の管理・監査のガイド の実施方針については、１９
ラインを踏まえた物品の納品検査等を確実に実 年度に実施した自己点検・評
施する体制を整備した。さらに、内部統制の一 価結果及び業務改善コンサル
環として、毎年、重点項目などの監査テーマを ティング結果を踏まえ、総合
定め、会計経理に関する内部監査を実施してい 的に判断した上で決定する。
る。 また、事務の目標管理制に

ついては、１９年度の試行に
【12-1】 係る自己点検・評価及び新た（平成19年度の実施状況）

各学部において組織変革が意図どおり 【12-1】 な人事考課制の評価結果を踏
に機能しているか、引き続き点検を実施 Ⅲ 国際学部では、博士後期課程が設置され、教 まえ、２０年度以降の実施方
する。 育課程全体の組織が完成した。 針を作成する予定である。

教育学部では、学部運営会議及び自己点検評 なお 「研究費等の運営・、
価委員会が中心となって、各委員会の機能につ 管理体制」の整備を踏まえ、
いて継続的に点検した。また、新課程再編につ 不正防止計画推進室との連携
いて組織改革ＷＧが引き続き検討をし 「総合 のもと、引き続き内部統制シ、
人間形成課程 （仮称）構想案を策定した。 ステムの構築を推進する。」

、 、 、工学部では、大学院部局化の概算要求（組織 国際学部では 教育 研究
整備要求）の申請が承認され、２０年４月より 地域貢献を強化する多文化公
新組織が機能するよう 「工学部・工学研究科 共圏センターを２０年４月１、
教育研究組織内規」等の新組織の規程の整備を 日に設立させることとしてい
進めるとともに、教育体制に関しても履修規程 る。
・履修案内・博士学資授与実施手順等の改訂を 工学部では、２０年度より
行っている。 大学院が部局化され、大幅に組

農学部では、企画会議において、継続して学 織が改編されるが、新組織にお
部全体の課題を検討している。 いて各組織単位が有効に機能

し、教育研究活動が活発に進む

宇都宮大学
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【12-2】 【12-2】 体制となるよう、組織の各単位

事務のチーム制、事務の目標管理制並 Ⅲ 事務のチーム制については、１８年度末に行 について調整を進める。
びに新たな人事考課制について、改善・ った自己点検・評価結果を踏まえ、１９年度は
改良を図る。また経理面においては引き 各課の業務の内容と性格に配慮した柔軟で機動
続き内部統制システムの構築を推進す 的な新たなチーム制に改め、試行を継続した。
る。 また、事務の目標管理制については、１９年

度は勤務評価から切り離し、業務の推進・改善
に資するものとして目標を別途設定することと
した。３月に各課等において自己点検・評価を

、 。実施し ２０年４月に評価結果を取りまとめる
、 、さらに 事務職員等の新たな勤務評価として

目標管理制と人事考課制の相互関係を明らかに
し、これまでの部下評価のほか、被評価者によ
る自己評価、同僚評価、上司評価を行い、処遇
等へ反映すべく３６０度評価を目指した勤務評
価を試行した。今後、ＰＤＳサイクルにより、
更に改善を図ることとした。

また 「研究機関における公的研究費の管理、
・監査のガイドライン（実施基準 」に準拠し）
た研究費等の管理・監査体制を整備した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

○ 本学の基本的な目標を達成するにふさわしい教育研究組織の在り方を継続的に見直す。中
○ センター等を中心に組織の見直しを進め、学部・研究科の教育研究の推進の観点及び広く社会との連携を重視し、本学の特色あるセンターの整備充実を順次計期

画的に進める。目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）２ 教育研究組織の見直しに関
学長のリーダーシップのもとに、役員と各学 学長のリーダーシップのもする目標を達成するための措

部長等との連絡調整を密にしながら、教育研究 とに、役員と各学部長等との置
【13】 組織の見直しを行った。具体的には、地域共同 連絡調整を密にしながら、企

学長のリーダーシップのもと Ⅲ 研究センターと機器分析センター及びＶＢＬを 画戦略会議において教育研究
に、役員と各学部長等との連絡 まとめ、地域共生研究開発センターの設置、野 組織の見直しを進める。
調整を密にしながら、教育研究 生植物科学研究センターの拡充改組、産学官連
組織の見直しを進める。 携・知的財産本部、キャリア教育・就職支援セ

ンターなどを設置し、また、オプティクス教育
研究センター及び共通教育センターの１９年４
月設置に向け所要の作業を完了した。

（平成19年度の実施状況）【13】
学長のリーダーシップのもとに、役員 【13】

と各学部長等との連絡調整を密にしなが Ⅲ 社会や学生のニーズに対応した教育研究組織
ら、企画戦略会議において教育研究組織 を機動的に構築するため、役員と各学部長等か
の見直しを進める。 らなる企画戦略会議において検討を重ね、１９

年４月に共通教育の改善と実施推進を担う共通
教育センターを立ち上げた。また、民間企業の
協力を得て光学の科学や技術に関わる高度技術
者及び研究者の育成、先端的研究領域の創成等
を進め、わが国のみならず世界の最先端を行く
教育研究拠点を確立すべくオプティクス教育研
究センターを設置した。

２０年３月２５日には、遺伝子実験施設と放
射性同位元素実験室、動物実験室，環境調節実
験棟を再編統合し、バイオサイエンス教育研究
センターとして設置した。

また、２０年４月設置に向け、工学研究科で
は、博士前期課程及び博士後期課程の改組、大
学院の部局化を図るべく所要の準備を完了し、
更に国際学部においては多文化公共圏センター
設置に向け所要の準備を完了した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【14】
本学をとりまく社会環境並び 国際学部では、国際学研究科博士後期課程国 工学部では、部局化のメリ

に時代の要請に配慮しながら、 際学研究専攻の設置が１８年１１月３０日に設 ットを生かして、社会環境並び
教育、研究及び社会貢献に関す 置審で認められた。 に時代の要請に配慮した教育研
る本学の基本的な目標を達成す Ⅲ 教育学部では、学長直属「教育学部改革検討 究組織の実現について検討す
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るにふさわしい教育研究組織の ＰＴ を発足させ 組織改革について検討した る。」 、 。
在り方を継続的に見直し、必要 工学部・工学研究科では、大学院部局化構想
に応じて柔軟に編成する。 について検討を行ない１９年４月に文部科学省

との事前相談を行うこととした。
また 「４大学大学院教育連絡協議会」の中、

の先導的ＩＴ人材育成拠点形成ＷＧにおいて、
２０年度概算要求事項とした。

（平成19年度の実施状況）
【14-1】 【14-1】

本学をとりまく社会環境並びに時代の Ⅲ 国際学部では、博士課程の設置及び多文化公
要請に配慮しながら、人的資源の有効な 共圏センターの設立に向けた準備がなされた。
活用と教育、研究及び社会貢献の一層の 工学部では、地域共生研究開発センター、Ｖ
充実を図るため、学部・研究科を越える ＢＬ等は、地域との連携を図りながら、先端的
研究組織と教育組織のあり方を引き続き 研究と地域貢献を目指して活動中である。
検討する。 なお、オプティクスに関する人材育成と研究

における我が国の中心となる拠点化を目指して
立ち上げたオプティクス教育研究センターを中
心に、グローバルＣＯＥを目指した活動の展開
を行った。

【14-2】 【14-2】
本学の教育・研究上の特徴を出しなが Ⅳ 国際学部では、国際学研究科博士後期課程国

ら、且つ社会の要請に応えるため、国際 際学研究専攻が４月１日からスタートした。工
学研究科、教育学研究科、工学研究科及 学部では、２０年度より大学院が部局化され、
び農学研究科の再編を含め新専攻又は新 大幅に組織が改編されるため、新組織において
研究科の設置の可能性を引き続き検討す 各組織が有効に機能し、教育研究活動が活発に
る。 進む体制となるよう、工学部・工学研究科内規

等の作成・修正を終了した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【15】
高等教育及び生涯教育の基本 キャリア教育・就職支援センターは、キャリ 「公開講座改革検討ＷＧ」

的な課題について研究し、その ア教育と進路・就職支援を一層強化する目的で の検討結果を提言としてまと
研究成果を踏まえて、具体的な １９年１月に設立された。また、共通教育セン め、それを２０年度以降の公
諸施策を企画・運営する上で、 Ⅲ ターを１９年４月に設置することが役員会で承 開講座改革・センター整備に
指導的役割を果たすための組織 認された。なお、生涯学習教育研究センターの 反映させる。
として、生涯学習教育研究セン 整備改組については、１９年度に引き続き検討
ターを整備改組して、総合教育 することとした。
研究開発センター（仮称）を設

（平成19年度の実施状況）置する。 【15】
生涯教育および地域社会の再構築など 【15】

の基本的課題について研究し、具体的な Ⅲ １７年度に策定した大学教育開発センター構
諸施策を企画、運営する上で指導的役割 想においては 「①大学教育企画マネージメン、

（ 、 、 ）、を果たす組織として、生涯学習教育研究 ト部門 共通教育 キャリア教育 専門教育
センターの整備改組について検討する。 ②教育開発・評価（ＦＤ）部門、地域教育開発

支援部門」から成るセンター設置を予定してい
たが、１９年１月には、キャリア教育就職支援
センターを設置し、また、１９年４月には共通
教育センターを単独で設置したため、生涯学習
教育研究センターの整備改組は単独で検討する
ことにした。

９月の教務委員会において、公開講座の充実
を図るために「公開講座改革検討ＷＧ」を設置
した。１０月以降計３回の会議を開催し検討し
た結果を、２０年度以降の公開講座改革・セン
ター整備に反映させることとした。

宇都宮大学
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（平成16～18年度の実施状況概略）【16】

本学における情報基盤の整備 １８年７月１日付けで 「総合情報処理セン 学内の学術情報等の収集・、
・運営と情報基盤技術研究の高 ター」を「総合メディア基盤センター」に改組 蓄積・流通を高度化するため
度化を図り、全学情報処理教育 した。現在、学内の学術情報の収集・蓄積・流 に、附属図書館と総合メディ
・研修において指導的役割を果 Ⅲ 通を高度化するために、附属図書館と連携した ア基盤センターが連携した学
たし、地域の情報基盤拠点とし 学術情報メディア機構（仮称）設置に向けた検 術情報メディア機構（仮称）
ての機能を担うために、総合情 討を進めた。 の設置に向け、引き続き検討
報処理センターを整備改組し １８年１０月に附属図書館と総合メディア基 する。
て、総合情報メディア基盤セン 盤センターと連携して学術情報リポジトリＷＧ また、２０年４月に宇都宮
ター 仮称 を設置する また を設置した １１月に先行大学である千葉大学 大学学術情報リポジトリを公（ ） 。 、 。 、
学内の学術情報の収集・蓄積・ 広島大学及び岡山大学に出張し、情報収集を行 開する予定である。
流通を高度化するために、本学 った。先行大学での情報収集を基に、学術情報
附属図書館と総合情報メディア リポジトリの構築に向け、外部資金を獲得する
基盤センター（仮称）が連携し ため、国立情報学研究所の「次世代学術コンテ
た学術情報メディア運営機構 ンツ基盤共同構築事業」に応募する準備を行っ
（仮称）を設置する。 た。

（平成19年度の実施状況）【16-1】
学内の学術情報等の収集・蓄積・流通 【16-1】

を高度化するために、附属図書館と総合 Ⅲ １９年１２月３日開催の情報委員会で審議し
メディア基盤センターが連携した学術情 た結果、当面、附属図書館及び総合メディア基
報メディア機構（仮称）の設置に向け、 盤センターともに実質的な連携を着実に積み重
引き続き検討する。 ねていくことを優先し、学術情報メディア機構

（仮称）の設置については、引き続き検討する
こととした。

【16-2】 【16-2】
附属図書館と総合メディア基盤センタ 国立情報学研究所が公募した「平成１９年度

ーの連携のもとに、学内にある教育研究 Ⅲ 次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業委託事
成果物を収集・蓄積し、インターネット 業」に応募し、採択された。１０月にその費用
上で学内外に発信するため、機関リポジ でリポジトリ用サーバ及びDSpaceソフトを導入
トリの構築を図る。 した。１２月に開催した情報委員会、企画戦略

会議及び教育研究評議会で宇都宮大学学術情報
リポジトリ構築の趣旨及びコンテンツ掲載につ
いて、協力依頼した。さらに各学部教授会に出
向いて利用説明を行った。登録済み論文数は約
６００タイトルである。

（平成16～18年度の実施状況概略）【17】
本学の国際交流活動において 国際交流業務は、新たに設置した社会連携推 引き続き留学生センターの

３つの柱になる、学生の国際交 進機構の下にある国際交流推進本部と学術国際 機能を充実し、留学生教育を
流、教育研究の国際交流及び国 委員会が行い、留学生センターは、本来の任務 一層強化・推進する。
際協力プロジェクトへの参画を Ⅲ を全うするための見直しについて検討した。
総合的かつ効果的に推進するた
めに、留学生センターを整備改
組して、国際交流センター（仮

（平成19年度の実施状況）称）の設置に努める。 【17-1】
留学生センターの機能を充実し、留学 【17-1】

生教育を一層強化・推進する。 Ⅲ 「新たな留学生センターの任務及び体制につ
いて」を取り纏め１２月の教育研究評議会に報
告した。また、留学生センターでは、中級日本
語短期留学プログラムの２０年度実施を決定
、 、 。し その授業科目 時間割等について検討した

【17-2】 【17-2】
国際交流事業を一層推進するために国 Ⅲ 企画戦略会議及び教育研究評議会の議を経

際交流推進本部の設置を検討する。 て、５月１６日付けで国際交流推進本部を設置
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した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【18】
２１世紀のバイオテクノロジ 遺伝子実験施設及び農学部において、それぞ ［２０年度］

ーを担う人材を育成し、遺伝子 れの委員会で検討を重ね、バイオサイエンス教 バイオサイエンス教育研究
資源の標本の収集、遺伝子関連 育研究センター（仮称）の設置に向け具体的な センターにおいては、バイオ
の研究及び啓蒙活動を一層推進 Ⅲ 原案を作成した。 サイエンスの先端的研究、バ
するために、遺伝子実験施設、 イオテクノロジーの啓発及び
RI実験室、動物実験室及び環境 人材育成を推進する。
調節実験棟をバイオサイエンス
教育研究センター（仮称）とし ［２１年度］
て統合・整備する。 【18】 ２０年度計画を継続して推（平成19年度の実施状況）

遺伝子実験施設は、より一層地域に貢 【18】 進する。
献する体制へと充実させるために、バイ Ⅲ 遺伝子実験施設は、より一層地域に貢献する また、統合・整備に伴う課
オサイエンス教育研究センター（仮称） 体制を充実させるため、ＲＩ実験室、動物実験 題について検討する。
として統合する。 室、環境調節実験棟を統合し、バイオサイエン

ス教育研究センターを３月２５日に設置した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【19】
産学官共同研究開発の一層の 産学官共同研究開発の一層の推進、地域連携 特になし。

推進、地域連携の強化、起業化 の強化、起業化促進、ベンチャーマインドをも
促進、ベンチャーマインドをも った人材の育成、知的財産の創出と確保及び管
った人材の育成、知的財産の創 Ⅳ 理運営の強化等を図るために、１６年４月に機
出と確保及び管理運営の強化等 器分析センター、ベンチャー・ビジネス・ラボ
を図るために、機器分析センタ ラトリーと地域共同研究センターを統合して地
ー、ベンチャー・ビジネス・ラ 域共生研究開発センターに改組した。さらに、
ボラトリーと地域共同研究セン １８年４月に「産学官連携・知的財産本部」を
ターを統合して地域創造開発研 設置し、産学官共同研究開発の一層の推進、地
究センター（仮称）として再編 域との連携を強化するとともに、本学の研究成
する。 果の起業化を促進、ベンチャーマインドをもっ

た人材の育成、知的財産の創出と確保及び管理
運営の強化等を図った。

（平成19年度の実施状況）【19】
Ⅳ 「産学官連携・知的財産本部」の機能を強化１８年度に実施済みのため、１９年度

するため、産学地域連携課の分室を陽東キャン計画なし（中期計画達成済み）
パスの地域共生研究開発センター、知的財産セ
ンターの建物内に設置（4月）し、担当職員を
常駐させることで強化を図った。

また、知財専任職員を採用し、本部機能の強
化を図るとともに、先行特許サーチ補助など教
員の知財活動支援を開始した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【20】
社会や時代の新しい要請に応 社会や時代の新しい要請に応えるため、１８ ［２０年度］

えられるように、野生植物科学 年６月に「野生植物科学研究センター」を「雑 雑草科学研究センターの組
研究センターの研究組織と機能 草科学研究センター」に改組し、研究部を植生 織改組の主旨に基づき、我国
の充実を図る。 Ⅲ マネジメント部門、植物応答解析部門、情報解 における雑草科学研究の拠点

析部門として機能の充実を図った。 形成の一環として、研究基盤
、 、整備 および社会貢献に努め

。特徴ある研究を更に推進する
（平成19年度の実施状況）【20】

昨年度実施した雑草科学研究センター 【20】
への組織改組の主旨に基づき、我国にお Ⅲ 我が国における雑草科学研究の拠点形成の一
ける雑草科学研究の拠点形成の一環とし 環として、透明性ある組織管理運営、社会貢献
て、組織管理運営の透明性、研究基盤整 の拡大を推進するため、教員補充及びポストド
備、および社会貢献に努め、特徴ある研 クター採用に努め、３名を採用した。教員補充
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究を更に推進する。 については次年度以降に持ち越した。

なお、ポストドクターについては成果発表会
を公開で開催した。また、４月の学会開催に向
けて準備を進めている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【21】
農学研究科における博士課程 連合農学研究科の３大学連携ワーキンググル 農学研究科における博士課

は、計画期間中も引き続き東京 ープを立ち上げ「教育・研究における３大学の 程の将来計画について引き続
農工大学大学院連合農学研究科 共同戦略」の提案とその実行のための検討を行 き検討する。また、連携の具
を構成するが、その後の将来計 Ⅲ った。また、３専攻から５専攻に改組を行い、 体的な事業についても引き続
画については、計画期間中に検 専攻の教育目的の明確化を図った。各新大講座 き検討する。
討する。 ではセミナーを開催し、教員及び学生が一同に

会して、学生の中間発表等を行い、三大学によ
る指導体制を強化している。

（平成19年度の実施状況）【21】
農学研究科（博士課程）は、東京農工 【21】

大学大学院連合農学研究科を維持し、高 Ⅲ 課程制へ移行し、教育プログラム及び研究指
度専門職業人や研究者の育成を行う。新 導の実施により、体系的なカリキュラムのもと
時代の大学院教育として多様な講義を受 で、高度な専門的知見を有する研究者・技術者
けることのできる課程制に移行するとと を養成している。また、３専攻から５専攻に改
もに３専攻から５専攻に改組し、単位制 組し、単位制により教育プログラムに基づく研
を導入する。三大学連携等の質的発展、 究指導を計画的、段階的に進めている。
向上に資する具体策は引き続き検討す なお、３大学連携ワーキンググループから答
る。 申のあった連携の具体的な事業は引き続き検討

中である。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

① 戦略的な人的資源の活用に関する基本方針中
・全学的視点に立った人事の運用を目指す。期

② 人事評価のシステムの整備・活用に関する基本方針目
・教員の選考の基本指針、個人評価指針に基づき、適切な人的資源の活用を図る。標

③ 柔軟で多様な人事制度の構築に関する基本方針
・非公務員型の自由度を生かした柔軟な人事システムを構築し、多様な業務に即応できる効率的・効果的な人材配置を行う。

④ 事務職員等の採用・養成に関する基本方針
・事務職員等については、広く多様な人材を確保し、職種に応じた適切な研修を行い、適正な配置に努める。

⑤ 総人件費改革の実行計画に関する基本方針
・ 行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。「 」

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）３ 教職員の人事の適正化に関
学長のもとに人件費の管理・活用等の基本的 任用計画に基づき，平成２０する目標を達成するための措

事項を検討するため、人件費管理に関する検討 年度は対１７年度人件費△３置
会を設置し、中期計画期間中の人件費見込額を ％、平成２１年度は対１７年①戦略的な人的資源の活用に関

。する具体的方策 Ⅲ 算出した。 度人件費△４％を目標とする
【22】 教員の人事管理については、企画戦略会議に

学長のもとに人事に関する検 おいて、社会のニーズや大学改革を戦略的に進
討組織を設置し、人員及び人件 めるため必要な定員を確保し、重点配分するた
費を中長期的に管理する方針を め、全学共用定員を２１年度までの間に拠出す
検討する。 ることを決定した。

また、総人件費改革への対応に必要な今次中
期計画期間中の人件費削減計画について、基本
計画を定め、全学の削減計画をとりまとめた。

（平成19年度の実施状況）【22】
総人件費改革に基づき本学で設定した 【22】

人員及び人件費削減に係る具体的年度計 Ⅲ 総人件費改革に基づき、今次中期計画期間中
画を着実に実施する。 における本学の人員及び人件費削減計画に沿っ

て、１９年度分を計画どおり着実に実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【23】
教員人事を円滑で適正に進め 人事調整会議において、これまでの教員人事 １９年度に実施した教員評

るため、人事調整会議を置き、 の基本的な方針に加え 教員に関する任用計画 価について、２１年度の教員、 、
任用計画、採用、昇任、人事評 採用、昇任について 「教員選考の基本指針」 評価に向けて２０年度に自己、
価の基本方針について検討を進 Ⅲ を策定した。 点検を行なう。
める。 １９年４月からの教員の新職階制度に関する

確認並びに関係規程等を整備し、一元的に人的
資源の活用方策等を検討・整備した。

さらに、教員人事評価については、１８年４
月１日に、教員評価指針及びその指針に基づく
教員評価実施要領を制定・実施した。

（平成19年度の実施状況）【23】
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人事調整会議において、教員に関する 【23】

任用計画、選考の基本指針に則った適正 Ⅲ １８年度に策定した「教員選考の基本方針」
な教員人事を引き続き実行する。 に則り、人事調整会議において、教員に関する

任用計画等を引き続き適正に実行した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【24】
教育研究面における個性化を 国際学部では、留学生センター教員との共同 農学部では、那須烏山市、

推進するために、教育研究プロ で学内重点プロジェクト「外国籍の子供たちの 茂木町等の協力を得て里山の
ジェクトごとに適切な教員を配 教育生活環境をめぐる問題」を推進し、研究成 調査研究を行う。また、新規
置し、組織の柔軟性及び教員の Ⅲ 果を学外公開シンポジウムで報告するととも 講座を開講し地元高校生にも
流動性を高める。 に、県内外の関連団体とのネットワークづくり 開放し、里山への理解促進を

を行った。 進める。
教育学部では、学部の改革について、学部横

断的な教育研究プロジェクトである「教育学部
改革構想プロジェクトチ－ム」を設置し検討し
た。

（平成19年度の実施状況）【24】
本学をとりまく社会環境並びに時代の 【24】

要請に配慮しながら、人的資源の有効な Ⅲ 国際学部では、宇都宮大学重点推進研究の研
、 、 、活用と教育、研究及び社会貢献の一層の 究として 教育学部教員 留学生センター教員

充実を図るため、学部・研究科を越える 県内拠点校の外国人子弟教育の参加を実現し
研究組織と教育組織のあり方を引き続き た。また、同窓会の寄付により、新たにポルト
検討する。 ガル語の授業を開設したほか、企業の支援によ

り元ネパール大使に授業の担当を依頼し実施し
た。

農学部では、学部横断的な教育研究プロジェ
クトである「那珂川流域圏里山科学研究プロジ
ェクト」を発足し、国際連合大学高等研究所と
「里山」に関する学術交流協定を結んだ。

（平成16～18年度の実施状況概略）②人事評価システムの整備・活
１７年度に「大学評価規程 「教員評価規 １９年度に実施した教員評用に関する具体的方策 」、

【25】 程 「教員評価実施要領 「教員評価委員会 価について、２１年度の教員」、 」、
教員の評価指針・実施規則等 規程」を制定し、１８年度に教員評価の試行を 評価に向けて２０年度に自己

を整備し、教員の評価を職種に Ⅲ 行った。また、１９年度の本実施に向け、全学 点検を行なう。
応じて一定の年限ごとに行う評 教員評価委員会において、評価項目・評価基準
価システムを確立して教育研究 ・評価方法等の改善・変更すべき点及び各学部
の質の改善と活性化に努める。 間の調整等を検討した。

（平成19年度の実施状況）【25】
１８年度に実施した教員評価の試行結 【25】

果を踏まえ、教員評価を実施する。 Ⅲ 各教員から学部長に「教員自己評価書」が提
出され、学部教員評価委員会を経て学部長から
「平成１９年度教員評価結果報告書」が学長に
提出された。

（平成16～18年度の実施状況概略）【26】
教員の教育研究及び運営等の 教員評価指針及びその指針に基づく教員評価 教員評価の試行結果を踏ま

活動業績が昇任等の処遇に適切 実施要領を制定し、対象領域として「教育 、 え、教員の人事評価の基本方」
に反映する人事評価制度を計画 「研究 「組織運営 「社会貢献」の４領域 針を策定する。その基本方針」、 」、
期間内に構築し、実施する。 Ⅲ を設定した。 に則った教員の教育研究等の

１８年度には、教員評価にかかる他大学の情 実績が処遇に適切に反映する
報を収集し、人事調整会議において、教員の人 仕組みを検討する。
事評価のあり方（基本方針）を検討するため、
試行評価の終了時（１９年５月）において、再
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検討し、教員の処遇に適切に反映する人事評価
の仕組みについての検討を開始することとし
た。

（平成19年度の実施状況）【26】
人事調整会議において、教員評価の試 【26】

行結果を踏まえ、教員の人事評価の基本 Ⅲ 人事調整会議において、教員評価の試行結果
方針を策定する。また、企画戦略会議に に基づき、教員の教育研究等の成果が処遇等に
おいて、その基本方針に則り、教員の教 適切に反映する仕組みを含めて、教員の人事評
育研究等の成果が処遇に適切に反映する 価に関する基本方針について検討を行った。
仕組みの検討に着手する。

（平成16～18年度の実施状況概略）【27】
職員の適切な個人評価システ 職員評価については、民間手法も参考にし、 事務職員等の勤務評価につ

ムを検討し、資質や実績に応じ 職員からの意見等を十分反映しつつ、本学独自 いて、引き続き改善を図る。
た効果的な配置に努める。 の事務職員等勤務評価規程及び平成１８年度実

Ⅲ 施要領を制定した。また、新評価制度への移行
に先立ち、課長補佐相当職以上を対象とした評
価者研修会を実施した。

１８年６月に、事務職員等勤務評価規程を制
、 、定し ７月から６月間を試行期間として実施し

「人事制度改革に関する事務タスクフォース」
１８年９月設置 において 勤務評価制度 特（ ） 、 （

に目標管理制度について）の中間レビュー（一
部部署）を１０月に実施し、その結果を踏まえ
た評価制度の改善点等を同年１２月に報告案を
とりまとめた。試行勤務評価を１９年１月に実
施し、その結果を踏まえ、タスクフォースの最
終報告書をとりまとめ、１９年度においては更
に改良した試行勤務評価制度を実施することと
した。

（平成19年度の実施状況）【27】
事務職員等の新たな勤務評価制度を引 【27】

き続き実施し、その評価結果を判断材料 Ⅲ 事務職員等の新たな勤務評価として、目標管
のひとつとして、昇給等の処遇に反映さ 理制と人事考課制の相互関係を明らかにし、こ
せる。また、より適切な勤務評価制度と れまでの部下評価のほか、被評価者による自己
なるよう、評価終了時においてレビュー 評価、同僚評価、上司評価を行い、処遇等へ反
を実施するなど、ＰＤＳサイクルを確保 映すべく３６０度評価を目指した勤務評価を試
し、不断の改善を図る。 行した。今後、ＰＤＳサイクルにより、更に改

善を図ることとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）③柔軟で多様な人事制度の構築
各部署における業務の繁閑状況に関する情報 柔軟で多様な人事制度につに関する具体的方策

【28】 を収集するとともに、教員も含めた労働時間等 いて、引き続き実施する。
教職員の変形労働制、裁量労 に関するアンケート調査を１８年９月に実施

働制等を検討する委員会を設置 Ⅲ し、大学入試センター試験実施時期より 教員、
し 実施状況等を点検・評価し を除く全ての職員において、１ヶ月間を基本と、 、
必要に応じて見直す。 した変形労働制を導入した。

また、多様な資金により必要な人材を確保す
るため、外部資金等により措置された特定のプ
ロジェクト等において教育研究に従事する者を
「特任教員」として雇用する制度を導入したこ
とに伴い、柔軟で多様な人事制度として、１９
年４月１日からは、事務職員及び技術職員につ
いても同様の目的から特任制度を導入すること
とした。

宇都宮大学
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（平成19年度の実施状況）【28】
１８年度に導入した特任教員制度に加 【28】

え、特任事務・技術職員制度を設け、多 Ⅲ １８年度に導入した特任教員制度に加え、平
様な資金により必要な人材を確保する。 成１９年度から特任事務・技術職員制度を設
また、事務職員等について、業務の繁閑 け、多様な資金により必要な人材を確保するた
等に応じた弾力的な労働時間制を必要に め、オプティクス教育研究センターに特任事務
応じて導入する。 職員１名を採用した。また、これまで大学入試

センター試験業務において変形労働時間制を導
入していたが、課外活動担当教員について労働
時間を弾力的に運用できるように変形労働時間
制を導入した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【29】
社会の第一線で活躍している 社会の第一線で活躍している人材を積極的に 社会の第一線で活躍してい

人材及び大学教職員の退職者を 活用するため、野村證券株式会社、オフィスＹ る人材及び大学教職員の退職
教育研究及び社会貢献等に活用 ＆Ｋ、春秋ビジネス株式会社、ラポールグルー 者を教育研究及び社会貢献等
できる柔軟な人材登用制度を新 Ⅲ プとの業務委託契約により、冠講座としての授 にさらに活用する。
たに構築し、社会の人材を積極 業（科目名：資本市場の役割と証券投資、自己 また、新たな授業科目「実
的に活用する。 実現論等１２科目）を開講した。また、報酬を 践・宇都宮のまちづくり」を

受けないで教育研究活動等を行うための宇都宮 開設する。
大学支援人材バンク登録者（１２名）のうち３
名を非常勤講師として任用した。

（平成19年度の実施状況）【29】
社会の第一線で活躍している人材及び 【29】

大学教職員の退職者を教育研究及び社会 Ⅲ 本学を退職した教職員が、報酬を受けないで
貢献等に引き続き活用する。 教育研究活動等を行うための宇都宮大学支援人

材バンクに２４名が登録し、６名を非常勤講師
として任用したほか、引き続き学外者等の協力
を得て、１１授業科目を開設した。

また、より一層の充実に向けて、新たな授業
科目「実践・宇都宮のまちづくり」を宇都宮市
の協力を得て準備・検討を行い、２０年度に開
講することとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【30】
産学官連携の推進や地域社会 １６年度に教職員を構成員とする利益相反ポ １８年度に取りまとめた兼

への貢献等に資する観点から、 リシー検討ワーキンググループにおいて、兼業 職に係る取扱について、引き
規程等を整備し、大学運営に支 実績調査を行い、その結果、土・日、祝祭日及 続き適正に運用されているか
障のない範囲において、教職員 Ⅲ び勤務時間外は兼業時間の上限（１２０時間） 確認し、制度の定着を図る。
の兼職を広く認める。 に算入しないことを明確に規定化したほか、非

常勤講師従事時間数の減少を図った。
１８年度には、本学における兼業の実態把握

の結果及び他大学の情報、並びに１７年度に取
り決めた兼業制限時間数（１２０時間）等の取
り扱いを再度整理し、引き続き役員連絡会等に
おいて、所要の見直しを行った。

（平成19年度の実施状況）【30】
１８年度に取りまとめた兼職に係る取 【30】

扱について、適正に運用されているかフ Ⅲ 人事調整会議において、本学における兼業の
ォローアップを行い 制度の定着を図る 実態把握の結果及び兼業制限時間数（１２０時、 。

間）等の取り扱いに基づき、兼業・兼職につい
て検討を行い、さらに所要の見直しを図ること
とした。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【31】
教員選考の基本指針及び教員 人事調整会議で、教員の選考は公募による採 特になし。

の選考基準の規程に基づき、教 用を基本原則とし、全学的視点で検討及び手続
員選考に関しては、原則公募制 きの確認を実施しており、１６年度は１３名、
を一層推進する。 Ⅳ １７年度は８名の教員を公募により採用した。

（平成19年度の実施状況）【31】
１８年度に実施済みのため、１９年度

計画なし（中期計画達成済み）

（平成16～18年度の実施状況概略）【32】
教員の資質向上及び教育研究 教員の資質向上及び教育研究活動の活性化、 教員の資質向上及び教育研

の活性化を目的として、任期制 大学改革等への対応に必要となる戦略的な人材 究の活性化に引き続き努める
及び有期労働契約制度の効果的 を活用するため、任期法に基づく教員５人、新 とともに、大学改革など戦略
な活用を図る。 Ⅲ 労基法に基づく有期労働契約１５人採用した。 的な人的資源の一層の活用を

新たに策定した「教員選考の基本方針」に基 目的とした任期制及び有期労
づき、人事調整会議において、引き続き弾力的 働契約制度の効果的な活用を
な雇用方式による活性化に努めることとした。 図る。

（平成19年度の実施状況）【32】
教員の新職階制度の導入に伴い、教員 【32】

の資質向上及び教育研究の活性化に努め Ⅲ 人事調整会議において、昨年度策定した「教
るとともに、大学改革など戦略的な人的 員選考の基本方針」に基づき、教員の資質向上
資源の一層の活用を目的とした任期制及 及び教育研究活動の活性化、大学改革等への対
び有期労働契約制度の効果的な活用を引 応に必要となる戦略的な人材を活用するため、
き続き図る。 任期法に基づく教員、労基法に基づく有期労働

契約を採用し、引き続き弾力的な雇用方式によ
る活性化に努めることとしている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【33】
男女共同参画社会基本法に配 男女共同参画社会基本法に配慮し、セクシュ 平成１８年度に学内に誘致

慮して職場環境を整備し、計画 アルハラスメント、パワーハラスメント等の防 した保育園と連携を深め、有
期間中に女性教員の増加に努め 止対策において、パンフレット作成、相談体制 効活用するとともに、男女共

、る。 Ⅲ の充実を図り、職場環境の充実に努めた。職場 同参画社会基本法に配慮して
と家庭の両立支援の観点から 「宇都宮大学次 教職員が産休や育児休業等を、
世代育成支援行動計画」を策定し、その目標の 取得しやすくするための職場

。一つとして「ノー残業デー」を週１回以上実施 環境の保持に引き続き努める
した。

また、学内に保育園を誘致し、子育てと就業
が両立しやすい環境作りを行い、男女共同参画
社会の実質化に努めたほか、教職員が産休や育
児休業等を取得しやすい職場環境を更に充実さ
せるために、教員を含めた労働時間等に関する
アンケート調査を１８年９月に実施し、柔軟化
の促進に努めた。

また、１８年１１月に学内に誘致し開園した
社会福祉法人峰陽会が設置する「宇都宮大学ま
なびの森保育園」には、本学教職員及び留学生
の子女が通園している。

（平成19年度の実施状況）【33】
１８年度に学内に誘致した保育園を有 【33】

効活用するとともに、男女共同参画社会 Ⅲ １８年度に学内に誘致し開園した社会福祉法
基本法に配慮して、教職員が産休や育児 人峰陽会「宇都宮大学まなびの森保育園」に本
休業等を取得しやすくするための職場環 学の教職員及び留学生の子女が通園している
境の保持に引き続き努める。 が、今後さらに連携を深めるために、包括的な

協定を結ぶこととした。

宇都宮大学
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また、男女共同参画社会基本法に配慮し、特

に、教職員が産休や育児休業等を取得しやすい
職場環境の充実に努めるため、産休や育児休業
等を取得した職員の代替を置き、取得しやすい
環境を確保した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【34】
すぐれた教員を確保するため 外国からも応募しやすい環境を整えるため、 書面、ホームページによる

に、外国からも応募しやすい環 本学英文ホームページに公募要領を掲載した。 公募の他、ウェブサイトへの
境を整え、外国への公募を強化 また、教育研究面での国際化に対応した外国人 研究者データベースの掲載を
し、教育研究面での国際化に対 Ⅲ 教員の採用に努めるため、人事調整会議におい 引き続き行う。
応した外国人教員の増加に努め て、これまでの教員人事の方針に加え 「教員、
る。 選考の基本指針」を策定した。

（平成19年度の実施状況）【34】
教員の新職階制度の導入に伴い、教員 【34】

選考の基本指針に則り 国内外を問わず Ⅲ １８年度に策定した「教員選考の基本方針」、 、
優れた教員の採用に引き続き努める。 に則り、教育研究面での国際化に対応した外国

人教員の増加を図るため、国内外を問わず、外
国からも応募しやすい環境を整え、本学英文ホ
ームページに公募要領を掲載し、国際学部にお
いて１名の外国人の教員を採用した。

（平成16～18年度の実施状況概略）④事務職員等の採用・養成に関
事務職員等の職務内容の複雑化・高度化に伴 事務職員等の採用に際してする具体的方策

【35】 い、職員採用試験では適任者を得ることができ は、広く人材を募集し、職種
事務職員等の採用に当たって ない特別な経験、知識等を必要とする職種につ に応じ、柔軟かつ公正な採用

は、広く人材を募集し、職種に Ⅲ いて、広く人材を募集し採用した 「事務職員 方針により、有能な人材の確。
、応じ、柔軟かつ公正な採用方針 人材育成ビジョン」にある研修、職場問題、人 保に引き続き努めるとともに

により、有能な人材の確保に努 事制度の三位一体の取組を促進するため 「人 事務職員等の養成については、
める。また、実践的研修、専門 事制度改革に関する事務タスクフォース」を設 「人材育成ビジョン」にある
的研修を計画的に実施し、資質 置し、複線型人事制度等について検討した。 研修、職場環境、人事制度の
や専門性の向上を図る。 また、障害者雇用について「宇都宮大学にお 有機的連携による取組をさら

ける障害を有する教職員の支援に関する基本方 に推進する。
針」を１８年１１月１５日に制定し、この方針
の理念に基づき、障害者雇用のための職域拡大
を積極的に行った。

（平成19年度の実施状況）【35】
事務職員等の採用に当たっては、広く 【35】

人材を募集し、職種に応じ、柔軟かつ公 Ⅲ 法人化後の職務内容の複雑化・高度化に伴
正な採用方針により、有能な人材の確保 い、職員採用試験では必ずしも適任者を得るこ
に引き続き努める。また、事務職員等の とができない特別の経験、知識等を必要とする
養成について 「人材育成ビジョン」に 部署については、優秀な人材を配置するため、、
ある研修、職場環境、人事制度の有機的 学外から広報の専門家を１名登用することとし
連携による取り組みを引き続き推進す た。また、学内の非常勤職員を対象に学内公募
る。 を行い、１名を採用した。

事務職員の養成にあっては 「事務職員の人、
材育成ビジョン」にある研修、職場環境、人事
制度の有機的連携による取組を行い、特に１９
年度に初めて実施したマネジメント研修、フォ
ローアップ研修では今後への成果が期待できる
研修となった。

また、１８年度に策定した「宇都宮大学にお
ける障害を有する教職員の支援に関する基本方
針」に基づき、附属図書館及び特別支援学校に
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おいて、障害者雇用を行うこととし、障害者雇
用のための職域をさらに拡大することとした。

（平成16～18年度の実施状況概略）⑤総人件費改革の実行計画に関
総人件費改革への対応のための今次中期計画 ２０年度も任用計画に基づする具体的方策

【36】 期間中の人件費削減計画を策定し、人事院勧告 き、対１７年度人件費△３％
総人件費改革の実行計画を踏 を踏まえた俸給の見直し及び大学院調整額等の を目標とする。

まえ、２１年度までに概ね４％ Ⅲ 見直しにより、１８年度において、前年度人件
。 、の人件費の削減を図る。 費予算額から概ね１％の削減を達成した また

管理職手当の見直し等を含めた１９年度給与制
度を確立した。

（平成19年度の実施状況）【36】
「行政改革の重要方針 （平成17年12 【36】」

月24日閣議決定）において示された総人 Ⅳ 総人件費改革に基づき、今次中期計画期間中
件費改革の実行計画及び国家公務員の給 における本学の人員及び人件費削減計画に沿っ
与構造改革等を踏まえ、給与制度等の見 て、１９年度分を計画どおり着実に実施し、対
直しを図ることにより、１７年度人件費 １７年度人件費△２％の目標削減額に対し、△
予算額から概ね２％の削減を図る。 ４.７％の削減が図られた。

ウェイト小計



- 26 -

宇都宮大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

○ 新しい大学運営の在り方にふさわしい事務組織体制を構築する。中
○ 新たな業務に対応した適切な人的、物的配置によって、事務業務の効率化を図る。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定 期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）４ 事務等の効率化・合理化に
１７年４月に 学長室及び学術研究部を新設 引き続き、契約内容の見直関する目標を達成するための 、 、

契約室を経理課に統合し、体制の充実強化を図 しを含め複数年契約の効果と措置
。【37】 った。 効率性を検討することとする

業務の効率化を図るため事務 Ⅲ １８年４月に 大学運営の効率化を図るため １９年度に実施した業務改、 、
組織における業務内容、勤務体 施設課を財務部に統合するとともに、国際交流 善コンサルティング結果を踏
制等の状況を把握し、大学運営 課を学術研究部に移管し、就職支援室を学生生 まえ業務の効率的な見直しを
の進展に応じ、より機能的な組 活課に統合した。 検討する。
織になるよう見直しを図る。 さらに、事務の効率化・合理化及び繁忙・閑 財務会計業務について、引

散期の業務の平準化の観点から、１８年度に事 き続き業務内容の実態を把握
務部においてチーム制の試行的導入を図った。 の上、事務の効率化・簡素化

業務の合理化・効率化を図るため、会計監査 に向け改善を図る。
人以外の監査法人に財務会計業務の分析評価を 地域連携推進本部の機能を
委託したほか、業務分析、事務の見直しを継続 充実させ、自治体との連携強
的に行い、駐車料金の現金収納業務等の外部委 化を図る。また、昨年度に引
託及び役務調達の複数年契約を積極的に進め、 き続き大学地域貢献度ランキ
財務会計業務の改善や、再雇用職員、非常勤職 ング調査のデータ分析及び各
員の活用方策や業務の構造化等について検討を 大学における地域連携事業の
行ったほか、新たに特任事務職員・技術職員制 調査を実施して、地域連携事
度の導入を図った。 業の推進を図る。

企画広報室を設置し、事務
【37-1】 組織の合理化を図る。（平成19年度の実施状況）

各部署における業務の目標管理を設定 【37-1】
する際、外部委託や非常勤職員のあり方 Ⅲ １９年度から各部署において業務の目標管理
など業務処理内容を精査し、より機能的 制を導入するとともに 「人事制度改革に関す、
な組織になるよう見直しを図る。 る事務タスクフォース」で検討した非常勤職員

の活用方策、業務の構造化等を踏まえ、今後、
事務連絡協議会等でさらに検討することとし
た。

また、各種調達契約に際しては、業務の効率
化について検討し、効果が期待できるものから
複数年契約を実施している。２０年度からは新
たに、塵埃物収集請負契約を複数年契約の対象
とした。

【37-2】 【37-2】
全学的チーム制導入の点検評価を行 １８年度に引き続き試行的に導入したチーム

い、事務の効率的な遂行に向けた新たな Ⅲ 制について、２０年３月に自己点検・評価を行
試みを推進する。 い、運営調整会議へ報告した。２０年度の実施
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方針については、１９年度に実施した業務改善
コンサルティング結果を踏まえ、総合的に判断
したうえで決定することとした。

【37-3】 【37-3】
１７年度に実施した第三者（会計監査 Ⅲ 第三者提言による評価・提言について、再度

人以外の監査法人）による評価・提言に 妥当性・実施可能性について検討を行った結
基づき、引き続き実施可能なものから財 果、謝金として処理している継続的な業務補助
務会計業務の改善（簡素合理化）に反映 の扱い及び発注権限の見直しについて、改善を
する。 行うこととした。

【37-4】 【37-4】
大学運営の効率化を図るため社会連携 Ⅲ 社会との連携活動を体系的に取り組む体制と

推進機構(仮称)を設置し、国際交流、地 して 「社会連携推進機構」を立ち上げ、その、
域連携、産学官連携の一体的推進を図る 下に、国際交流推進本部、地域連携推進本部、
とともに学術研究部を拡充改組する。 産学官連携・知的財産本部を設け、これら本部

間の総合的な調整を行い、諸活動の推進を図っ
た。

大学地域貢献度ランキング調査のデータ分析
及び各大学における地域連携事業の調査を実施
した。また、本学の提案により、宇都宮市ＨＰ
へ本学と宇都宮市との連携事業を掲載すること
等、地域連携の更なる推進を図った。

４月には、学術研究部研究協力課の業務を整
、 。理し 産学地域連携課と研究国際課を設置した

併せて、社会連携推進機構及び同機構の下に
置いた推進本部の事務を円滑に行い、学術研究
部の事務を強化するため、学術研究部の拡充改
組を行った。これに伴い、国際交流課が所掌し
ていた留学生業務を学務部学生支援課に移管
し、学生に関する業務を学務部内で一体的に行
うこととした。

（平成16～18年度の実施状況概略）【38】
部局間にわたる新たな課題に 部局間にわたる新たな課題に対応するため、 研究費等を適正に運営及び

対応するため、各部局間の連携 また各部局間の連携を重視するため、情報化プ 管理する組織として１９年度
を重視し、適宜、対応するチー ロジェクト・チーム、学生も含めた広報戦略実 に設置した不正防止計画推進
ムを編成するなど、体制を整備 Ⅲ 施チーム、事務組織の改編のあり方や具体的な 室において、行動規範の策定
する。 経費節減方策を検討するためのワーキンググル 及び効率的な情報提供方策の

ープ、情報基盤構築プロジェクトチーム、危機 検討等を行う。
管理検討ワ－キンググル－プ及び人事制度改革
に関するタスクフォースを編成し、新たな課題
等に臨機に対応した。

（平成19年度の実施状況）【38】
各部局間の連携を重視し、部局間にわ 【38】

たる新たな課題に対応するため、適宜、 Ⅲ 峰地区における環境美化計画及び実施体制等
対応するプロジェクトチームを編成する の案を作成するためのワーキンググループを設
などして、迅速な問題解決を図る。 置し、９月に「峰町団地における環境美化維持

のための申合せ」を制定し環境美化の充実を図
った。また、研究費等を適正に運営及び管理す
る組織として、担当理事及び関係部課長等を構
成員とする不正防止計画推進室を１０月に設置
し 「不正防止計画策定・実施ガイドライン」、
の策定等を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【39】
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職員個々の適性・専門性の向 「事務職員人材育成ビジョン」を策定し、職
上を図る観点から、各種研修、 員個々の適性・専門性の向上を図るため、各種
部門間の異動及び他機関との交 研修、人材の育成、複線型人事制度に関連した
流等を適切に行い、より的確な Ⅲ 人事異動・人事交流の在り方について検討し
人材育成に努める。 た。また、職員個々の適性、専門性、意向等を

踏まえた人事異動を実現した。

（平成19年度の実施状況）【39】
職員個々の適性・専門性の向上を図る 【39】

観点から、部門間の異動及び他機関との Ⅲ 人事課において、職員個々の適性・専門性な
交流等を引き続き適切に行う。 どを把握するため、補佐級以下の職員を対象に

面談を行い、人材の育成、人事交流の在り方に
ついて検討し、職員の適性、専門性、意向等を
踏まえた人事異動を実現した。また、他機関と
の交流も引き続き実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【40】
業務の一層の効率化を図る観 現状の外部委託についての見直しを行うとと 業務の一層の効率化を図る

点から、外部委託の見直しも含 もに、業務の効率化及び合理化を促進する観点 ために、複数年度契約の積極
め、その導入計画を策定し、順 から、個々の業務内容ついて、外部委託の可能 的な導入や業務の平準化を図
次実施する。 Ⅲ 性なども視野に入れ検討を行い、人事及び給与 るために契約時期の見直し等

業務の簡素合理化、人的資源・人件費の適正な について具体的に検討する。
管理を目的として、人事・給与一体型システム 引き続き、費用対効果も勘
を導入した。また、旅費システムを導入し、業 案しつつ、財務会計システム
務改善に資するため、財務会計システムの諸機 の見直しを行う。
能の改善を図ったことにより、業務の効率化及
び事務の省力化が図られている。

（平成19年度の実施状況）【40-1】
給与計算事務を財務部経理課から総務 【40-1】

部人事課に移管するとともに、財務部経 Ⅲ １９年７月から人事・給与一体型システムを
理課給与係を管財係と統合し、経理係に 導入し、給与計算事務を財務部経理課から総務
移行する。 部人事課に移管し、人事・給与計算事務の効率

化・合理化を図るとともに、財務部経理課給与
係と同課管財係を経理係として統合した。

【40-2】 【40-2】
引き続き、財務会計システムの見直し Ⅲ 財務会計システムの見直しを行い 「消費税、

を行い、業務の効率化及び事務の省力化 突合作業の省力化」等を行うことにより、更な
を進める。 る業務の効率化及び事務の省力化が図られるた

め、費用対効果を勘案しながら計画的に行うこ
ととした。

ウェイト小計

ウェイト総計

宇都宮大学
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(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 ○ １８年度には、教員評価に係る検討を開始した。また、職員評価につい
【平成16～18事業年度】 ては、事務職員等勤務評価規程及び平成１８年度実施要領を制定し、７月

① 運営体制の改善 から６月間を試行期間として勤務評価を実施し 「人事制度改革に関する、
○ 栃木県内の４市町と包括協定を締結し、自治体との連携強化を図った。ま タスクフォース」で評価制度の中間レビュー等を取りまとめた。

た、県内各自治体との間で構成する「地域連携協議会」を毎年２回程度開催
し、意見交換を行うとともに、連携事業を実施した。 ○ １８年度には、外部資金等により措置された特定のプロジェクトに必要

１６年度 ６４件、１７年度 ５７件、１８年度 ９１件 な人材を確保するため、特任教員制度を導入した。

○ 外部資金獲得について、１６年４月に学内措置により「地域共同研究セン ○ 社会の第一線で活躍している人材を活用するため、民間企業と業務委託
ター 「機器分析センター 「ＶＢＬ」を発展改組し 「地域共生研究開発 契約を締結し、冠講座としての授業を開講した。また、無報酬で教育研究」、 」、 、
センター」を発足させ、受託研究等の受け入れ体制を強化し 「地域共生研 活動等を行うための宇都宮大学支援人材バンク登録者のうち３名を非常勤、
究開発センター」と１８年４月に設置された「知的財産センター」との連携 講師として任用した。
を中心とした「産学官連携・知的財産本部」を１８年４月に設置し、知的財

、 、産の創出・保護・活用の推進に当たった。 ○ １８年１１月には 子育てと就業・就学が両立しやすい環境を作るため
学内に「宇都宮大学まなびの森保育園」を誘致し開園した。

、 「 」○ １６年４月に 役員組織と事務部門の連結を強化するために 運営連絡会
、 。を、役員組織と各学部長等との連絡調整を密にするため「企画調整会議」を ○ １８年度において 前年度人件費予算額から概ね１％の削減を達成した

設置した。
④ 事務等の効率化・合理化

○ 各種委員会の見直しを行い、１８年４月から２４の全学委員会を１５の委 ○ １７年４月に、学長室及び学術研究部を新設、契約室を経理課に統合し
。 、 、 、員会に整理再編し、併せてワーキンググループやプロジェクトチームを随時 体制の充実強化を図った また １８年４月には 施設課を財務部に統合

設置し、柔軟で機能的な運用を行った。 国際交流課を学術研究部に移管、就職支援室を学生生活課に統合した。
１８年度には、事務の効率化・合理化及び業務の平準化の観点からチー

② 教育研究組織の見直し ム制の試行を実施した。
○ 学長のリーダーシップのもとに、役員と各学部長等の連絡調整を密にしな また、業務の外部委託、役務契約の複数年契約等を積極的に実施した。

がら 「地域共同研究センター 「機器分析センター 「ＶＢＬ」の拡充改、 」、 」、
組を実施し、地域共生研究開発センターを設置した。更に 「野生植物科学 【平成19事業年度】、
研究センター」を「雑草科学研究センター」に拡充改組、産学官連携・知的 ① 運営体制の改善
財産本部等を設置した。 ○ 宇都宮市との間で、本学の提案により 「市内大学との連携まちづくり」、

連携事業を宇都宮市ＨＰへ掲載した。
、「 」 「 」○ １８年７月に 総合情報処理センター を 総合メディア基盤センター

に改組するとともに、１０月に附属図書館と連携して学術リポジトリＷＧを ○ 文科省産学官連携コーディネーター及び大学知的財産管理アドバイザー
設置した。 派遣事業に採択され、コーディネーターの配置、活用を図った。

○ １９年１月に、キャリア教育と進路・就職支援を強化するため「キャリア ○ 企画立案広報機能を強化するため 「学長室」を「企画広報室」に改組、
教育・就職支援センター」を設置した。 し２０年４月に設置することとした。

③ 人事の適正化 ○ 業務改善検討プロジェクトチームを設置し、会議の効率化等についてミ
、 。○ 中期計画期間中の人件費見込額を算出するとともに、社会のニーズや大学 ーティングを実施し 最終とりまとめを２０年４月に実施することとした

改革を戦略的に推進するために必要な定員を重点的に配分する事を目的と
し、全学共用定員を２１年度までに拠出することを決定した。また、人件費 ② 教育研究組織の見直し
削減計画について基本計画を定めた。 ○ １９年４月に、社会や学生のニーズに対応した教育研究組織を構築する
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ため、共通教育の改善と実施推進を担う共通教育センターを設置した。
また、キヤノン（株）の協力を得て、光学の科学や技術に係わる高度技術

者及び研究者の育成、先端的研究領域の創成等を進め、世界の最先端を行く
教育拠点を確立すべくオプティクス教育研究センターを設置した。

○ １９年４月に、国際学部に国際学研究科博士後期課程を設置した。

○ 総合メディア基盤センターと附属図書館が連携し、国立情報学研究所から
「 」採択された 平成１９年度次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業委託事業

を実施した。

○ ２０年３月に 「遺伝子実験施設 「ＲＩ実験室 「動物実験施設 「環、 」、 」、 」、
境調節実験棟」を統合し、バイオサイエンス教育研究センターを設置した。

③ 人事の適正化
○ 教員の人事評価に関する基本方針について検討を実施した。また、職員評

価については、新たな勤務評価として、目標管理制と人事考課制の相互関係
を明らかにし、自己評価、同僚評価、上司評価も試行した。

○ 特任教員制度に加え、特任事務・技術職員制度を導入し、オプティクス教
育研究センターに１名の特任事務職員を採用した。

○ 宇都宮大学支援人材バンク登録者は２４名になり、うち６名を非常勤講師
として任用した。

○ 総人件費改革に基づき着実に実施した結果、対１７年度人件費△２％の目
標削減額に対し、△４.７％の削減が図られた。

④ 事務等の効率化・合理化
○ １９年度に実施した業務改善コンサルティング結果を踏まえ、チーム制を

引き続き試行することとした。

○ 給与システムの導入に伴い、給与計算事務を経理課から人事課に移管し、
経理課給与係と経理課管財係を経理係として統合した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目
標

○ 宇都宮大学における財務内容の改善を促すために、積極的に科学研究費補助金、共同研究、受託研究、その他の外部研究資金の導入を図るとともに、自己収入中
の確保に努める。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）１ 外部研究資金その他の自己
外部資金、特に科学研究費補助金の申請に当 ［２０年度］収入の増加に関する目標を達

たり、各学部にプロジェクト委員を配置し、申 政府・自治体等が公募する成するための措置
【41】 請に際しての指導・助言体制を構築した また 各種競争的資金の公募情報を。 、

科学研究費補助金の申請数を Ⅳ 科学研究費補助金へ申請しない教員の研究費の ＨＰ等にアップし、コーディ
増加させるとともに、共同研究 １０％をカットし、若手研究者への支援を行っ ネータとの連携による農工連
費、受託研究費や奨学寄付金な た。全員申請を原則とした結果、申請率及び採 携を含む研究プロジェクト化
ど、民間からの外部研究資金を 択率の向上が見られた。 を図り、大型外部資金獲得に
積極的に導入する。また、その また、大型外部資金では、科学技術振興調整 向けた体制を整備する。
ために必要な企画・支援体制を 費、グローバルＣＯＥに応募するなど、積極的
整備する。 に取り組んだ。 ［２１年度］

、大型外部資金獲得するため
大学としてのプロジェクト体１ 外部研究資金その他の自己収入の増 （平成19年度の実施状況）

【41-1】 制の確立を図り、学内協力体加に関する目標を達成するための措置
【41-1】 Ⅳ 経済産業省の「次世代ロボット知能化技術開 制を強化・整備する。

国が公募するコーディネータ人材派遣 発プロジェクト」に応募し、最終審査のヒアリ
に積極的に応募し、採択を目指し、コー ングを受けたが不採択となった。今後は 「農 ［２０年度］、
ディネータとの連携による農工連携を含 ・工連携」を強化し、政府・栃木県等が募集す 科学研究費補助金申請に係
む研究プロジェクト化を図り、大型外部 る大型外部資金に、地域共生研究開発センター る指導・助言体制を強化し、
資金獲得に向けた体制を整備する。 及び産学連携コーディネータと連携し、採択を 採択件数の増加に努めるとと

目指すこととした。 もに、採択教員へのインセン
なお、オプティクス教育研究センターにおい ティブを検討する。
、 、て 光技術の総合的推進事業を推進するために

工学部及び農学部教員を含めたプロジェクトを ［２１年度］
設置し、特別教育研究経費の要求を行い予算化 科学研究費補助金の採択率
された。また、オプティクス教育研究センター を高めるための方策を検討す
を中心に農工連携により、２０年度グローバル る。
ＣＯＥに申請した。 引き続き教授会等で科学研

究費補助金の申請及び採択状
【41-2】 【41-2】 況を周知し、採択件数の増加
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科学研究費補助金申請に係る指導・助 Ⅳ 研究企画会議において、科学研究費補助金獲 に努める。

言体制を強化し、採択件数の増加に努め 得向上を図るため、前年度同様「取り組みの基
る。 本方針」を策定し、プロジェクトを組織した。

、 、また ６月に科学研究費補助金制度について
日本学術振興会及び文部科学省から講師を招き
説明会を実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【42】
国、地方自治体等が公募する １８年４月に「産学官連携・知的財産本部」 文科省の産学官連携コーデ

各種の産学官連携等による共同 を設置して、文科省派遣産学官連携コーディネ ィネータの派遣事業に申請す
研究開発事業及び各種財団等の ータによる外部資金の獲得の体制を強化すると る。
補助金制度を活用し、外部研究 Ⅲ ともに、知的財産の保護・活用するために特許
資金の導入を図る。そのために 庁から大学知的財産管理アドバイザーの派遣を ［２０年度］
必要な企画・支援体制を整備す 受け、知的財産の活用等の強化を図った。 国、地方自治体等が公募す
る。 外部資金の獲得については、研究企画会議に る各種の産学官連携等による

おいて公募形式の重点推進研究を立ち上げ、採 共同研究開発事業及び各種財
択した研究プロジェクトの中から大型外部資金 団等の補助金制度の活用によ
の申請を促すこととし、１９年度グローバルＣ る外部研究資金導入を図るた
ＯＥプログラムへの申請に向け、各委員がコー めに、コーディネータ等との
ディネータとなりプロジェクトを結成し申請し 連携を図り、プロジェクトの
た。 結成を進める。

なお、外部資金（共同研究、寄附金及び受託
事業）について、１０％の間接経費制度を導入 ［２１年度］
した。 コーディネータ等との連携

を図り、学内の研究シーズを
【42-1】 発掘し、政府等が公募する各（平成19年度の実施状況）

国、地方自治体等が公募する各種の産 【42-1】 種外部資金の情報に対して、
学官連携等による共同研究開発事業及び Ⅲ 文科省産学官連携コーディネータ及び工業所 応募機会の増加を図る。
各種財団等の補助金制度の活用による外 有権情報・研修館大学知的財産管理アドバイザ

「 」部研究資金導入を図るために、外部資金 ーの派遣（外部資金による派遣）を受けた。 峰が丘地域貢献ファンド
による産学官連携コーディネータの配置 については、引き続き維持・
を目指す。 拡充に努めるとともに、大学

全体の活動に対する新たな支
【42-2】 【42-2】 援基金として創設した「宇都

国、地方自治体等が公募する各種の産 Ⅲ 大型の外部資金獲得のため、研究プロジェク 宮大学基金」について、学内
学官連携等による共同研究開発事業及び トを立ち上げる場合は、アドバイザーとして地 をはじめ、学外の一般企業、
各種財団等の補助金制度の活用による外 域共生研究開発センター及び産学連携コーディ 個人向けに対する募金活動に
部研究資金導入を図るために、プロジェ ネータの協力を得ることとした。今後、重点推 引き続き努める。
クトの結成を進める。 進研究に採択された研究プロジェクトの中か

ら、外部資金獲得に向けた研究課題を厳選し、
研究代表者を中心としたプロジェクト立ち上げ
の検討を行う予定である。

【42-3】 【42-3】
１８年度に創設した「峰が丘地域貢献 Ⅳ 「峰が丘地域貢献ファンド」については、学

ファンド」の規模の維持・拡充に努める 内ＨＰ等に公表し、拡充に取り組んだ結果、１９
とともに 包括的な 宇都宮大学基金 仮 年度においては、新たに１１５百万円の支援を、 「 （
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称 」の創設についての検討を行い、そ 得た。）
の実現に努める。 また 「宇都宮大学基金（仮称 」の創設に、 ）

ついては 「宇大基金設置準備検討会」におい、
て６月に最終報告を取りまとめ、公表した。そ

、 「 」の後 具体的な検討を進めるため 準備委員会
を設置して、２０年３月に「宇都宮大学基金」
を設立し、直ちにＨＰに公表するとともに寄付
の募集を開始した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

○ 管理的経費の抑制を図る。中
○ 非常勤講師の見直しを図る。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）２ 経費の抑制に関する目標を
、達成するための措置 物件費など節減合理化の具体的検討のため検 経費節減への取組について
、【43】 討プロジェクトを設置し、民間・私学等におけ 各部局等が節減目標を策定し

民間の創意工夫を参考にし る経費抑制方法等を調査し、本学独自の「物件 毎年度定期に報告を受けると
て 各種経費等の削減に努める Ⅲ 費の節減合理化基本方針 を策定した その後 ともに、取組状況について全、 。 」 。 、

検証と見直しを継続して行っている。例えば、 学に周知することとし、削減
。大学会館の管理業務等の外部委託及び役務調達 目標６％を目指すこととする

の複数年契約を積極的に進め、毎年、着実に取 また、エコ指導員の活動に
組んでいる。併せて、大学の環境計画に基づく ついては、引き続き現場の状
省エネキャンペーンを実施し、学生・教職員に 況把握に努めるとともに、活
対し、電気使用量等の削減に努めるよう周知徹 動内容を広く学内に周知する
底を図っている。 ことにより、学生を含めた環

境対策への取組と、経費節減
への取組を実施することとす２ 経費の抑制に関する目標を達成する （平成19年度の実施状況）

【43】 る。ための措置
「 」 、【43】 Ⅲ 財務部内に 経費節減検討チーム を設置し

引き続き、さらなる各種経費等の削減 新たな経費節減事項の洗い出し等を行い、１９
に取り組む。 年１１月に取りまとめた。

また、経費節減の事項ごとに主たる担当課を
、 、決め 経費節減の実施状況について取りまとめ

環境対策への取組及び更なる経費節減への取組
、 。について １９年１２月に各部局等へ通知した

また、物品リユース掲示板の構築は、２０年
度中には運用を開始することとした。

なお、具体的な経費削減の取り組みは、ペー
パーレス化の推進と焼却ゴミ・埋め立てゴミと
資源ゴミの分別回収がより徹底されたことによ
り、複写機の保守料が、対前年度で８００千円
の減額、塵埃物収集料は１,５５０千円の減額
となった。

さらに、昨年に引き続き冬季・省エネキャン
ペーンを実施（H19.12～20.3）し、学生・教職
員に対し、電気使用量等の削減に努めるよう周
知徹底を図った。
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（平成16～18年度の実施状況概略）【44】
全学的な管理的経費の分析を 物件費など節減合理化の具体的検討のため検

踏まえて、光熱水料、消耗品費 討プロジェクトを設置し、民間・私学等におけ
などの節減・合理化計画を１６ る経費抑制方法等を調査し、本学独自の「物件

」 。 、年度中に作成し、１７年度から Ⅲ 費の節減合理化基本方針 を策定した その後
着手する。 検証と見直しを継続して行っている。

（平成19年度の実施状況）【44】
１６年度に策定した節減合理化基本方 【44】

（ ） 【 】 （ ）針（節減合理化検討事項）の見直し結果 Ⅲ 中期 年度 計画 43 の 計画の実施状況
を踏まえ、引き続き、光熱水料、消耗品 参照。
費などの管理的経費の節減を図り、全学
的に経費節減を推進する。

（平成16～18年度の実施状況概略）【45】
各教育課程の授業科目を精選 １６年度に策定した「非常勤講師時間数の削 共通教育において授業科目

し、非常勤講師の削減を図る。 減」の基本方針に基づいて、順次削減を行って の精選及び常勤教員授業担当
きた。 推進による非常勤講師時間数

Ⅲ 参考：年度別非常勤講師時間数配分計画 の減を図る。
・１６年度 20,327時間 引き続き、配分計画値を下
・１７年度 17,310時間 回るよう努める。
・１８年度 14,240時間

（平成19年度の実施状況）【45】
「行政改革の重要方針 （平成１７年 【45】」

１２月２４日閣議決定）において示され Ⅲ １９年度は１８年度水準を維持した。２０年
た総人件費改革の趣旨を踏まえ、また、 度は４学部では１８年度水準を維持するが、共
１６～１８年度に実施した本学の非常勤 通教育では、常勤教員授業担当推進により４コ
講師削減計画の実施結果を検証し、非常 マ減とする一方で、退職教員に係わる９コマ増
勤講師の配置の見直しを行う。 を手当することとした。

ウェイト小計

宇都宮大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

○ 土地の有効活用を図る。中
○ 施設の有効活用を図る。期
○ 設備の有効活用を図る。目

標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）３ 資産の運用管理の改善に関
本学の土地や建物等の有効的、効率的活用に 多様な資金を活用した複合する目標を達成するための措

当たっては、環境・施設整備委員会において、 施設の整備（新営）を進める置
【46】 実態を精査の上 基本的方針を構築した また こととし、引き続き、各学部、 。 、

既存の資産については、大学 Ⅲ 職員宿舎の一部を学生寮に使途変更するなど、 等同窓会へ支援を要請する。
全体について総合的・長期的視 有効、効率的な利用を図った。さらに、学生の 「大学博物館のグランドデ
点から、教育研究活動に最も有 生活環境改善の観点から、学生寮の整備拡充計 ザイン」に基づき、旧講堂の
効的・効率的に確保・活用が出 画を策定し、新寮（陽東寮）を自己資金などの 改修整備について改修工事を
来るよう企画・計画し、整備、 多様な資金を活用し建設した。加えて、雷鳴寮 進める。
維持管理に努める。 については、国立大学法人初となる寄宿料収入 一時的な余裕資金について

を償還財源とした長期借入金による改修整備を は、資金運用益の改善に資す
１９年度に実施する。 るため、引き続き、安全かつ

、一方、旧講堂等の改修計画・利活用等につい 効率的な運用を行うとともに
て、各学部等同窓会連絡協議会で意見交換を行 新たな資金運用の改善方策に
い、大学博物館設立準備委員会において本構想 ついて検討を行う。
を策定した。

（平成19年度の実施状況）３ 資産の運用管理の改善に関する目標
【46-1】を達成するための措置

【46-1】 Ⅲ 長期借入金を活用した学生寮（雷鳴寮）の改
長期借入金の対象範囲拡大及び｢国立 修が３月に竣工した。なお、当初の予定どおり

大学等の授業料その他の費用に関する省 競争入札により民間金融機関から長期借入金の
令｣の改正等を踏まえ、多様な資金を活 調達相手先を決定した。
用した学生寮の整備（改修）を進める。

【46-2】 【46-2】
「大学博物館のグランドデザイン」に ５月、９月及び２月に開催した各学部等同窓

基づき、各学部同窓会等の支援を得て旧 Ⅲ 会連絡協議会において「大学博物館グランドデ
講堂の改修整備に着手する。 ザイン」に基づく旧講堂等の改修計画・利活用

等について意見交換を行うとともに、各学部等
同窓会へ支援を要請した。この結果、１９年度
においては約３０百万円の寄付を受け入れ、９
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月に技術提案書の審査を行い設計業者を選定
し、１０月に契約を締結した。

【46-3】 【46-3】
一時的な余裕資金について、資金運用 引き続き、金融機関の格付けや株価の水準等

益の改善に資するため、引き続き、安全 Ⅲ 及び預入先としての安全性を考慮し、さらに、
かつ効率的な運用を行う。 本学の財政状態なども見極めつつ、運用開始時

期の調整(リスク分散)を行い、本学にとって最
も金利が有利となる入札による運用を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【47】
学部・学科を越えた共同利用 研究室等で管理している共同利用可能な機器 ［２０年度］

を促進するための長期計画を作 をリストアップし、ホームページで公開した。 学部・学科等を越えて、長
成し 有効活用に努める また また、公表した利用機器一覧については毎年更 期的に有効な共同利用を促進、 。 、
各種施設の地域開放をより一層 Ⅲ 新を行い、学内共同利用の促進を図るとともに するため、共同利用可能な備
推進する。 地域開放にも貢献している。 品等のリストの更新を行い、

学内イントラネット上等に公
【47】 開する。また、学外共同利用（平成19年度の実施状況）

学部・学科等を越えて、長期的に有効 【47】 可能な機器類について、学外
な共同利用を促進するため、共同利用可 Ⅲ 学内イントラネットに掲載している共同利用 機関との相互利用の促進を図
能な備品等のリストの更新を行い、学内 機器類については、データの更新及び公表を行 る。
イントラネット上等に公開する。また、 い有効利用を図っている。また、化学系研究設
学外共同利用可能な機器類について、学 備有効活用ネットワークに登録しており、全国 ［２１年度］
外機関との相互利用について検討を進め 規模での相互利用による有効利用を図ってい 共同利用可能な備品等のリ

、 、る。 る。 ストについては 毎年更新し
学内イントラネット上等に公
開し、利用促進を図る。

（平成16～18年度の実施状況概略）【48】
、共同利用を積極的に進めるた 施設利用手続きの簡素化とあわせて貸付対象 大学の施設・設備について

めに、関連する学内共同教育研 範囲を拡大した。 地域や民間企業に開放しや
究施設の統合を検討するととも すい貸付条件や貸付対象範囲
に、利用規程等を整備し、設備 【48】 Ⅲ の拡大について引き続き検討（平成19年度の実施状況）

の有効活用に努める。また、民 大学の施設・設備について、地域や民 【48】 する。
間企業等による大学の施設・設 間企業等に開放しやすい貸付条件を引き Ⅲ 大学の施設（グラウンド、体育館等）の利用
備の利用についても積極的に促 続き検討する。また、研究設備について に関する案内を１９年１２月に本学の公式ホー
進する。 は、設備マスタープラン等に基づき、有 ムページに掲載し、学内外に周知を図った。

効活用に努める。 その結果、近隣地域をはじめ、新たに県外か
らも問い合わせがあるなど、一定の効果があっ
た。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 基本方針に基づき実施した。
【平成16～18事業年度】 参考：年度別非常勤講師時間数配分計画

① 外部研究資金その他の自己収入の増加 ・１６年度 20,327時間
○ 科学研究費補助金の申請にあたり、各学部にプロジェクト委員を配置し指 ・１７年度 17,310時間

導助言体制を構築した結果、申請件数、採択率が向上した。 ・１８年度 14,240時間
参考：１６年度 科学研究費補助金申請件数 298件

採択件数 98件 ③ 学生寮の整備
採択額 195,170千円 ○ 本学の土地や建物の有効利用、効率的活用を計るため、環境・整備員会

で基本方針を策定した。
○ １８年４月に「産学官連携・知的財産本部」を設置し、文科省派遣産学官 １６年度には、職員宿舎の一部を学生宿舎に使途変更し有効、効率的な

連携コーディネータによる外部資金の獲得体制を強化するとともに、知的財 利用を図った。
産を保護・活用するため特許庁から大学知的財産管理アドバイザーの派遣を １８年度には、学生寮の整備拡充計画に基づき、新寮(陽東寮)を自己資
受け知的財産の活用等の強化を図った。 金など多様な資金を活用し建設(８０戸)した。

外部資金の獲得につては、科学技術新興調整費、グローバルＣＯＥに応募
するなど、積極的に取り組んだ。 ④ 入札運用改善の取組

○ 金融機関の格付け、株価の水準等、預入先としての安全性を考慮し、ま
○ １８年６月に、本学メインバンク等の支援を受け、一定の地域貢献事業へ た、資金運用益の改善に資するため、運用開始時期の調整(リスク分散)を

参加する学生等に対する助成及び学生奨励金を目的とした「峰が丘地域貢献 行いつつ、本学にとって最も金利が有利となるように入札による運用を導
ファンド」を創設し、その運営益を地域貢献事業へ参加する学生等へ助成及 入した結果、大幅な増収を得た。
び学生奨励金等に充当することとした。 （一般予算資金運用収入 Ｈ１７：１３７千円→Ｈ１８：３,１４３千円）

また 「峰が丘地域貢献ファンド」とは別に、教育研究活動の活性化及び、
教育研究環境並びに学生支援の充実を目的とした 宇都宮大学基金 仮称 【平成19事業年度】「 （ ）」
の創設に向け、検討会を設置し検討を開始した。 ① 外部研究資金その他の自己収入の増加

○ 科学研究費補助金の申請にあたり、各学部にプロジェクト委員を配置し
② 経費抑制の取組 指導助言体制を構築した結果、申請件数、採択率が向上した。

○ 物件費など節減合理化の具体的検討ため検討プロジェクトを設置し 「物 参考：１６年度 科学研究費補助金申請件数 ３１９件、
件費の節減合理化基本方針」を策定するとともに、検証と見直しを継続的に 採択件数 １１５件
実施した。併せて、外部委託業務、役務調達の複数年契約の積極的導入等を 採択額 287,310千円
着実に進めている。

なお、基本方針の推進による節減効果として、１６年度は約１,４００千 ○ 「産学官連携・知的財産本部」に文科省派遣産学官連携コーディネータ
円 附属演習林林道整備を附属演習林職員による直営工事としたことにより ー及び大学知的財産管理アドバイザー派遣事業に採択され、コーディネー、 、
約２,３００千円の節減となった。１７年度は、職員旅費の日当・宿泊料の ター、アドバイザーが配置された。また、県内の商工会議所、商工会の産

。見直し、宿舎維持管理費の見直し、演習林職員の直営工事等により、約 官学連携コーディネーター３名を本学のコーディネーターとして任用した
５,１００千円の節減となった。１８年度は、複写機の設置台数の見直しや 外部資金の獲得につては、科学技術新興調整費、グローバルＣＯＥに応
ペーパーレス化の推進、施設の管理業務の委託、都市ガス供給契約の見直し 募するなど、引き続き積極的に取り組み、１９年４月設置のオプティクス
等を実施した結果、総額１３,６００千円の節減を図った。 教育研究センターにおいて、光技術の総合的推進事業を推進するために、

工学部と農学部教員がプロジェクトを設置するとともに、２０年度グロー
○ 環境対策として、環境報告書の作成とともに、経費節減からも冬季・省エ バルＣＯＥに申請した。

ネキャンペーンの実施、都市ガス供給契約の見直し等を実施し、経費の削減
はもとより地球温暖化防止に寄与した。 ○ 「峰が丘地域貢献ファンド」は、新たに１１５百万円の支援を得たが、

引き続き維持・拡充に努めている。
○ 非常勤講師の削減は、１６年度に策定した「非常勤講師時間数の削減」の ２０年３月には、教育研究活動の活性化及び教育研究環境並びに学生支
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援の充実を目的とした「宇都宮大学基金」を創設した。

② 経費抑制の取組
、 、○ １９年度には １６年度に策定した節減合理化基本方針の見直しを実施し

新たな経費節減事項の洗い出し等を行うとともに、ゴミの分別回収及びペー
パーレス化の推進により、複写機保守料は対前年度８００千円の減額、塵埃
物収集料は、対前年度１,５５０千円の節減となった。

○ 環境対策として、環境報告書の作成とともに、経費節減からも冬季・省エ
ネキャンペーンを実施し、学生・教職員に電気使用量の削減について周知徹
底を図った。

○ 非常勤講師の削減は、１６年度に策定した「非常勤講師時間数の削減」の
基本方針に基づき実施した。なお、１９年度は１８年度非常勤講師時間数配
分計画を維持した。

③ 学生寮の整備
○ １８年度には、学生寮の整備拡充計画に基づき、新寮(陽東寮)を自己資金

など多様な資金を活用し建設(８０戸)するとともに、雷鳴寮についても、寄
宿寮収入を償還財源とする長期借入金を競争入札により民間金融機関から借
り入れ改修が終了した。

④ 入札運用改善の取組
、 、 、 、○ 金融機関の格付け 株価の水準等 預入先としての安全性を考慮し また

資金運用益の改善に資するため、運用開始時期の調整(リスク分散)を行いつ
つ、本学にとって最も金利が有利となるように入札による運用を図った。

（ ）一般予算資金運用収入 Ｈ１８：３,６８３千円→Ｈ１９：７,５０５千円
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

① 評価の充実に関する目標

○ 本学の諸活動全般にわたり自己点検・評価を行い、大学運営の改善に反映させる。中
○ 点検・評価組織を充実させ、大学運営の改善に反映させる。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）１ 評価の充実に関する目標を
１８年６月に、事務職員等勤務評価規程を制 １９年度に実施した教員評達成するための措置

【49】 定し ７月から６月間を試行期間として実施し 価について、２１年度の教員、 、
学長のもとに点検・評価会議 「人事制度改革に関する事務タスクフォース」 評価に向けて２０年度に自己

を置き、本学の教育研究の水準 Ⅲ １８年９月設置 において 勤務評価制度 特 点検を行なう。（ ） 、 （
の向上と環境の改善を図るため に目標管理制度について）の中間レビュー（一 農学部では 「大学評価規、
自己点検・評価を行い、魅力的 部部署）を１０月に実施し、その結果を踏まえ 程」等に基づき教員評価を行
で活力に富んだ大学づくりに資 た評価制度の改善点等を同年１２月に報告案を い、教員の評価方針、評基準
する。 とりまとめた。試行勤務評価を１９年１月に実 等の検討も継続して行う。

施し、その結果を踏まえ、タスクフォースの最
終報告書をとりまとめ、１９年度においては更
に改良した試行勤務評価制度を実施することと
した。

（平成19年度の実施状況）１ 評価の充実に関する目標を達成する
【49-1】ための措置

【49-1】 Ⅲ 各教員から学部長に「教員自己評価書」が提
教員の大学運営業務に対する貢献を適 出され、学部教員評価委員会を経て学部長から

切に評価するため教員評価を実施する。 「平成１９年度教員評価結果報告書」が学長に
提出された。

【49-2】 【49-2】
事務職員等の新たな勤務評価制度を引 Ⅲ 【27】と同じ

き続き実施し、その評価結果を判断材料
のひとつとして、昇給等の処遇に反映さ
せる。また、より適切な勤務評価制度と
なるよう、評価終了時においてレビュー
を実施するなど、ＰＤＳサイクルを確保
し、不断の改善を図る。

（平成16～18年度の実施状況概略）【50】
担当理事のもとに、情報委員 情報委員会の再編を行い、教育・研究・社会 宇都宮大学情報データベー

会を組織（再編成）し、教育・ 貢献・国際交流等に関する本学諸活動の情報を スの更なる構築推進を図る。
研究・社会貢献・国際交流等に 網羅的にかつ迅速に集積し、それらの情報を利
関する諸活動の情報を網羅的 Ⅲ 活用する大学情報管理の基盤整備を実施するた
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に、かつ迅速に収集し、整理・ めプロジェクトを設置し、情報共有利活用シス
蓄積するシステムを構築する。 テムとして「大学情報基盤構築計画」における
また、それらの情報をもとに、 「宇都宮大学情報データベース」の構築を開始
点検・評価会議において、厳正 した。構築は、教員情報のテキストデータ、教
な点検・評価を継続的に実施す 員情報のドキュメントデータ、組織情報のテキ
る。 ストデータ、組織情報のドキュメントデータの

４つのブロックに分けて進めており、教員情報
のテキストデータのブロックについては、これ
を集積する「教員基礎情報データベース」を構
築し稼動を開始している。

（平成19年度の実施状況）【50】
学内諸活動の情報の収集・整理・利活 【50】

用を目的として構築中の宇都宮大学情報 Ⅲ 宇都宮大学情報データベースを構成する４つ
データベースの更なる構築推進を図る。 のブロックのうち、教員情報のテキストデータ

については情報集積が継続されている。組織情
報のドキュメントデータについては認証評価及
び法人評価に資する情報について、ドキュメン
トファイル管理システムを基盤に点検・評価会
議認証評価・法人評価ＷＧにより、情報を集積
し評価情報として活用を開始した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【51】
点検・評価に学外者の視点を 大学運営に活かすため、学外有識者と本学役

組み入れるため、経営協議会の 員、学部長及び事務部長による「宇都宮大学懇
学外委員のうち若干名を、点検 話会」を実施し、助言及び企画等の提案をいた
・評価会議の特別委員として迎 Ⅲ だいた。
える。

（平成19年度の実施状況）【51】
点検・評価に学外者の視点を組み入れ 【51】

るため、経営協議会の学外委員１名のほ Ⅲ 大学運営に活かすため、学外有識者と本学役
か、必要に応じて学外者の意見を聞く。 員、学部長及び事務部長による「宇都宮大学懇

話会」を２０年２月に実施し、助言及び企画等
の提案をいただいた。

ウェイト小計

宇都宮大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

② 情報公開等の推進に関する目標

○ 学内諸活動の情報を収集、整理、蓄積するシステムの構築を目指す。中
○ 教育、研究、組織運営に関する情報を積極的に社会に発信する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）２ 情報公開等の推進に関する
社会のニーズに応じた大学の活動状況を積極 引き続き、ホームページ上目標を達成するための措置

【52】 的に情報発信するため、情報公開の基本方針を で規程集及び役員等兼業状況
教育・研究・社会貢献・国際 策定した。 について公開し、改正等によ

交流等に関する学内諸活動の情 Ⅲ また、広報連携委員会において公開すべき事 り順次更新する。また、全学
報を収集・整理・蓄積するシス 項の検討を行い コンプライアンスの観点から 委員会の主たる議事内容及び、 、
テムを構築するとともに、情報 企業の職員兼業状況や主要会議議事要録の公表 活動実績についてホームペー
公開の原則・方針を確立する。 など１９年度から新たに公開する事項を決定し ジに掲載する。
それらに基づき、学内外の求め た。
に応じて、公開すべき情報が速
やかに公開に供せられる体制を

（平成19年度の実施状況）整えるとともに、社会のニーズ ２ 情報公開等の推進に関する目標を達
に応じた大学の活動状況を積極 【52】成するための措置
的に情報発信する。 【52】 Ⅲ １８年度に引き続き、ホームページ上で規程

社会のニーズに応じた大学の活動状況 集及び役員等兼業状況について公開し、改正等
を、ホームページ等を通して随時積極的 により順次更新した。また、全学委員会の主た
に情報発信する。また、個人情報保護に る議事内容及び活動実績についてホームページ
留意しつつ、本学の情報公開基本方針に に掲載した。
沿って、積極的な公開に努める。

（平成16～18年度の実施状況概略）【53】
、各学部及び各附置施設等にお 各学部、各附置施設等では次のような実績記 地域共生研究開発センター

いて、教育・研究・社会貢献・ 録を発行し、配布等を行った。 知的財産センターは年報等を
国際交流等に関する諸活動の実 「国際学部」 発行し、教育・研究・社会貢
績記録を学部年報、あるいはセ Ⅲ ・ 研究紀要」を年２回刊行 献等に関する諸活動の実績記「
ンター年報などとして定期的に ・教育、社会貢献、国際貢献の成果 録を紹介する。
発行する。 大学のＨＰ及び学部のＨＰで公開

「教育学部」 ［２０年度］
・ 教育学部紀要 「教育実践総合センタ 各附置施設等における年報「 」、

ー紀要 「各附属学校園紀要」で２０ 等に、教育・研究・社会貢献」、
年度発行分から実績記録を掲載予定。 ・国際交流等に関する諸活動

「工学部」 の実績記録を取り入れる。
・ 工学部・工学研究科研究成果一覧」「

隔年発行 ［２１年度］
・ 楽しいテクノロジーの招待の広報活動 今後とも各研究施設等にお「
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報告書」 いて年報等を発行し、各種情
・ 工学研究科広報活動委員会報告書」 報等を公開する。「

「農学部」 総合メディア基盤センター
・教育、研究、社会貢献、国際交流等の諸 では、これらの諸活動の実績

。活動の実録記録をアグリ支援機構を中心 記録を含めた年報を発行予定
に公開 工学部では、工学研究科Web

「生涯学習教育研究センター」 ページの充実に引き続き努力
・ 宇都宮大学生涯学習教育研究センター し、教育・研究活動の公開に努「

研究報告」 める。
「留学生センター」

・ 留学生センター年報」「
「保健管理センター」

・ 保健管理センター年報」「
「地域共生研究開発センター」

・ 研究シーズ集（１７年 」「 ）
・ 年報」「
・ センターニュース」年８回発行「

「知的財産センター」
・ 宇都宮大学開放特許集」「

「雑草科学センター」
・ 研究報告書」「
・ センターニュース」毎年２、３回発行「

「遺伝子実験施設」
・ ゲノムニュース」毎年２回「

「留学生センター」
・ 年報」「
・ センターニュース」「

「総合メディア基盤センター」
・ 総合メディア基盤センター広報誌」「

（平成19年度の実施状況）【53】
各附置施設等における年報等に、教育 【53】

・研究・社会貢献・国際交流等に関する Ⅲ 各学部、各附置施設等では次のような実績記
諸活動の実績記録を取り入れる。 録を発行し、配布等を行った。

「留学生センター」
・ 留学生センター年報」「

「保健管理センター」
・ 保健管理センター年報」「

「地域共生研究開発センター」
・ 地域共生研究開発センター年報」「
・ 概要」「
・ センターニュースＣＣＲＤ」「
・ 研究シーズ集」「

「知的財産センター」
・ 知的財産センター概要」「

「雑草科学研究センター」
・ 雑草科学研究センター年報」「
・ 概要」「
・ＨＰ刷新

「総合メディア基盤センター」
・ 総合メディア基盤センター広報」「

宇都宮大学
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（平成16～18年度の実施状況概略）【54】

各種委員会において、分担分 各種委員会の透明性を高めるため、全学委員 各種委員会において、審議
野に関する毎年の活動実績記録 会の議事録及び会議資料を学内ホームページに 概要を学内掲示板に公開する
をとりまとめ、インターネット 掲載し、教職員への周知を図った。 とともに本年度の活動実績記
・ウェブサイト上に掲載する。 Ⅲ 録を取りまとめ、インターネ
必要に応じて、適宜出版物とし ット・ウェブサイト上に掲載
て発行する。 する。

（平成19年度の実施状況）【54】
各種委員会において、審議概要を学内 【54】

掲示板に公開するとともに本年度の活動 Ⅲ 各種委員会の審議概要を学内掲示板で公開す
実績記録を取りまとめ、インターネット るとともに、各種委員会の年間活動実績につい
・ウェブサイト上に掲載し、併せて点検 ては、点検・評価の視点から作成したものを議
評価活動実績の点検評価をすすめ、必要 題とともに学外へも広く公開した。
に応じ出版物にまとめる準備を進める。

（平成16～18年度の実施状況概略）【55】
教員総覧を充実し、インター １７年度に宇都宮大学教員総覧をインタ－ネ 学長・理事等による記者会

ネット・ウェブサイト上に掲載 ット・ウェブサイトで研究者情報検索システム 見及び県政記者クラブへの情
する。 として公開した。また、地域共生研究開発セン 報提供を積極的に行い、マス

Ⅲ ターが発行した「研究シーズ集」についてもウ コミを通じて広く社会に情報
ェブサイトに掲載するなど情報提供の充実を図 発信していく。
った。

このほか、学長・理事等による記者会見、県
政記者クラブへの情報提供などを積極的に行
い、マスコミを通じて広く社会に情報発信を行
った。

（平成19年度の実施状況）【55】
学長・理事等による記者会見を積極的 【55】

に行い、マスコミを通じて広く社会に情 Ⅲ 記者会見を学内で９回、県政記者クラブで３
報発信していく。 回開催するとともに、ニュースリリースのレベ

ルでは県政記者クラブへ３５件の情報提供を行
った。また、県政記者クラブと学長、理事等と
の情報交換会の開催など広く情報発信に努め
た。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等

１．特記事項 公表など１９年度から新たに公開する事項を決定した。
【平成16～18事業年度】

① 評価システムの構築 ○ 各学部及び附置施設では、教育・研究・社会貢献・国際交流等に関する
○ 「大学評価規程 「教員評価指針 「教員評価実施要領 「教員評価委 実績記録を、広報紙やＨＰで積極的に公開することとした。」、 」、 」、
員会規程」を制定し、１８年度に教員評価を試行した 「教員自己評価書」。
は学部教員評価委員会と学部長を経て学長に提出され、１９年度の本実施に ○ 各種委員会では、自己点検の結果をｗｅｂサイトで公開しているほか、
向け全学教員評価委員会で、評価項目・評価基準・評価方法等の改善及び学 教員総覧を充実させ、ｗｅｂサイトでは研究者情報検索システムとして公
部間の調整を行った。 開し、研究者情報に社会に貢献できる項目を新たに設けた。

○ 事務職員に関しては、１８年６月に事務職員等勤務評価規程を制定し、６ ○ 学長・理事等による定例記者会見、臨時記者会見を積極的に実施したほ
ヶ月間を試行期間として「人事制度改革に関する事務タスクフォース」を実 か県政記者クラブとの情報交換会を開催した。
施した。試行結果を踏まえた評価制度の改善点等を報告案にとりまとめ、
１９年度更に改良した試行勤務評価制度を実施する。 【平成19事業年度】

① 情報公開等の促進
○ 点検・評価会議には、経営協議会の外部委員１名を加え、学外者からの意 ○ 役員等兼業状況、全学委員会の主たる議事内容及び活動実績について、

見・提言を受けることとしたほか、１９年３月には学外有識者と本部役員、 ｗｅｂで公開した。
学部長及び事務部長による「宇都宮大学懇話会」を実施し、助言及び企画等
の提案をいただいた。 ○ 各学部、学内共同教育研究施設においては、年報、研究報告等に教育・

研究・社会貢献・国際交流などに関する諸活動の実績を取り入れて発行し
。 、 、 、【平成19事業年度】 た また 工学部においては 研究成果一覧又は活動報告書として発行し

① 評価システムの構築 農学部においては実績記録を公開した。
○ 教員評価を実施し 「平成１９年度教員自己評価書」が学部教員評価委員、
会と学部長を経て学長に提出され、２１年度の教員評価に向け２０年度に自 ○ 学長・理事等による定例記者会見、臨時記者会見を積極的に実施したほ
己評価を行うこととした。 か県政記者クラブとの情報交換会を開催し、マスコミを通じて情報を広く

社会に発信している。
、 、 、 、○ 事務職員に関しては １８年度の試行結果を踏まえ 自己評価 同僚評価

上司評価を行い処遇等へ反映すべく３６０度評価を目指した勤務評価を試行
した。

○ 前年度に引き続き２０年２月に「宇都宮大学懇話会」を実施した。

２．共通事項
【平成16～18事業年度】

① 情報公開等の促進
○ １６年度に、情報化プロジェクト・チームにより「大学運営、情報化シス

テム」の構築に着手し基本計画を策定した。教育・研究・社会貢献・国際交
流等に関する諸活動等の情報を収集・整理・蓄積する情報共有活用システム
の構築及び大学の活動状況を積極的に発信するため「大学情報基盤構築計画」、
「情報セキュリティー基本方針 「宇都宮大学情報公開基本方針」を策定」、
した。

○ コンプライアンスの観点から、企業の職員兼業状況や主要会議議事要録の



- 46 -

宇都宮大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

○ 質の高い特色ある教育と研究にふさわしい機能や質的水準を備え、高度化・多様化に弾力的に対応できる施設設備の整備を推進するとともに、ゆとりと潤い中
があり広く社会に開かれたキャンパス環境を創出する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）１ 施設設備の整備等に関する
「宇都宮大学施設点検・評価基準」の作成及 １９年度に引き続き、施設目標を達成するための措置

【56】 び同基準に基づいた施設有効利用のための評価 の利活用状況を調査する予定
教育内容・方法の改善、学術 を実施した。 である。

研究の進展等にともなって必要 Ⅲ
（平成19年度の実施状況）とされるスペースの確保に努め １ 施設設備の整備等に関する目標を達

るとともに教育研究の一層の高 【56】成するための措置
度化を図るために、施設設備の 【56】 Ⅲ 農学部１５号館北棟について利活用状況を調
有効活用を図る一方で、教育研 １８年度に策定した「施設点検・評価 査した。なお基準に満たない実験室等について
究にも配慮した施設設備の整備 基準」を基に、順次施設の利活用状況の は、環境・施設整備委員会の専門委員会である
充実に努める。 点検・評価を行い、結果を公表するとと 施設点検・評価部会委員による実地調査を実施

もに、基準に満たない施設についてその し、その結果を踏まえて環境・施設整備委員会
有効利用と適正な管理の具体案を環境施 において施設改善計画書を作成した。
設整備委員会で検討する。

（平成16～18年度の実施状況概略）【57】
体系的に収集された学術標本 資料博物館設立準備作業委員会で学術標本の 「大学博物館グランドデザ

を、実証的教育・研究に活用す 現況の保管状況等を調査をした。また、１８年 イン」に基づき、旧講堂の改
るとともに、地域社会への多面 度に大学博物館設立準備委員会において、宇都 修整備について、計画的に改
的学術情報として提供するため Ⅲ 宮大学博物館のマスタープラン等グランドデザ 修工事を進める。
に施設の整備充実に努める。 イン（案）を策定した。

（平成19年度の実施状況）【57】
「大学博物館のグランドデザイン」に 【57】

基づき、旧講堂の改修整備に努め、大学 Ⅲ ５月に「大学博物館グランドデザイン」を策
、 。 、博物館を実証的教育・研究に活用すると 定し 各学部等同窓会へ支援を要請した また

ともに、地域社会への多面的学術情報と 大学博物館に展示予定の土器及び土器パネルに
して提供できるよう努力する。 ついて整理し、石井会館において公開した。さ

らに、農学部附属演習林において、展示用の木
材標本や板材の作製を行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【58】
卓越した研究組織としての様 耐震性が低い校舎棟及び研究棟について、補 耐震補強を主とした附属小

々なタイプにも柔軟に対応でき 正予算等により改修を実施した。 ・中の総合校舎棟改修、教育
る、フレキシブルなスペースと 系総合校舎棟改修及び屋内運
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快適性や安全性に配慮したレベ Ⅲ 動場改修を実施予定である。
ルの高い実験室等の確保に努め

（平成19年度の実施状況）る。 【58】
１８年度補正予算で措置された附属小 【58】

・中の総合校舎棟改修、教育系総合校舎 Ⅲ 附属小・中の総合校舎棟改修、教育系総合校
棟改修 陽東地区総合研究棟改修を進め 舎棟改修及び陽東地区総合研究棟改修の各工事、 、
フレキシブルなスペ－スと快適性や安全 が３月に竣工した。
性に配慮した実験室等の整備を進める。

（平成16～18年度の実施状況概略）【59】
国際的に開かれた教育・研究 全学共用教育研究スペースの一部を留学生セ １９年度に引き続き、施設

体制に対応し、また地域の国際 ンター用として確保した。 の利活用状況を調査する予定
交流の支援拠点として各種のプ である。
ロジェクトに配慮した施設の整 Ⅲ
備に努める。

（平成19年度の実施状況）【59】
流動的な研究施設として各種プロジェ 【59】

クトを展開するためのスペースを更に確 Ⅲ 農学部１５号館北棟の利活用状況を調査し
保するため、学内施設の点検評価を進め た。なお基準に満たない実験室等は、環境・施
る。 設整備委員会の専門委員会である施設点検・評

価部会委員による実地調査を実施し、その結果
を踏まえて環境・施設整備委員会において施設
改善計画書を作成した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【60】
知的創造活動の交流拠点とし トイレ改修、駐輪場の整備等によりバリアフ 引き続き知的創造活動の交

て、施設の充実とその開放、及 リー環境の整備に努めた。 流拠点として必要な施設機能
びバリアフリー環境整備の推進 の整備やバリアフリー環境の
に努める。 Ⅲ 整備とその開放に努める。

（平成19年度の実施状況）【60】
引き続き知的創造活動の交流拠点とし 【60】

て必要な施設機能の整備やバリアフリー Ⅲ 附属小・中の総合校舎棟改修、教育系総合校
環境の整備とその開放に努める。 舎棟改修及び農学部１５号館トイレ改修に当た

っては、トイレ内に新たに手すりを設置した。
また、バリアフリー環境の整備とその開放の

視点から、身障者用駐車場、点字ブロック上の
駐輪の一掃を図った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【61】
快適な学生生活を送るため 教職員、同窓生等からの寄付金等、多様な資 １９年度に策定した課外活

に、キャンパスにおける様々な 金を活用し、課外活動施設の老朽化に対応する 動施設や設備の改善計画に基
活動を支援する各種施設（課外 ため 「課外活動共用施設」の新設等の他、図 づいて、第１体育館床・シャ、
活動施設、保健関連施設、居住 Ⅲ 書館入退館システム、トイレ改修及び教室の空 ワー設備等の改修に努める。
施設、屋外環境施設等）の施設 調整備等、計画的に進めた。また、学生の生活 課外活動施設は、課外活動
設備の充実に努める。 環境改善の観点から、学生寮の整備拡充計画を 連絡会議を早期に開催して学

策定し、新寮（陽東寮）を自己資金などの多様 生の要望等を収集し、それを
な資金を活用し建設した。加えて、雷鳴寮につ 踏まえて引き続き有効活用を
いては、国立大学法人初となる寄宿料収入を償 図る。
還財源とした長期借入金による改修整備を１９ 耐震補強を主とした附属小
年度に実施する。 ・中の総合校舎棟改修、教育

宇都宮大学
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系総合校舎棟改修及び屋内運

【61-1】 動場改修を実施予定である。（平成19年度の実施状況）

課外活動施設や設備の改善計画を引き 【61-1】 また、学生満足度の向上、
続き策定すると共に、陸上競技場西側防 Ⅲ １２月の学務委員会で課外活動施設・設備の 学生・教職員の福利厚生の充
球ネット新設、第１体育館床・シャワー 改善計画を策定するとともに、陸上競技場西側 実及び利便性を図るため、多
設備の改修に段階的に着手する。 防球ネットの新設、工学部体育館の耐震改修、 様な資金を活用した複合施設

更衣室及びシャワー設備改修、武道場内トレー （新営）の整備を進める。
ニング室の器具の修繕、プールのコースロープ 引き続き学生満足度の向上
の更新のほか、陸上競技場及びテニスコートの 等の観点から、キャンパスの
部分補修を行った。 居住環境（教室の空調整備及

びトイレ改修等）について計
【61-2】 【61-2】 画的な整備を進める。

課外活動施設は、学生の要望等を踏ま Ⅲ ９月のサークルリーダー研修会で課外活動施
えつつ引き続き有効活用を図る。 設に関するアンケート調査を、また、２月には

課外活動施設及び課外活動についての現状と改
善事項を把握するための調査を実施した。

【61-3】 【61-3】
引き続き学生満足度の向上等の観点か Ⅲ １３４２番教室及び附属図書館工学部分館の

ら、キャンパスの居住環境（教室の空調 空調整備を実施した。
整備及びトイレ改修等）について計画的 また、生涯学習教育研究センター、陽東地区
な整備を進めるほか、耐震診断を基に、 体育館、農学部１４号館の各施設について耐震
整備計画の適正化を図りつつ、順次改善 改修工事を実施した。
を進める。 トイレ改修については、当初の計画であった

農学部１４号館トイレに加え、学長裁量経費に
より農学部１５号館トイレについて追加整備し
た。

【61-4】 【61-4】
長期借入金の対象範囲拡大及び｢国立 Ⅳ 長期借入金を活用した学生寮（雷鳴寮）の改

大学等の授業料その他の費用に関する省 修が３月に竣工した。なお、当初の予定どおり
令｣の改正等を踏まえ、多様な資金を活 競争入札により民間金融機関から長期借入金の
用した学生寮の整備（改修）を進め、居 調達相手先を決定した。
住施設の整備充実を図る。

（平成16～18年度の実施状況概略）【62】
長期借入金による整備等、新 19年度から実施。 多様な資金を活用した複合

（ ） 。たな整備手法による整備に努め 施設 新営 の整備を進める
る。

Ⅳ

（平成19年度の実施状況）【62】
長期借入金の対象範囲拡大及び｢国立 【62】

大学等の授業料その他の費用に関する省 Ⅳ 主として長期借入金を活用した雷鳴寮の改修
令｣の改正等を踏まえ、多様な資金を活 が３月に竣工した。なお、長期借入金の調達に
用した学生寮の整備（改修）を進める。 ついては、当初の予定どおり民間金融機関から

の競争入札により借入相手先を決定した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【63】
学生の視点に立った教育研究 共通教育Ｄ棟１階の身障者用トイレ及び共通 引き続き学生満足度の向上

環境の適切な維持及び整備充実 教育Ｃ棟のトイレを改修した。 等の観点から、キャンパスの
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に努める。 また、共通教育Ｄ棟４階の４教室（1441～14 居住環境（教室の空調整備及
Ⅲ 44）にエアコンを設置した。 びトイレ改修等）について計

１８年８月に図書館（陽東地区）分館に入退 画的な整備を進める。
館システムを導入した。 また、学生満足度の向上、

学生・教職員の福利厚生の充
【63】 実及び利便性を図るため、多（平成19年度の実施状況）

引き続き学生満足度の向上等の観点か 【63】 様な資金を活用した複合施設
ら、キャンパスの居住環境（教室の空調 Ⅳ １３４２番教室及び附属図書館工学部分館の （新営）の整備を進める。
整備及びトイレ改修等）について計画的 空調整備を実施した。 引き続き学生満足度の向上
な整備を進める。 トイレ改修については、当初の計画であった 等の観点から、キャンパスの

農学部１４号館トイレに加え、学長裁量経費に 居住環境（教室の空調整備及
より農学部１５号館トイレを追加整備した。 びトイレ改修等）について計

画的な整備を進める。

（平成16～18年度の実施状況概略）【64】
国・地方自治体との連携、寄 各学部等同窓会連絡協議会を開催し、旧講堂 多様な資金を活用した複合

（ ） 。附及びPFI(Private Finance 等の改修計画・利活用等について意見交換する 施設 新営 の整備を進める
Initiative)等による施設整備 とともに 大学博物館設立準備委員会において 引き続き、各学部等同窓会、 、
の推進に努める。 Ⅲ 大学博物館のマスタープラン及び旧講堂等の修 へ支援を要請する。

復目的・利活用方法・修復費用の調達方法等に 「大学博物館のグランドデ
ついて基本構想を策定した。 ザイン」に基づき、旧講堂の

また、教職員、同窓生、保護者等からの寄付 改修整備について改修工事を
金を整備財源の一部として、課外活動共用施設 進める。
の第Ⅱ期棟を新設した。

学生寮にあっては、自己資金などの多様な資
金を活用して新寮(陽東寮・８０室)を建設した
ほか、国立大学法人初となる寄宿料収入を償還
財源とした長期借入金により、雷鳴寮の改修整

、 。備を実施することとし 住環境の整備を図った

（平成19年度の実施状況）【64-1】
長期借入金の対象範囲拡大及び｢国立 【64-1】

大学等の授業料その他の費用に関する省 Ⅳ 中期（年度）計画【61-4】の（計画の実施状
令｣の改正等を踏まえ、多様な資金を活 況）参照。
用した学生寮の整備（改修）を進める。

【64-2】 【64-2】
学生寮の円滑な運営を図るために寮生 Ⅲ ５月に雷鳴寮から陽東寮への転寮に関する説

への説明会を実施するとともに、規程等 明会、７月には雷鳴寮改修に関する説明会を実
の整備を行う。 施し、学生寮の円滑な運営を図った。

、 、また 複数ある学生寮に関する規程を整備し
学生寮規程の一本化を図った。

【64-3】 【64-3】
「大学博物館のグランドデザイン」に Ⅲ ５月、９月及び２月に開催した各学部等同窓

基づき、各学部同窓会等の支援を得て旧 会連絡協議会において「大学博物館グランドデ
講堂の改修整備に着手する。 ザイン」に基づく旧講堂等の改修計画・利活用

等について意見交換を行うとともに、各学部等
同窓会へ支援を要請した。

この結果、１９年度においては約３０百万円
の寄付を受け入れた。

旧講堂の整備については、９月に技術提案書

宇都宮大学
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の審査を行い設計業者を選定し、１０月に契約
を締結した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【65】
屋外環境の維持・管理に関す キャンパス内の樹木、騒音、駐車・駐輪場、 引き続き周辺地域の環境と

る保全計画を策定し、教職員・ 標識や掲示板の設置等の状況を調査した結果を 共生を図りつつ、屋外環境の
学生が連携してキャンパスの美 図示し、美観維持や交通安全を図るために駐輪 維持管理・整備を計画的に進
観維持に努める。また、キャン Ⅲ 場整備計画を策定、１８年度に整備を図った。 める。
パスの整備においては周辺地域 また、学内職員が中心となって樹木剪定を行う 広域避難場所としての視点
の環境と共生を図る。 など、キャンパス美化を推進したほか、構内危 で危機管理マニュアルを見直

険箇所の点検整備等を実施し、キャンパス内の すとともに現体制が広域避難
樹木、庭園の維持管理を目的に 「宇都宮大学 場所としての機能が充分図れ、
樹木憲章」を制定した。さらに、環境・施設整 るよう検証する。
備委員会において施設の継続的な有効利用を図
るため 「宇都宮大学施設点検・評価基準」を、
作成し、各部局に配付した。一方、宇都宮市の
防災訓練を本学構内において初めて実施し、地
域住民の防災拠点としての防災意識の高揚を図
った。

（平成19年度の実施状況）【65-1】
引き続き周辺地域の環境と共生を図り 【65-1】

つつ、屋外環境の維持管理・整備を計画 Ⅲ 「峰町団地における環境美化維持のための申
的に進める。 合せ」を制定し、各部局が一体となって峰町団

地の全体的な環境美化に取り組んだ。
イギリス式庭園内に木製ベンチを設置し、周

辺住民の憩いの場としても利用できるようにし
た。

【65-2】 【65-2】
地域行政機関と連携し 学生 教職員 Ⅲ 本学が宇都宮市から災害時等の広域避難場所、 、 、

地域住民の安全に資する防災拠点として として指定を受けていることから、９月に宇都
の整備を進める。 宮市から広域避難場所及び避難所としての対応

事項について説明を受け意見交換を行うととも
に、本学の危機管理マニュアルについて説明を
行った。

（平成16～18年度の実施状況概略）【66】
全学的な教育研究スペースの 「宇都宮大学施設点検・評価基準」の作成及 １９年度に引き続き、施設

整備状況及び利用状況に関する び同基準に基づいた施設有効利用のための評価 の利活用状況を調査する予定
点検・評価の結果を踏まえ、ス を実施した。 である。
ペース配分方法の見直しを行 Ⅲ
い、教育研究の流動化に対応し
た全学共同利用スペースの確保
に努め、既存施設の有効活用を

（平成19年度の実施状況）図る。 【66】
１８年度に策定した「施設点検・評価 【66】

基準」を基に、順次施設の利活用状況の Ⅲ 農学部１５号館北棟の利活用状況を調査し
点検・評価を行い、結果を公表するとと た。なお基準に満たない実験室等は、環境・施
もに、基準に満たない施設についてはそ 設整備委員会の専門委員会である施設点検・評
の有効利用と適正な管理の具体案を環境 価部会委員による実地調査を実施し、その結果
施設整備委員会で検討する。 を踏まえて環境・施設整備委員会において施設
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改善計画書を作成した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【67】
適切な維持管理と予防的修繕 教室の空調設備及びトイレ改修についての実 引き続き学生満足度の向上

を行うための調査及び修繕計画 施計画を定め、年度別に実施した。 等の観点から、キャンパスの
を策定し、既存施設の長期使用 居住環境（教室の空調整備及
と活性化を図る。 Ⅲ びトイレ改修等）について計

【67】 画的な整備を進めるほか、耐（平成19年度の実施状況）

引き続き維持管理と予防的修繕を行う 【67】 震補強の早期改修が望まれる
、ための調査に基づいて、施設マネージメ Ⅳ １３４２番教室及び附属図書館工学部分館の 屋内運動場等の施設について

ントに資するための修繕計画を策定し、 空調整備を実施した。 整備を進める。
計画的に整備を進める。 また、生涯学習教育研究センター、陽東地区

体育館、農学部１４号館の各施設について耐震
改修工事を実施した。

トイレ改修については、当初の計画であった
農学部１４号館トイレに加え、学長裁量経費に
より農学部１５号館トイレを追加整備した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【68】
昭和５６年以前建設の建物の 耐震診断が必要とされる建物の、診断を完了 耐震補強を主とした附属小

うち、必要とされる建物の耐震 した。 ・中の総合校舎棟改修、教育
診断及びその結果に基づく耐震 系総合校舎棟改修及び屋内運
補強の実施計画を策定する。 Ⅲ 動場改修を実施予定である。

（平成19年度の実施状況）【68】
耐震診断を基に、整備計画の適正化を 【68】

図り、柔軟且つ機動的に改善を進める。 Ⅲ 耐震補強を主とした附属小・中の総合校舎棟
改修、教育系総合校舎棟改修及び陽東地区総合
研究棟改修の各工事を実施した。

また、生涯学習教育研究センター、陽東地区
体育館、農学部１４号館の各施設について耐震
改修工事を実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【69】
、「 、既存施設設備の利用実態や将 民間等における業務改善方法等を調査し 物 経費節減への取組について

、来需要を踏まえ、環境に配慮し 件費の節減合理化基本方針」を策定、その後、 各部局等が節減目標を策定し
た適切なエネルギー供給計画を 検証と見直しを行った 省エネキャンペーン 毎年度定期に報告を受ける。「 」
策定し、省エネルギー及びラン Ⅲ 等を実施し、併せて、大学会館の管理業務等の とともに、取組状況について
ニングコストの縮減に努める。 外部委託及び役務調達の複数年契約を積極的に 全学に周知することとし、削

進めた。また、環境報告書を作成し、広く公表 減目標６％を目指すこととす
した。 る。

また、エコ指導員の活動に
【69-1】 ついては、引き続き現場の状（平成19年度の実施状況）

１６年度に策定した節減合理化基本方 【69-1】 況把握に努めるとともに、活
針（節減合理化検討事項）の見直し結果 Ⅳ 財務部内に 経費節減検討チーム を設置し 動内容を広く学内に周知する「 」 、
を踏まえ、引き続き、光熱水料、消耗品 新たな経費節減事項の洗い出し等を行い、１９ ことにより、学生を含めた環
費などの管理的経費の節減を図り、全学 年１１月に取りまとめた。 境対策への取組と、経費節減
的に経費節減を推進する。 また、経費節減の事項ごとに主たる担当課を への取組を実施することとす

決め 経費節減の実施状況について取りまとめ る。、 、
環境対策への取組及び更なる経費節減への取組 引き続き、省エネキャンペ
について １９年１２月に各部局等へ通知した ーン等、環境負荷低減等の各、 。

また、物品リユース掲示板を構築し、２０年 種環境保全活動を積極的に推
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度中には運用を開始することとしている。 進するとともに、環境保全コ

、なお、具体的な経費削減の取り組みは、ペー ストや環境保全効果について
パーレス化の推進と焼却ゴミ・埋め立てゴミと 定量的、定性的視点等の検討
資源ゴミの分別回収がより徹底されたことによ を行う。
り、複写機の保守料が、対前年度で８００千円
の減額、塵埃物収集料は１,５５０千円の減額
となった。

さらに、昨年に引き続き冬季・省エネキャン
ペーンを実施（H19.12～20.3）し、学生・教職
員に対し、電気使用量等の削減に努めるよう周
知徹底を図った。

【69-2】 【69-2】
１８年度に作成・公表した環境報告書 Ⅲ 環境報告書の作成に当たり、原稿データの作

を踏まえ、さらなる環境保全に向けた取 成、学生の自主的なエコ活動の紹介等において
組を行うため、学生、学外有識者の協力 学生の協力を得ながら作成した。
も得て、環境負荷低減等の各種環境保全 また、新たに教員の環境に関する研究内容を
活動を積極的に推進する。 掲載する等、内容の見直しを図った。

さらに、昨年に引き続き冬季・省エネキャン
ペーンを実施（H19.12～20.3）し、学生・教職
員に対し、電気使用量等の削減に努めるよう周
知徹底を図った。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

② 安全管理に関する目標

○ 学生と教職員が安心して学び、働けるような安全な教育研究環境を整備し、安全管理体制を充実させる。中
期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度期 度

（平成16～18年度の実施状況概略）２ 安全管理に関する目標を達
全学安全衛生委員会において、教職員及び学 引き続き、地区安全衛生の成するための措置

【70】 生の安全と健康の確保に関する方針及びその方 方針、目標に基づき、環境の
全学的な安全管理体制を見直 針に基づく目標を策定し、各地区安全衛生委員 維持・向上に努める。

し、労働安全衛生法に則った安 Ⅲ 会において、教職員及び学生の安全と健康の確 工学部における安全対策等に
全対策を計画的に実施する。 保に関する方針及びその方針に基づく目標に則 関する方針に基づき、構内各棟

した活動計画を策定した。また、衛生管理者に の巡視等も含め引き続き計画的
対する研修会 学生も含めた安全教育講習会 有 に実施する。、 「
機溶剤の取扱いについて」を実施した。

なお、吹付けアスベストについて、含有量分
析及び空気環境測定を行い、必要な除去工事を
完了した。

（平成19年度の実施状況）２ 安全管理に関する目標を達成するた
【70】めの措置

【70】 Ⅲ 全学安全衛生委員会が策定した「教職員及び
安全衛生に関する方針及び目標に基づ 学生の安全と健康の確保に関する方針及びその

き、各事業場における学生等も含めた安 方針に基づく目標」に基づき、各地区安全衛生
全対策等に関する年度計画を策定し、計 委員会において、教職員及び学生の安全と健康
画的に実施する。 の確保に関する方針及びその方針に基づく目標

に則した１９年度活動計画を策定した。また、
衛生管理者に対する研修会を５月に実施し、学
生も含めた安全教育講習会「有機溶剤の取扱い
について」を１１月に実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【71】
学生と教職員の安全確保のた 衛生管理者及び産業医等における職場巡視を 学生と教職員の安全確保の

めに施設・設備を整備するとと 定期的に行い、毎月１回開催している地区安全 ため、衛生管理者、産業医等
もに、安全点検を定期的に実施 衛生委員会において、指摘事項のその後の改善 による施設・設備の安全点検

。する。 Ⅲ 状況を含めて報告を行った。なお、安定した安 を引き続き定期的に実施する
全衛生活動を担保するため、委員会委員の任期
を２年とすることを２月開催の地区安全衛生委
員会において決定した。また、教職員の負担を
軽減するため、職場巡視者の増員を図ることと

。 。した 衛生管理者資格者は９６名に至っている
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（平成19年度の実施状況）【71】
学生と教職員の安全確保のため、衛生 【71】

管理者、産業医等による施設・設備の安 Ⅲ 衛生管理者及び産業医等における職場巡視を
全点検を引き続き定期的に実施する。 定期的に行い、毎月１回開催している地区安全

衛生委員会において、指摘事項のその後の改善
状況を含めて報告を行った。

また、教職員の労働安全衛生への理解、教職
員の負担を軽減するため、職場巡視者の増員を
図ることとした。さらに、１１月に実施された
衛生管理者資格試験において、２５名の合格者
を得て、現在の衛生管理有資格者は９６名から
１２０名となった。

（平成16～18年度の実施状況概略）【72】
学生と教職員の安全意識の向 全学安全衛生委員会において教職員及び学生 安全衛生に関する方針及び

上を図るために、全学的な安全 の安全と健康の確保に関する方針及びその方針 目標に基づき、各事業場にお
や予防対策に関する教育・訓練 に基づく目標を策定し、各地区安全衛生委員会 ける学生等も含めた安全対策

、や講習会などを定期的に開催す Ⅲ において、教職員及び学生の安全と健康の確保 等に関する年度計画を策定し
る。 に関する方針及びその方針に基づく目標に則し 引き続き計画的に実施する。

た活動計画を策定した。また、衛生管理者に対
する研修会 学生も含めた安全教育講習会 有、 （「
機溶剤の取扱いについて ）を実施した。」

（平成19年度の実施状況）【72】
安全衛生に関する方針及び目標に基づ 【72】

き、各事業場における学生等も含めた安 Ⅲ 【70】と同じ。
全対策等に関する年度計画を策定し、計
画的に実施する。

（平成16～18年度の実施状況概略）【73】
防災、防犯対策を強化するた 峰地区、陽東地区の警備員の夜間における巡 広域避難場所としての視点

めに、管理体制を計画的に整備 回時間を不定期にし、事件防止措置を図った。 で危機管理マニュアルを見直
し、充実させる。また、各キャ 特に附属学校においては、引き続き警備員の常 すとともに現体制が広域避難
ンパスが地域住民の避難場所と Ⅲ 駐、通学路の安全点検、防犯教室の開催及び地 場所としての機能が充分図れ

。 、しても機能するように整備す 域ボランティアとの連携等により児童生徒の安 るよう検証し改善する また
る。 全確保を図るとともに、１７年度は新たに中央 消防計画の充実を図り、併せ

警察署と協定書（児童生徒の健全育成のための て、学生及び教職員の防災意
学校と警察との連携協定書）を締結し警察との 識の高揚を図るとともに、災
連携を強化した。 害予防対策の強化に努める。

また、宇都宮市の防災訓練を本学構内におい
て初めて実施し、地域住民の防災拠点としての
防災意識の高揚を図った。

防災対策委員会の下に危機管理検討ワーキン
ググループを設置し、全学的な危機管理マニュ
アルの作成及び危機管理体制の確立について検
討を重ね、案を作成した。また、学内の危機管
理について継続的な見直しを図るため、危機管
理検討委員会を設置することを決めた。

（平成19年度の実施状況）【73-1】
地域行政機関と連携し 学生 教職員 【73-1】、 、 、

宇都宮大学
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地域住民の安全に資する防災拠点として Ⅲ 本学が宇都宮市から災害時等の広域避難場所
の整備を進める。 として指定を受けていることから、９月に宇都

宮市から広域避難場所及び避難所としての対応
事項について説明を受け意見交換を行うととも
に、本学の危機管理マニュアルについて説明を
行った。

【73-2】 【73-2】
１８年度に構築した危機管理体制及び Ⅲ 危機管理マニュアルに「麻しん（はしか）患

危機管理マニュアルを実際に即して更に 者発生時」の対応についてを策定し追加した。
充実させるとともに、予防対策等につい また、鬼怒川滑空場管理規程、鬼怒川滑空場運
て引き続き検討する。 用内規を定めるとともに、事故防止策を策定し

た。

（平成16～18年度の実施状況概略）【74】
学内情報ネットワークに適切 情報資産の安全な利活用を図るため全学的な 全学セキュリティポリシー

。なセキュリティ対策を講じ、そ 認証システムを構築し、対外通信の安全を確保 の策定を図る
の維持管理に努める。 するため「国立大学法人宇都宮大学における対

Ⅲ 外通信接続に関する基準」を制定した。さらに
「国立大学法人宇都宮大学情報セキュリティ基
本方針」を制定した。

一方本学の情報化戦略を実現するためＣＩＯ
及びＣＩＯ補佐を設置し、セキュリティマネジ
メントを確立するためＣＳＯ及びＣＳＯ補佐を
設置し体制を整備した。

ＣＳＯの下では全学のセキュリティポリシー
の策定を見据えてプロジェクトを組織し、総合
メディア基盤センターセキュリティポリシー策
定及びＩＳＯ２７００１認証取得に着手した。

（平成19年度の実施状況）【74】
ＣＩＯ及びＣＳＯのもとで、本学の情 【74】

報基盤全般を担う総合メディア基盤セン Ⅲ 【7-3】と同じ。
ターにおける情報セキュリティポリシー
を策定するとともに、ＩＳＯ２７００１
の認証取得に努める。

ウェイト

ウェイト
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（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

１．特記事項 (2) 情報セキュリティ対策
【平成16～18事業年度】 ○ １８年９月１日付けでＣＩＯと同補佐並びにＣＳＯと同補佐を設置し、

① 施設設備の整備等 情報の安全性に関する責任体制を確立した。また、総合メディア基盤セン
○ 施設点検・評価基準の作成 ターのセキュリティポリシーの策定及びＩＳＯ２７００１認証取得に向け

施設の有効利用を一層推進するため、現状の把握・分析、相互比較に資す てプロジェクトチームを設置し構築を開始した。
る「宇都宮大学施設点検・評価基準」を作成し、教室、研究室、事務室、収
納室等を個別に実施検分して、数値化したデータ結果に基づき、スペースの 【平成19事業年度】
共同利用化等を進めることとした。 ① 施設設備の整備等

○ 農学部１５号館北棟の現地調査を実施し、環境・施設整備委員会で施設
○ 課外活動施設の整備 改善計画書を作成した。

・ 課外活動施設の老朽化及び危険性のため、課外活動共用施設建設の全体
計画を見直し、１６年度には第Ⅰ期工事を竣工させ供用を開始、１７年度 ○ 課外活動施設の整備
には第Ⅱ期工事も竣工し供用を開始した。 ・ 陸上競技場に防球ネットを新設した。

・ 老朽化した野球場の防球ネット改修整備した。 ・ 工学部体育館の耐震、更衣室、シャワー設備の各改修工事をした。
・ 防音の関係から音楽系サークル室に冷房設備を設置した。 ・ 武道場内トレーニング室の器具を修繕した。

・ プールのコースロープを更新した。
○ キャンパス内の環境維持・保全 ・ 陸上競技場及びテニスコートの部分改修をした。

・ 駐輪登録制を導入し、放置自転車の発生防止に努めた。また、新たに駐
輪場を整備し、駐輪スペースの拡充を図った。 ○ キャンパス内の環境維持・保全

・ 「宇都宮大学樹木憲章」を制定し、樹木、庭園の維持管理を行った。 「峰町団地における環境美化のための申合せ」を制定し、各部局が一丸
となって全体的な環境美化に取り組むとともに、周辺住民の憩いの場とし

○ 環境報告書の作成 て利用できるようイギリス式庭園に木製ベンチを設置した。
環境管理の目標を定める一環として、１７年度環境報告書をとりまとめて

公表した。また、環境計画として冬季・省エネキャンペーンを実施した。 ○ 環境報告書の作成
環境報告書の作成にあたり、原稿データの作成、エコ活動の紹介等にお

② 安全管理 いて、学生の協力を得ながら作成した。
(1) 防災・防犯体制の強化等
○ 安全衛生に関する方針及び目標の策定 ② 安全管理

教職員及び学生の健康の確保に関する方針及びその方針に基づく目標を策 (1) 防災・防犯体制の強化等
定した。また、各事業場においても同方針及び目標に則した活動計画を策定 ○ 安全衛生に関する方針及び目標の策定
した。 衛生管理者に関する研修会を５月に実施し、学生も含めた安全教育講習

会「有機溶剤の取扱いについて」を１１月に実施した。
○ 地域行政機関と連携した取組

宇都宮市の広域避難場所等の指定を受けていることから、宇都宮市の防災 ○ 地域行政機関と連携した取組
訓練を本学構内で初めて実施し、地域住民の防災拠点としての防災意識の高 広域避難場所及び避難所としての対応事項について、宇都宮市と意見交
揚を図った。 換を行った。

○ 危機管理マニュアルの作成 ○ 危機管理マニュアルの作成
全学的な危機管理マニュアルを作成するとともに危機管理体制を確立し 危機管理マニュアルに 「麻しん（はしか）患者発生時」の対応を追加、

た。 した。また、滑空場管理規程、滑空場運用内規を定め事故防止策を策定し
また、学内の危機管理について継続的な見直しを図るため、危機管理検討 た。

委員会の設置を決めた。
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(2) 情報セキュリティ対策
○ 総合メディア基盤センターのセキュリティポリシーの策定及びＩＳＯ

２７００１認証取得が１９年１１月に完了した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

中 ① 学士課程
・現代社会に必要なリテラシー（素養 、幅広く深い教養と豊かな人間性、並びに実践的な専門性を身につけ、未来を切り開く知力と行動力をもった人材を育期 ）
成する。目

標 ② 大学院課程
・修士課程及び博士前期課程にあっては、創造的で実践的な応用力を身につけた高度専門職業人を育成する。
・博士後期課程にあっては、幅広い視野と高度な専門性を身につけ、創造性を発揮できる高度技術者・研究者を育成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【75】（１）教育の成果に関する目標
初期導入教育、リテラシー教育及び教 ４月からセンター長１名、各学部選出の協力教員４名を配置し、さらに１０月に専任教員を達成するための措置

養教育から構成される共通教育の目標を １名を採用した。また、センターのもとに共通教育連絡会を設置し、実施体制の充実を図っ①学士課程
【75】 実現するために、共通教育センターを中 た。なお、３月の共通教育センター会議で、教員の専門部会への登録方法や専門部会長の役
初期導入教育、リテラシー教 心にした新たな実施体制の充実を図る。 割等について検討を開始した。

育及び教養教育から構成される
全学共通教育を豊かで効果的な
ものにするために教育企画会議
で基本方針を策定し、新たな実
施体制を構築する。

【76】 【76】
各学部の教育目標にふさわし 各学部の教育目標にふさわしい卒業後 来年度に向け、キャリア教育・就職支援センターガイドブックの作成、就活手帳の見直し

い卒業後の進路を確保するため の進路を確保するために、全学並びに学 の着手を行い、職業意識の啓発や就職支援の促進を図った。共通教育におけるキャリア創造
に、全学並びに学部ごとに、適 部ごとに、適切な学生指導を行う。 科目として５科目を引き続き開講した。国際学部では、国際キャリア合宿セミナーの履修者
切な学生指導を行う。 を学部専門科目の単位として認定、教育学部では、適切な進路指導を図るために、学校教員

養成課程１～４年次生にアンケート調査を実施、工学部では、学部共通専門科目の中に、科
目名「インターンシップ」を設け、勤労観、職業観等の意識の向上を図り、農学部では教育
指導に用いる共通マニュアルを作成した。

【77】 【77】
教育の成果を検証するため 教育の成果を検証するため、引き続き ９月２０日開催の教育企画会議で、過去２年間に徴した懇話会・同窓会及び後援会の意見

に、同窓会、学生後援会（保護 広く社会の識者など学外者の意見を徴し に対する改善状況について審議し、すでに多くのことに取り組んでいることを確認した。今
者の学生支援組織）並びに広く た上で、教育企画会議で改善案を検討す 後は学生（在学生、卒業年次生、留学生）の実態調査と満足度・ニーズ調査を実施し基本的
社会の識者を含めた評価を行 る。 な項目の洗い出しを実施することとした。２月２２日に宇都宮大学懇話会を開催し、キャリ
う。 ア教育及び就職支援について意見を聴取した。また、国際学部では、同窓会・有識者懇談会

を制度化するとともに、３月に開催し、教育課程、進路について適切な批判・提言を得て
２０年度以降の改善に資することとした。

【78-1】②大学院課程
【78】 修士課程及び博士前期課程の目標を達 １８年度に改正された大学院設置基準の趣旨に沿って、９月及び１０月開催の教務委員会

宇都宮大学
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修士課程及び博士前期課程の 成するために、大学院設置基準の一部改 において、シラバス作成要領を再検討するとともに、各研究科において修士論文に代えて作
目標を達成するために、大学院 正に沿って大学院修士課程及び博士前期 品等、特定の課題についての研究成果の提出を認める制度の運用についての検討やシラバス
修士課程及び博士前期課程の教 課程の教育について見直し、社会の要請 ・学生便覧等の一層の充実を図った。
育運営体制を見直し、専門分野 に応える新たな教育分野の充実に向け引 国際学研究科では、宇都宮大学公募型重点推進研究の支援を受け、外国人及び日本人児童
ごとに教育課程の再構築を図 き続き検討する。 生徒に対するグローバル共生教育の新たな教育研究分野を開発すると同時に、これまでの教
る。 育研究の成果と今後、グローバル共生教育の拠点を形成すべくグローバルＣＯＥの提出に結

びつけた。

【78-2】
社会の要請に応える大学院の構築を目 教育学研究科では、組織改革ＷＧ及び拡大組織改革ＷＧにおいて検討し、栃木県教育委員

指し、教育研究の進展に対応した教育課 会派遣現職教員の修学形態を、２０年入学者から２年間大学で修学できるよう募集要項に記
程を編成するとともに、必要に応じて各 載した。
研究科で学生定員のあり方について引き また、教育職員免許取得プログラムを新設し、免許状を所有していない学生が、教育学研
続き検討する。 究科において高等学校免許状及び特別支援学校免許状を取得できるようにした。

工学研究科では、工学研究科の部局化に伴って、博士課程の改組を行い、前期・後期課程
の学生定員を見直した。

【79】 【79】
博士後期課程の目標を達成す 博士後期課程（工学研究科）の、いわ 「双方向インターンシップ （３単位）を開設し、昨年度４月から施行しており、随時、」

るために、副専門研修を更に充 ゆる“逆Ｔ字型”の人材育成の強化を目 レポートの提出および口述試験を実施し、その内容に基づき単位認定を行う。
実させ、主専門のほかに副専門 指した副専門研修の充実のために 「双 博士後期課程では、社会人学生の割合が増加している状況にあり、実質的な双方向インタ、
を修めた、いわゆる"逆Ｔ字型" 方向インターンシップ」を継続して実施 ーンシップ受講対象学生が減少していることから、実質的な対象学生および指導教員に対し
の人材を育成する。 し、終了後、レポートの提出、口述試験 て個別に説明を実施するなどの実施方針を検討することが必要との結論に達し、次年度以降

等により単位認定する。 に検討することとした。

、 、 、【80】 【80】 国際学研究科では同窓会・有識者懇談会を制度化するとともに ３月に開催し 教育課程
教育の成果を検証するため 引き続き各研究科において教育の成果 進路について適切な批判・提言を得て２０年度以降の改善に資することとした。

に、同窓会や広く社会の識者を を検証するために、同窓会や広く社会の 教育学研究科では「平成１９年度の教育・研究に関わる各委員会・組織における事業成果
含めた評価を行う。 識者を含めた評価を行うとともに、これ について外部評価を受けること」を決定し、３月５日に外部評価委員宛に依頼した。

までの意見・評価等を踏まえて今後の取 工学研究科では工学部・工学研究科教育運営協議会を開催するとともに、機械システム工
り組みについて検討する。 学科において、学科卒業生を対象としたアンケートを実施し、その結果を次年度のカリキュ

ラム等に反映した。
農学研究科では「平成１９年度農学部運営諮問会議」を１１月に開催し、意見・提言を受

けた。
今後の取り組みとして、２０年度に教育企画会議に大学院プロジェクトを立ち上げ、大学

院設置基準改正に伴う大学院教育の見直しを各研究科の進捗状況の報告を中心に全学的な方
針を明確にすることとした。

【81】③学生収容定員
【81】 年度別学生収容定員は別表２のとおり

中期目標の期間中の各年度の とする。
学生収容定員を別表に記載。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

① 学士課程のアドミッション・ポリシー
・多様な選抜方法により、専門分野に適性があり、目標をもって意欲的に学ぶことのできる学生を確保する。
・多様な学生集団がもたらす教育効果を高く評価し、社会人や留学生を積極的に受入れる。

② 学士課程の教育課程中
・全学共通教育と学部専門教育の目標を明確にし、学生の特性や興味関心に配慮した教育課程を編成する。

③ 学士課程の教育方法
・各授業科目の目標を明確にし、学生の特性も考慮しながら、適切な授業形態をとるとともに、国際的な通用性も視野に入れた教育方法を絶えず考究する。

④ 学士課程の成績評価
・厳正で適切な達成度評価法を開発し、実践する。期

⑤ 大学院課程のアドミッション・ポリシー
・専門分野に適性があり、高度な学習と研究に意欲的に取り組むことができる学生を確保する。
・多様な学生集団がもたらす教育効果を高く評価し、社会人や留学生を積極的に受入れる。

⑥ 大学院課程の教育課程
、 、 、 、目 ・修士課程及び博士前期課程にあっては 高度専門職業人の育成の観点から 高度な専門性をもって 諸課題を創造的に解決する能力を育む教育課程を編成し

継続的にその充実を図る。
・博士後期課程にあっては、専門分野の高度化はもとより、幅広い柔軟な発想と創造性を培う教育課程を編成する。

⑦ 大学院課程の教育方法
・国際的な通用性を念頭におきながら、実践的な教育方法を積極的に導入するとともに、複数の教員による指導体制を充実させる。

⑧ 大学院課程の成績評価標
・厳正で効果的な達成度評価法を開発し、実践する。

⑨ 教育方法の改善
・ＦＤ(Faculty Development)を実施し、教育内容の質の向上と改善に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【82】（２）教育内容等に関する目標
アドミッション・ポリシーに沿った学 高等教育に関する専門家を外部から招聘し、入学者選抜方法に関する学習会を開催し、現を達成するための措置

生の受入となっているか検証するととも 在検討中の入学者選抜方法の一層の改善に関する検討の一助とした。また、入学者選抜要項①学士課程の入学者選抜の具体
に、役員連絡会が策定した「平成２０年 及び各学生募集要項を志願者の立場からより見易くするため大幅にレイアウトを変更すると的措置

【82】 度以降の入学者選抜方法の検討における ともに、各冊子のデザイン性の充実に努めた。
アドミッション・ポリシーに 留意事項」に基づき、アドミッション・

ふさわしい入学者選抜方法を、 ポリシーにふさわしい入学者選抜方法を
少子化や多様化等の社会の変化 引き続き検討する。
に応じて構築する。

【83】 【83-1】
本学のガイダンス機能を強化 学生募集の対象となる受験者層が求め 高校生向けホームページの充実を図ることにし、まず工学部で公開した。

するとともに、高大教育連携協 ている情報等ニーズを踏まえ、入学者選 オープンキャンパスについては従来からの夏季全学合同実施のほか、新たに工学部（１１
議会等を通じて高等学校側と意 抜方法以外に修学・生活に関するガイダ 月）及び農学部（１２月）が独自のオープンキャンパスを実施した。また、広報活動資料と
思疎通を図り、入学者選抜方法 ンスを実施する。 して、選抜状況、カリキュラム、免許・資格、進路、生活状況等について、それぞれＡ４版
の改善に役立てる。 １枚程度の簡潔で的確且つ体系的な学部別の説明資料を作成し、広報媒体として学生募集に

関する広報活動に活用した。

【83-2】
本学入学生に対する志望動機に関する オープンキャンパスの来場者、教育学部授業見学会参加者及び新入生に対して、進学に関

アンケート結果を踏まえ、修学・生活に する意識調査を毎年実施しており、受験生の意識調査、受験生への情報発信及び入学者の受
関するガイダンス機能の強化に努めると 入に関する対処方法の検討等を継続的に行なった。こうした調査結果等を踏まえ、修学・学
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共に、受験生に求められる情報をより分 生生活等についてのガイダンス機能を強化し、受験生が求めている情報をわかりやすくホー
かりやすくホームページに反映する。 ムページに公開するとともに、オープンキャンパス又は授業見学会の実施内容、各学部の教

育、研究スタッフ及びその分野・業績等、ホームページの充実等を含めて紹介ツールの充実
に努めている。

【83-3】
、 、大学の使命、キャッチフレーズ及びア 大学の理念と目標 キャッチフレーズ及びアドミッション･ポリシーを公式ホームページ

ドミッション・ポリシーについて、広報 宇都宮大学案内UU GUIDE BOOK、選抜要項及び募集要項に掲載し、大学の求めている学生像
誌の発行等により学内外に広く浸透を図 を明確にするとともに、学内外に広く浸透を図った。なお、公式ホームページのURL及び携
る。 帯サイトのQRコードを上記広報誌等の他UU now及びUU DATA BOOKに掲載した。

また、２０年度入学者選抜に向けて入学者受入に関係する広報担当部局、各学部代表教員
等から成る全学の学生確保戦略検討ＷＧを設置し、全学統一的広報活動の方法論の検討と広
報活動の計画を策定・実施し、受験生、その父兄及び高校の指導教員等を対象とした、宇都
宮大学のアウトラインを広く周知するためのリーフレットを作成し(当初５,０００部、増刷
７,０００部)、広報用ツールとして広報範囲の拡大のために配布した。さらに、関東以北の
地域に広報活動の広報拠点校を設定し、全学広報活動の指針とするとともに、１２月及び２
月の２回に渡り資料送付した。

【83-4】
高校訪問を積極的に展開するととも 栃木県高大教育連携協議会（１０月）及び高大連携協議会企画専門部会（２月）を開催す

に、高大教育連携協議会等を通じて高等 るとともに、広報拠点校へ定期的に情報提供を行い、高等学校の生徒を対象とした進学相談
学校側と継続的に意思疎通を図り、高校 会（８７回 、出張講義（１０８回）及び高校生への授業公開（５３科目 、授業見学会（教） ）
生への授業公開を進め、本学のガイダン 育学部１０月 、アグリカレッジ（農学部５月～９月）等を前年度に引き続き実施し、高等）
ス機能を強化する。 学校側と継続的に意思疎通を図った。また、栃木県高等学校長会会長及び支部理事とオープ

ンキャンパス及び大学説明会について意見交換を行い、２０年度からは県北及び県南地区に
おいて、新たに大学説明会を開催することを決定した。

農学部では、１２月に、近隣都県の高校生（１３校９２名）と農学部学部学生及び院生に
よる研究情報交換会を開催した。

【84】 【84】
社会のニーズを調査検討し、 社会人入学者に対してアンケートを実 社会人特別選抜に関して、社会人特別選抜入学者及び放送大学学生に対してアンケート調

長期履修制度を活かすなど、社 施し、ニーズを調査して分析する。 査を実施し、社会人の修学意欲の方向性及び修学上で期待している事項を確認できたので、
会人の入学を一層促す方策を講 調査結果を踏まえて社会人入学の積極的促進に向けて引き続き検討していくこととした。
じる。

【85】 【85-1】
学習・生活支援体制やインタ 公式ホームページの充実を図り、また 公式ホームページを見やすくするなど変更及び更新を行った。また、英文ホームページに

ーネットを利用した大学案内を 英文ホ－ムペ－ジについても公式ホーム ついても大幅な見直しを行い内容を充実するとともに、留学生の受け入れ拡充を図った。
充実させることによって、留学 ページに準じて充実させ、留学生の受入 工学部では、高校生向けホームページを充実させ１月にプレス発表した。
生の受入れを拡充する。 れ拡充を図る。

【85-2】
質の高い留学生を確保するため 「日 留学生センター教員、学部代表教員等で宇都宮大学渡日前入学制度検討ＷＧを立ち上げ、、

、 、 、本留学試験を利用した渡日前入学」の充 先進事例の確認 他大学の実施状況の把握及び本学における現状の課題の整理を行い 今後
実を図る。 日本留学試験の更なる有効活用、日本留学中の住環境の整備、修学上の生活支援及び卒業後

の就労等、留学し易い受入環境について引き続き研究し、外国人留学生の受入拡大に向けて
方策を検討することとした。

【86-1】②学士課程の教育課程編成の具
初期導入教育、リテラシー教育及び教 共通教育英語の外部評価委員会を設置し、３回の会議及び２回の本学授業・施設の視察を体的措置

【86】 養教育のカテゴリーを基本にした教育課 経て、３月に外部評価委員会から報告書が提出された。
全学共通教育において、学ぶ 程を充実するために外部評価を行い、共 また、２月１日に寺崎昌男氏を招聘し、共通教育に関するＦＤ講演会「大学改革、教養教

ことの意義と方法を習得するた 通教育センターで授業科目の改善・精選 育そしてＦＤ」を開催した。
めの初期導入教育、現代社会に を更に進め 学生の積極的な履修を促す さらに、情報処理基礎に関しては、情報処理基礎専門部会において、２０年度前期中を目、 。
必要なリテラシーを学ぶための 途に、授業内容の検討を行うこととなった。理系基礎科目においては、茨城大学理系基礎教
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リテラシー教育、幅広く深い教 育改革リーダー格の教員と面会し、改革の方法および状況について情報を得て、本学におい
養を身につけるための教養教 ての理系基礎教育の在り方について情報交換を行うなど、学生が積極的に履修するための検
育、という３つのカテゴリーを 討を行った。
基本にして教育課程を編成し、
内容の充実に努める。 【86-2】

「大学コンソーシアムとちぎ」によっ １９年度は大学コンソーシアムとちぎ登録授業科目として５８科目、オリジナル授業科目
、 。 、 、て開講されている科目を本学の共通教育 として５科目開設し 学生に積極的な履修を促した また ２０年度開講の授業についても

科目に採り入れ、学生への周知を図り積 募集ガイドを作成するとともに、大学コンソーシアムとちぎのホームページへ掲載し学生の
極的な履修を促す。 履修を促した。

【86-3】
引き続き、学外（企業等）の教育力を 引き続き学外者等の協力を得て、１１授業科目を開設した （１９年度新規開設科目：異。

導入して 教育課程の内容の充実を図る 文化トレーニング）また、より一層の充実に向けて、新たな授業科目「実践・宇都宮のまち、 。
づくり」を宇都宮市の協力を得て準備・検討を行い、２０年度開講することになった。

【87】 【87】
学部の専門分野ごとに実践的 学部の専門分野ごとに実践的専門性を 国際学部では、グローバルな国際社会に対応するコア・カリキュラムとして「国際市民社

専門性を培うためのコア・カリ 培うためコア・カリキュラムの充実を図 会論」を開講した。また、ＦＤ研究会を開催して教務委員会基礎科目検討ＷＧの活動報告を
キュラムを編成して、内容の充 る。また、その実施についてＦＤ活動を 行うとともに、カリキュラムの変更に関する意見集約を行った。
実を図るとともに、学生の興味 行って個々の授業内容の充実を図る。 教育学部では、２０年度から教育実践インタ－ンシップを、学部共通科目（３、４年生、
関心に応じた柔軟な履修方法を 必修選択、２単位）として立てることを決定した。
提供する。 農学部では、コアカリキュラム科目の「農業と環境の科学」(前期)と「生物資源の科学」

(後期)の授業評価の結果を２月中にとりまとめ、２０年度の講義運営に生かすこととした。

【88】 【88】
入学後の学生の進路変更を可 １７年度に実施済みのため、１９年度

能にするため、転部・転科制度 は年度計画なし。
を柔軟に運用できるように見直
し、実施する。

【89】 【89-1】
大学院進学者の多様化に対応 各学部・研究科で大学院進学者の多様 大学設置基準の一部改正に基づいて１２月～２月の教務委員会で学則及び学部履修規程を

するため、学部教育と大学院教 化に対応するため、大学院設置基準の一 改正し、学部教育の目的を明確化した。また、教育学研究科では学生に教育職員免許状の取
育の役割を改めて明確にし、必 部改正に基づいて、学部教育と大学院教 得の所要資格を取得させることを目的としたプログラムを大学院規程に定めた。学部と大学
要に応じて学部専門教育課程を 育の役割を改めて明確にする。さらに大 院の一定の単位互換は４学部とも実施している。
見直す。 学院と学部との単位互換等、必要に応じ

て学部専門教育の履修のあり方を検討す
る。

【89-2】
工学研究科博士後期課程における定員 募集要項・パンフレット等の郵送体制から、学外出向体制に転換して募集活動を展開して

未充足の要因の検討結果を踏まえて更な きた結果、２月２２日現在で２０年４月入学者は２４名である。４月４日で１１２名の在籍
る充足率の向上を図る。 者となり、定員充足率は１１３.１％である。

なお、ベトナム大学教員の博士後期課程への受入体制は整っているが、先方の事情により
２０年１０月入学を目指している。

【90-1】③学士課程の教育方法の具体的
シラバスなどの授業計画書をさらに充 入力されたシラバスの記入内容について、１月及び２月に事務的に修正点をチェックし、措置

【90】 実し、目的にそった履修ができるよう学 シラバスの充実を図り、３月３日にホームページに公開した。
シラバスなどの授業計画書を 習支援を強化する。 また、農学部においては、編入学試験合格者への入学までの指導として、単位読替（既修

充実して学習支援を強化すると 得単位認定）に関するガイドなど関係資料の早期送付などを実施した。
ともに、全学共通教育と学部専
門教育のコア・カリキュラムに
ついては単位制度の理念の徹底 【90-2】
を図るなど、教育効果の向上に 学生の自学自習を促すために設置した マルチメディア教室の語学機材を利用した授業（前期６科目、後期６科目）を実施した。
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努める。 学内情報端末及びその活用のために整理 また、１７年度に導入したMoodle（コースマネジメントシステム）の活用方法の改善を図る
した語学教育等システムの活用状況を検 ために「Moodle活用セミナー」を２月２９日にＦＤの一環として実施した。
証し、活用方法の改善を図る。

【91】 【91-1】
APSIA (Association of Prof 国際学部では、APSIA(Association of 国際学部同窓会の寄付により、学内外からの要望が強い外国語特別講義（ポルトガル語）

essionalSchools of Internati Professional Schools of Internation Ⅰ、Ⅱを２０年度より開講する。
onal Affairs）やJABEE (Japan al Affairs)を視野に入れた教育カリキ また、ＡＰＳＩＡを視野に入れ、英語による授業科目を１６科目開講し、引き続き拡大を
Accreditation Board of Engi ュラムの編成を引き続き検討する。 検討する。

neering Education)などを視野
に入れた教育方法を取り入れ
る。 【91-2】

工学部では、各ＪＡＢＥＥ(Japan Acc 本年度、建設学科建設工学コースは１０月にJABEE認定中間審査を受審し、機械システム
reditation Board for Engineering Ed 工学科は１１月にJABEE認定審査を受審し、追加説明書と改善報告書を提出した。
ucation）受審プログラム単位でのJABEE また、建設学科建築学コースでは、来年度の中間審査に向けて、２００６年度受審時に指
対応を進める。このうち、建設学科建設 摘のあった事項について改善を進めるなど鋭意準備中である。応用化学科においても、
工学コースでは１９年度中間審査に向け ２００８年度JABEE認定に向けて準備中である。
て、また、建設学科建築学コースでは平
成１８年度ＪＡＢＥＥ受審をふまえ、そ
れぞれ教育内容及び体制の充実に努め
る。

【91-3】
農学部では、ＪＡＢＥＥプログラムの 農業環境工学科は２０年度、森林科学科は２１年度の継続審査に向けそれぞれ教育システ

認定を受けている農業環境工学科は２０ ムの改善に努めた。
年度、森林科学科は２１年度の継続審査
に向けそれぞれ教育システムの改善に努
める。

【92】 【92】
インターンシップなど実践的 インターンシップなど実践的な教育の ３回の「インターンシップ推進協議会」及び２回の「学校担当者打合せ会議」に参加し、

な教育の場を拡充する。また、 場を拡充する。また、その充実のためよ 産学の連携を深めた。また、学部との連携の下に、インターンシップガイドブックを作成し
その充実のため産学が連携して り一層の産学の連携を図る。 た。
教育プログラムの開発を行う。 ハイパーキャンパス等を利用して、約２２０名の学生がインターンシップを行い、職業観

の醸成等、キャリア形成の構築に努めた。
、「 」、 、「 」、国際学部では 国際学インターンシップ 教育学部では 教育実践インターンシップ

工学部では 「実務体験型インターンシップ（プログラム３０件 」及び「専門知識実践型、 ）
（ ）」 、 、 、インターンシップ プログラム２件 を実施し 農学部では インターンシップの各学科

講座の受け入れ先の窓口を一本化して共有の情報とした。

【93】④学士課程の成績評価の具体的
学科、課程（講座 、及び全学共通教 「宇都宮大学におけるＧＰＴ・ＧＰＡ制度の取扱いに関する要項」を制定し、教員向けに措置 ）

【93】 育の専門領域ごとの教員団が、各授業科 「ＧＰＴ・ＧＰＡ制度についてのＱ＆Ａ」を作成した。
学科、課程（講座 、及び全 目の達成目標にふさわしい達成度評価法 また、学生向けにＧＰＴ・ＧＰＡ制度の内容を２０年度履修案内に記載するとともに、シ）

学共通教育の専門領域ごとの教 と基準を引き続き組織的に考究するとも ラバスに成績評価基準を記載した。
員団が各授業科目の達成目標に に、その成果は学生に公表する。 ※ＧＰＴ(Grade Point Total)
ふさわしい達成度評価法と基準
を組織的に考究するとともに、
その成果は学生に公表する。

【94】 【94】
ＧＰＡ (Grade Point Averag ＧＰＡ(Grade Point Average)を基本 前期の成績評価において 「秀」を加えた成績評価の試行を実施し、その結果を踏まえ、、

e)を基本にした総合的達成度評 にした達成度評価法を試行し、本実施に ９月～１０月にＧＰＡ実施準備ＷＧにおいて「ＧＰＴ・ＧＰＡ制度についてのＱ＆Ａ」を作
価法を開発し、試行する。 向けた評価を行う。 成した。また、ＧＰＴ・ＧＰＡ制度に係わる成績評価の取扱いについて各学部履修規程の一

部改正を行った。
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【95-1】⑤大学院課程の入学者選抜の具
、 。 、体的措置 各研究科でアドミッション・ポリシー 農学研究科では 出願し易いように第２次募集の時期を１月から１２月に変更した また

【95】 に沿った学生の受入となっているかどう 工学研究科では、ベトナムの大学の優秀な教員をアドミッションポリシーに沿って受け入れ
各研究科のアドミッション・ かを検証するとともに、ポリシーにふさ るべく、研究科所属の各教員の専門とマッチングするような学生募集に着手した。

ポリシーを明確にした上で周知 わしい入学者選抜方法を引き続き検討す
徹底し、社会人や留学生などに る。
も配慮した、効果的な入学者選
抜方法を取り入れる。 【95-2】

引き続き社会人や留学生などにも配慮 国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生とともに、ＪＩＣＡ留学生支援事業による留学
した、効果的な入学者選抜方法の改善を 生に対しても、各研究科の選抜方法に応じて筆記試験を免除できることとし、出願し易い工
図る。 夫をした。また、教育学研究科では、社会人に配慮した選抜方法（Ｂ方式）の実施を拡大充

実するとともに、教育職員免許取得プログラムを導入した。

【92-3】
留学生の大学院進学及び入学を一層促 国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生及びＪＩＣＡ留学生支援事業による派遣留学生

すために、外国人留学生特別選抜試験制 など外国人留学生の本学各研究科への出願環境に応じた入学試験の一部科目の減免措置を講
度を各研究科で引き続き見直す。 じ、出願し易い工夫をした。

【96】 【96】
教育課程を改善し、社会人や 社会人や留学生を積極的に受入れるた 国際学研究科博士後期課程において、ＴＶ会議システムを導入し、仕事等の都合で授業に

留学生を積極的に受入れる。 めに、各研究科の教育課程の改善を引き 出席できない社会人、留学生の教育に対応している。また、博士後期課程の概要を説明した
続き推進する。 英文コースカタログ２００７年を作成し、海外交流協定校に配布し、留学希望者の便宜に供

した。
教育学研究科では、教育職員免許状を持たない大学院入学者のために免許を取得できる制

度を２０年度入学者から導入することにした。

【97-1】⑥大学院課程の教育課程の具体
授業計画のシラバス（及び研究指導計 研究指導の方法及び内容並びに１年間の研究指導の計画について、研究指導計画書の申合的措置

【97】 画書 を充実して 学習支援を強化する せ及び各研究科の様式を定め、次年度以降これを使った指導を行う予定である。） 、 。
、 、修士課程及び博士前期課程に 国際学研究科では 博士後期課程について記載した英文コースカタログ２００７を作成し

あっては、精選した専門授業科 ＨＰ上で公開し、留学希望者に便宜を図っている。
目を中心に教育課程を編成して また、教育学研究科では、シラバスを点検し、規程集と分冊して読みやすく改善すること
その内容の充実を図るととも を決定した。
に、少人数の実践的な教育の場
を通じて、創造性と課題解決能 【97-2】

、 、 、力を育成する。 教育上の目的を達成するために精選し 国際学研究科では 全ての授業科目において 講義と演習を併用した少人数教育を実施し
た専門授業科目を中心に教育課程を編成 創造性と課題解決能力の育成をしている。
してその内容の充実を図るとともに、少 教育学研究科では、特定の課題についての研究成果を学位論文と同列に扱うことにより、
人数の実践的な教育の場を通じて、創造 幅広い教育成果を期待できるようにした。
性と課題解決能力を育成する。 工学研究科では、大学院課程における特別研修、特別実験が、創造性と課題解決能力の育

成に寄与している。
農学研究科では、ゼミ（少人数）教育や特別研究（修士論文のプレゼンテーション）を通

じて、農学研究に関する課題設定能力（創造性）と課題解決能力を養成している。

【98】 【98】
、 （ ）、外国語による授業を拡大す 外国語による授業を拡大する。 英語による授業として 共通教育科目において４科目 英語コミュニケーションⅠなど

る。 国際学部専門科目において１２科目（英語会話、比較文化論、イギリス文化論など）実施し
た。

【99】 【99】
博士後期課程にあっては、副 工学研究科博士後期課程にあっては、 工学研究科では、双方向インターンシップの実施状況を調査し、実施に当たっての問題点

専門研修を充実させる。 副専門研修を充実・強化するために双方 を調査することを検討することとした。
向インターンシップを推進する。

【100】⑦大学院課程の教育方法の具体
１８年度に実施済みのため、１９年度的措置
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【100】 計画なし。
ＡＰＳＩＡなどを視野に入れ

た教育方法を取り入れる。

【101】 【101】
インターンシップなど実践的 インターンシップなど実践的な教育の ３回の「インターンシップ推進協議会」及び２回の「学校担当者打合せ会議」に参加し、

な教育の場を拡充する。 場を拡充する。また、その充実のため産 産学の連携を深めた。また、学部との連携の下に、インターンシップガイドブックを作成し
学のより一層の連携を図る。 た。

国際学研究科では 「国際学臨地研究」の中でインターンシップを実施している。、

【102】 【102】
学位論文の研究指導に複数の １８年度に実施済みのため、１９年度

教員による指導体制を充実させ 計画なし。
る。

【103】⑧大学院課程の成績評価の具体
シラバスに明示した各授業科目の達成 １９年度シラバスの見直しを行い、２０年度のシラバスの更なる充実を図った。的措置

【103】 目標及び評価基準を検証し、更なる充実
全学的な基本方針のもとに、 を図る。

関連する教員団が各授業科目の
達成目標にふさわしい達成度評
価法と基準を組織的に考究する
とともに、その成果は学生に公
表する。

【104】 【104】
ＧＰＡを基本にした総合的達 教育企画会議でＧＰＡを基本にした総 大学院でＧＰＡを実施している大学(静岡、香川、山口、九州工業大学)の実施状況および

成度評価法を開発し 試行する 合的達成度評価法について、先行事例を 問題点について、１２月に調査研究を行いその結果を３月の教務委員会に報告した。、 。
中心に引き続き調査研究する。

【105】⑨教育方法の改善の具体的措置
【105】 引き続き各教育課程のＦＤを学部・学 国際学部・国際学研究科、教育学部・教育学研究科及び農学部・農学研究科では、教授会

各教育課程のＦＤ（Faculty 科・研究科ごとに実施し、教育内容の充 前後にＦＤ学習会等を開催し、カリキュラム改革等について意見集約を行った。
Develop-ment)を学生の授業評 実と質の向上の改善を図る。 工学部・工学研究科では各学科JABEEに向けた教育プログラムの整備と併行して、ＦＤを
価等を踏まえて定期的に実施 継続して実施した。
し、教育内容の充実と質の向上
改善に努める。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

③ 教育の実施体制等に関する目標

①教職員等の配置
・教育目標を達成するために、教職員を適切に配置する。中

②教育環境の整備
・教育のための施設・設備を整備充実させる。期

③教育の質の改善のためのシステム
・大学が教育の責任を果たす観点から、教育の質の改善を図るための学内組織を整備するとともに、開かれた大学として、社会の要望を反映する。目

④内外の高等教育機関との連携
・国内外の高等教育機関と教育面での連携を強化し、本学の教育の充実に役立てる。標

⑤学部・研究科の特色を活かした教育
・学部・研究科の特色を発展させるため、その充実に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

地理関連科目、哲学関連科目については、国際学部と教育学部との間で相互乗り入れを実（３）教育の実施体制等に関す （３）教育の実施体制等に関する目標を
施した。教育学部では６月に授業負担平準化検討チームを設置し、授業負担の平準化についる目標を達成するための措 達成するための措置
て検討したほか、農学部においては授業内容について応用生物学講座の担当部分を植物生産置 ①適切な教職員等の配置に関する具体的
学講座が代わりに補うこととしたなど、各学部とも授業のあり方と教員配置には工夫してい①適切な教職員等の配置に関す 措置

【106】 る。る具体的措置
【106】 教育企画会議及び教務委員会で、学部 また、工学研究科では 「部局化」の取組の一環として、大学院授業科目の授業担当と専、
教育の充実のために、教職員 間相互乗り入れ可能科目、授業負担など 攻内構成について検討を行い、工学部教員の所属がすべて工学研究科に移行し各専攻への再

を適切に配置する。 を考慮して、専任教員の授業担当のあり 配置が行われるとともに今後の教員の配置と授業担当のあり方については検討を継続して、
方を見直す。 学科（系）内人事を進めている。

【107】 【107】
非常勤講師の配置に関する基 「行政改革の重要方針」(平成１７年 ９月の教育企画会議において、２０年度非常勤講師時間数配分について基本方針の見直し

本方針を策定し、実施する。 １２月２４日閣議決定）において示され を行った。これに基づいて、２０年度は４学部では１８年度水準を維持するが、共通教育で
た総人件費改革の趣旨を踏まえ、１６年 は、常勤教員授業担当推進により４コマ減とする一方で、退職教員不補充に係わる９コマ増
度～１８年度に実施した本学の非常勤講 を手当することとした。
師削減計画の実施結果を検証し、教育企
画会議において、再度非常勤講師の配置
に関する基本方針の見直しを行う。

②教育環境の整備に関する具体 ②教育環境の整備に関する具体的な措置
【108】 ２０年２月にＧＰＡに対応した教務情報システムの機能強化が完了した。的な措置

【108】 ＧＰＡ(Grade Point Average)制度導
学生の教務等情報のファイリ 入の試行に伴い、教務情報システムの機

ングシステムを整備する。 能強化を図る。

【109】 【109】
附属図書館の蔵書及び施設・ 附属図書館の教育支援を一層強化する シラバス掲載図書を本館５７９冊、分館８７冊の計６６６冊を受け入れた （２０年３月。

設備の計画的充実を図る。 一環として、シラバス掲載図書の整備を 末現在、本館６,４０３冊、分館１,０６２冊の計７,４６５冊）
始めとする学生用図書の一層の充実を図 １９年度学生選書ツアーを１０月１８日に実施し 公募で選んだ学生９名が市内の書店、
るために必要な経費を配分し、学生が直 で２２８冊を選書した。
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接選書するシステムを確立するととも 本学教員著作物コーナーを充実させる観点から、１９年４月１２日に、全職員に対し寄贈
に、本学職員の著作物を収集し、充実を 依頼した結果、７２冊の寄贈があった （２０年３月末現在、５１４冊）分館の学習環境改。
図る。また、工学部分館の施設・設備の 善等の一環として、書庫内の除湿器、椅子の更新及び冷暖房設備の更新を行った。
老朽化を計画的に改修・整備する。

【110】 【110】
既設のＣＡＮＳ（Campus Adv Moodle コースマネジメントシステム CANSのe-ラーニングの老朽化により、Moodle（コースマネジメントシステム）を活用した（ ）

anced Network System)を中心 を中心にした教育情報基盤を活用し、教 教育支援を充実するため、Moodle活用方法に関する講習会を２月２９日にＦＤの一環として
にした教育情報基盤を整備し、 育支援の効率化を図る。 実施した。
充実させる。

【111】 【111】
実践的教育（実験、演習、実 昨年度実績に引き続き、実験、演習、 共通教育に関する教室のプロジェクターを更新した。国際学部では、イメージラボ教室の

技、実習等）のための施設設備 実技、実習等の実践的教育のための施設 ＰＣ等を更新した。教育学部のＡ棟、Ｄ棟及び工学部総合研究棟を改修し、教室、実験室の
を充実させる。 及び設備を充実させる。 施設及び付帯設備面の向上を図った。農学部では、教材の製本に利用するために、ドキュメ

ントスキャナー、穴あけ式製本機を整備するとともに、卒業論文及び修士論文のプレゼンテ
ーションに利用するために、３１０５教室にスクリーン、プロジェクタを整備するなど学習
教育環境を充実した。

【112】 【112-1】
教室などの学内共同利用施設 教室などの学内共同利用施設の有効利 共通教育Ｄ棟１教室、教育学部７教室、農学部１教室に空調設備を設置した。

の有効利用に努めるとともに、 用に努めるとともに、学習に適した環境 工学部では、オプティクス教育研究センターの設置に伴い、工学部内の施設を提供し、さ
学習に適した環境の整備と機能 の整備と機能の充実を図る。 らなる有効利用に努めるとともに、設備面での充実を図った。また、応用化学科では、学科
の充実を図る。 内共同利用の部屋を拡大し、その部屋をプロジェクト研究のために利用した。

【112-2】
１８年度に策定した「施設点検・評価 １９年度においては農学部１５号館北棟について利活用状況を調査した。なお、基準に満

基準」を基に、順次施設の利活用状況の たない実験室等については、環境・施設整備委員会の専門委員会である施設点検・評価部会
点検・評価を行い、結果を公表するとと 委員による実地調査を実施し、その結果を踏まえて環境・施設整備委員会において施設改善
もに、基準に満たない施設についてはそ 計画書を作成した （資料：別紙１）。
の有効利用と適正な管理の具体案を環境
施設整備委員会で検討する。

【113】 【113】
課外活動を一層促すために、 課外活動施設や設備の改善計画を策定 １２月の学務委員会で課外活動施設・設備の改善計画を策定するとともに、陸上競技場西

施設・設備を充実させる。 すると共に、陸上競技場西側防球ネット 側防球ネットの新設、工学部体育館の耐震改修、更衣室及びシャワー設備改修、武道場内ト
新設、第１体育館床・シャワー設備の改 レーニング室の器具の修繕、プールのコースロープの更新のほか、陸上競技場及びテニスコ
修に段階的に着手する。 ートの部分補修を行った。

③教育の質の改善のためのシス ③教育の質の改善のためのシステムに関
テムに関する具体的措置 する具体的措置

【114】 【114】
教育研究評議会のもとに設置 教育企画会議において、教育の質の改 １２月１７日に全学ＦＤワークショップを開催した。第１部は教育改革・改善支援経費成

した教育企画会議において、本 善の具体的方策について引き続き検討を 果報告会を、第２部は神戸夙川学院大学の松井道男教授による特別講演会「学生を引き付け
学における教育の基本方針を策 進める。 る魅力ある授業とは」を実施した。
定し、効果的に運営する。

【115】 【115】
全学教務委員会、ＦＤを推進 学部・研究科の教務委員会、学科（課 国際学部では、同窓会・有識者懇談会を制度化し、３月に開催し、学部の教育課程、進路

する委員会が中心となり、学部 程 、専攻の教務検討組織と連携するこ について適切な批判、提言を得た。）
・研究科の教務委員会 学科 課 とにより、広く学内外の識者の意見を取 教育学部・教育学研究科では、４月に宇都宮市との連携協議会を開催し、７月に教育学部、 （
程 、専攻の教務検討組織と連 り入れながら、教育の質の向上と改善に 同窓会との懇談会をもち、１２月に教員養成連携協議会を開催し、教員養成など教育学部の）
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携し、広く学内外の識者の意見 努める。 課題について意見を聴取した。
を取り入れ、教育の質の向上と 工学部・工学研究科では、１０月に教職員・学生を対象に「工学部・工学研究科教育運営
改善に努める。 協議会」を開催し、能力の育成、教育成果について検討した。

農学部・農学研究科では、１１月に「平成１９年度農学部運営諮問会議」を開催し、幅広
い見地からの意見・提言を受けた。

【116】 【116-1】
教員の教育評価の基本方針を １６～１８年度に、教育の質の改善を １９年度より 「ベストレクチャー賞」に名称を変更して、１１月３０日に８名によるベ、

策定し、ＦＤと併用することに 図るための一事業として実施した「ベス ストレクチャー発表会を実施した。なお、受賞者や候補者が翌年度に授業見学会やビデオ等
よって教育の質の改善を図る。 トティーチャー賞 について検証を行い による視聴を行うこととした。」 、

教育の質の改善につなげる。

【116-2】
１８年度に実施した教員評価の試行結 各教員から学部長に「教員自己評価書」が提出され、学部教員評価委員会を経て学部長か

果を踏まえ、教員評価を実施する。 ら「平成１９年度教員評価結果報告書」が学長に提出された。

【116-3】
教員の教育評価と結びつくＦＤ活動に 各学部から選出された８名によるベストレクチャー発表会を１１月３０日に実施し、１名

ついて検討する。 のベストレクチャー受賞者を決定した。

【117】 【117】
教員相互の授業評価を段階的かつ継続 ９月の教育企画会議において、各学部で教員相互の授業参観を実施するよう依頼した。ま教員相互の教育評価を含め

的に実施し、教育力の向上を図る。 た、ベストレクチャー賞受賞者や候補者が翌年度開講の授業見学会やビデオ等による視聴をたＦＤを段階的かつ継続的に
行うこととした。推進する。

工学部においては、各学科におけるそれぞれの実施要項等に基づいて、教員相互の授業参
観・相互評価を行なった。

【118】 【118】
学生が積極的に関与する授業 学生による授業評価の内容を吟味しな １９年度も学生による授業評価を実施した。なお、２１年度実施に向けて、１月及び３月

評価を継続的に実施し、教育の がら継続的に実施するとともに、その結 のＦＤプロジェクト会議で授業評価の実施時期、質問内容及び報告書等の見直しを行い、問
、 、 。質の改善に役立てる。 果を教育の質の改善に役立てる。 題点を明確にするとともに 来年度の教育企画会議において 見直しを継続することとした

【119】 【119】
全学共通教育については、総 全学共通教育については外部評価を行 共通教育英語外部評価委員会を３度（１０月１４日、１２月９日、１月１３日）開催し、

合教育研究開発センター（仮 い、その結果を踏え、共通教育センター 共通教育英語外部評価委員の視察及び意見交換を２度（１１月１９日、２０日）行い、３月
称 、留学生センター及び全学 とキャリア教育・就職支援センター、留 に外部評価委員会から報告書が提出された。なお、２月１日に共通教育に関するＦＤ講演会）
教務委員会が連携して内容の充 学生センター及び全学教務委員会が連携 を実施した。
実に努める。 して内容の充実に努める。

④内外の高等教育機関との連携 ④内外の高等教育機関との連携のための
のための具体的措置 具体的措置

【120】 【120-1】 ６月２７日の理事会において 「単位互換に関する包括協定書 「単位互換に関する包括、 」、
近隣の大学等を中心に、高等 大学コンソーシアムとちぎの中心大学 協定書についての覚書」を締結することが了承された。１０月１日付けで締結されたことに

教育の連携組織を整備し、単位 として、同コンソーシアムを通じて実施 より、一層の連携強化が図られることになった。また１９年度の大学コンソーシアムとちぎ
互換やカリキュラム開発研究な する単位互換、カリキュラム開発の充実 連携講座には、他機関から８０名の学生が受講した。
どを通じて、教育の質的、量的 などを通じ、近隣の高等教育機関との一
充実に努める。特に栃木県内に 層の連携強化を図る。
あっては、高等教育連絡協議会
を充実し、一層の連携強化を図 【120-2】
る。 茨城大学、宇都宮大学、群馬大学及び ４大学共同大学院におけるＩＴ人材育成プログラムを１９年度より試行実施した。各大学
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埼玉大学は 「大学院の教育研究に関す の担当は、群馬大学：前後期各２単位（合計４単位：必修（ビデオによる講義 ）と後期２、 ）
る連携」に関する協定を結んでいる。こ 単位（集中授業 、宇都宮大学：前期２単位(講義)、後期４単位(講義)、茨城大学：前期４）
れを踏まえ、工学研究科において、４大 単位（ビデオによる集中講義）を実施し、試験、レポートにより成績判定を行った。なお、
学大学院の連携によるＩＴ人材育成プロ 本年度の試行実施により、e-Learningを実現できるネットワーク環境が整い２０年度より、
グラムを１９年度から実施する。 e-Learningによる遠隔講義を本格的に実施していく予定である。

【120-3】
、 「 」 、茨城大学留学生センターとの共催で 本学において 茨城大学と共催で 留学生の就職 と題してシンポジウムを７月に開催し

「留学生センターシンポジウム」を宇都 パネルディスカッションや留学生センターが抱える問題点等について意見交換を行った。ま
宮大学で開催する。 た、その結果をまとめ、１月に報告書を作成し関係機関に配付した。

【121】 【121】
外国の高等教育機関との教育 外国の高等教育機関において修得した １月１７日の教務委員会で協定校への私費留学については運用できるよう基本方針を策定

連携を質量ともに充実させると 単位の認定を、協定校への私費留学につ し、２０年度から実施することにした。
ともに、修得単位の認定は柔軟 いても運用できるように、学術国際委員
に運用できるようにする。 会と連携し全学教務委員会で実施の具体

化を図る。

⑤学部・研究科の特色を活かし ⑤学部・研究科の特色を活かした教育の
た教育の目標を達成するため 目標を達成するための具体的措置

【122】の具体的措置
【122】 １８年度に実施済みのため、１９年度

国際学部･国際学研究科は､Ａ 計画なし。
ＰＳＩＡの理念と目的である、
政府・民間・非営利の三部門に
おける国際的高度専門職業人養
成に向けて、新設の「国際交流
研究専攻」を中心に、特に市民
レベルの国際交流・国際貢献に
関わる教育研究体制を整備し、
この分野の実践的教育を充実さ
せる。

【123】 【123-1】
教育学部及び教育学部附属 教育学部・教育学研究科は、１７年度 １９年度からスクールサポートセンターを、附属教育実践総合センターの地域連携部門に

「教育実践総合センター」は附 に設置した スクールサポートセンター 統合・再編し、次のような活動の充実を図った。「 」
属学校等及び学外の教育研究機 を「附属教育実践総合センター地域連携 学生が県内の学校等の教育現場を体験し、実践的指導力を身につけるため 「学校等支援ボ、
関と連携し、教員の養成及び研 部門」として統合・再編し、活動の充実 ランディア」などの事業を推進している。
修における実践的指導力の向上 を図る。地域連携部門は、引き続き地域 このほか学校における放課後の学習支援、市町教育委員会が土曜日に行う教室の講師、特
を積極的に支援する活動を推進 連携の窓口として、学校や地域の要請に 別支援教育の支援も行っている。
する。 応えて大学教員や学生を派遣し、学校や また、教育学部が栃木県教育委員会などと連携して行う教職員研修や、校内授業研究の指

地域の教育活動を総合的に支援するとと 導助言者の派遣など、教育学部・教育学研究科による地域連携の窓口事務の業務を行い、３
もに、地域支援と学部・大学院（附属学 月１５日に大学会館において 「大学との連携による学校活性化フォーラム～校内授業研究を、
校園を含む ）の教育・研究との融合・ 元気にする～」を開催し、その中で連携研修事業に関する会議を開催した。。
充実を図る。

【123-2】
教育工学部門（旧教育実践研究部門） 教育工学部門は、教育メディアを活用した学習指導システムの開発研究や教育メディアや

は、e-ラーニングシステムの学部内にお 情報に関する教育実践活動を推進し、学内外における情報教育の推進に努め 学部のe-ラー、
ける利用推進及び地域連携用システムの ニングシステムの維持管理と利用推進を行った結果 データ容量の推移でみると、１８年度、
構築を図る。教育臨床部門（旧教育臨床 の６倍になった。
研究部門）は、地域の子どもや親を対象 教育臨床部門は、教育臨床の面からの地域貢献ならびに学生や現職教員の教育臨床能力の
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にした教育相談、現職教員を対象にした 向上に関する事業を行った。生徒指導研究分野では、内留生を対象に２回講習会「今日の生
」 （ ）。 （ ）、コンサルテーションや研究会、学生や現 徒指導の在り方 を開催 １９名 地域の現職教員を対象に生徒指導について２回 ７４名

職教員を対象にした研究会・講演会など 野外教育について１回（２７名）の講演会を開催した。また、臨床心理研究分野では、子ど
を実施し、学生の教育ならびに地域連携 もや保護者を対象にした教育相談、学校教員を対象にしたコンサルテーションを実施し、現職
を促進する。 教員を対象にした研究会、学生や現職教員を対象にした学習会を休日に実施した。

【124】 【124】
工学部附属「ものづくり創成 ものづくり創成工学センターを中心に 学部の講義として「創成工学実践 「ものづくり実践講義 、大学院の講義として「もの」、 」

工学センター」を中核にして、 「螺旋型工学教育プログラム」の開発整 づくり実践特論」を引き続き実施したほか 「創造性教育科目」として認定した科目に対す、
工学部におけるものづくり創造 備に取り組むため、学部初年度学生を対 る資金などの援助を引き続き行った。
性教育を一層充実させる なお 象とした「創成工学実践」をはじめ、高 また、実施したインターンシップ報告会での審査に基づき単位認定を行った結果、今年度。 、
工学研究科の特色である副専門 学年における創造性教育を目的とした工 の認定総数は 「実務体験型インターンシップ」が３０件 「専門知識実践型インターンシ、 、
研修制度の一層の充実を図る。 学部の共通専門科目の一層の充実を図 ップ」が２件であった。

る。また 「実務体験型インターンシッ 支援を行ったプロジェクト創作活動について、１２月５日に成果報告会を実施した。、
プ」を充実させると共に、博士前期課程 今年度は、５ヵ年計画で実施している「螺旋型工学教育プログラム」の開発整備事業の中
の学生を対象とした「専門知識実践型イ 間年(３年目)に当たるため、事業全般に関して、外部有識者による中間評価を実施した。
ンターンシップ 、博士後期課程の学生」

「 」を対象とした 双方向インターンシップ
を拡大する。さらに、プロジェクト創作
活動を一層活性化するための支援を行
う。以上の教育プログラムの実施にあた
り、これまでに導入した設備の効率的活
用に努める。

【125】 【125】
、 「 」、農学部・農学研究科は、建学 農学部で１８年度から実施しているコ コア授業科目については 前期に２科目開講していたものを前期に 農業と環境の科学

以来の実践的・体験的農業教育 ア科目・コア実習の開講期を見直し、前 後期に「生物資源の科学」を実施するとともに、コア実習については、実習内容を一部変更
の伝統を受け継ぎ「現場から発 期・後期に実施するなど内容の充実を図 して実施した。インターシップ科目も全学科で授業科目として開設した。
想し、現場に貢献する農学の創 る。また、インターンシップ科目を全学 連合農学研究科では、課程制へ移行し、教育プログラム及び研究指導の実施により、体系
造」をモットーに教育を一層充 科で授業科目として開設する。連合農学 的なカリキュラムのもとで、高度な専門的知見を有する研究者・技術者を養成した。また、
実させるとともに、博士課程に 研究科（博士課程）では、新時代の大学 ３専攻から５専攻に改組し、単位制により教育プログラムに基づく研究指導を計画的、段階
ついては東京農工大学大学院連 院教育として多様な講義を受けることの 的に進めた。さらに 「国際会議等援助金」の援助候補者を選考し、設置された「キャリア、
合農学研究科博士課程を維持 できる課程制へ移行し、専攻の改組と単 パス支援センター」におけるメンター候補者、プロジェクト・アシスタント候補者を推薦し
し、一大学では期待しがたい分 位制を導入する。栃木県内農業関係高校 た。大学院教育改革支援プログラム」として液晶モニタ等の備品を整備するとともに、学生
野、特に、生物資源に関わる諸 との連携教育として行われている「アグ が海外フィールド実習、国際学術情報収集等の事業に参加した。
分野を中心に創造的に活躍でき リカレッジ」は引き続き実施し、農業や 県内の農業関連高校を対象にアグリ支援機構の高大連携事業としてアグリカレッジ（農業
る実践的な高度専門職業人及び 農学への関心を高めてもらう。 と科学する）を５月から９月までの延べ１２日間開講し、７校から４１名が受講した。
研究者を育成する。 また、１２月の農学部オープンキャンパスの午後に行われた高校生－大学生研究情報交換

会「ファシリテーション体験・演習」により、高校生と大学生の双方の意見交換と大学生に
指導的役割を体験させる有意義な研究発表会を行い双方から大変好評だった。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

① 学習支援の基本方針
中 ・学生の特性に応じた、きめ細かな学習支援体制を構築し、実践する。
期 ② 生活支援の基本方針
目 ・学生の生活に関する事案に応じた、きめ細かな支援体制を構築し、実践する。
標 ③ 就職支援の基本方針

・学生の就職支援体制と支援業務を充実させる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（４）学生への支援に関する目 （４）学生への支援に関する目標を達成
標を達成するための措置 するための措置

①学習支援に関する具体的措置①学習支援に関する具体的措置
【126】 【126-1】

附属図書館、メディア情報基 附属図書館本館は、年末年始及び図書 利用者に配慮した図書館づくりの一環として、従前から峰地区に限定して、土・日曜開館
盤などの学習支援環境を組織的 館整備に伴う休館を除き、全日開館し、 を実施しているが、今年度は、試験期間中の土・日曜について、試験開始１週間前から試験
かつ効果的に充実させるととも 学生の自主的学習環境を提供する。 開始後１週間の計２週間については、開館時間を２時間延長し１９時閉館とした。
に 教員の指導のもとにＴＡ (T 開館時間を延長した土・日曜（延べ９日間、祝日１日を含む ）利用者は次のとおりであ、 。
eaching Assistant)、チュータ る。
ー等を活用して、学習を支援す １８年度 ５,３２１名（１日平均５９１名）
る体制を強化する。 １９年度 ６,３２５名（１日平均７０２名）

【126-2】
附属図書館は、引き続き教育・学習支 １９年５月３０日から６月２８日の期間に、新入生を対象に共通教育科目の「情報処理基

援の一環として 「情報処理基礎」の授 礎 （１６コマ）の授業の中で図書館職員が中心となって図書館リテラシー教育（文献検索、 」
業の中で、図書館職員が中心となって学 の実習等）を行った。
術情報リテラシー教育を行う。

【126-3】
附属図書館は、学生の自主的学習環境 キャリア教育・就職支援センターの専任教員と図書館職員の間でキャリア教育関係図書の

を支援する一環として、キャリア教育を 選書を行い、７２１冊を受け入れた。
側面から支援するために、キャリア教育 （２０年３月末現在２,４４９冊）
・就職支援センターと協力して、進路選
択や職学に関する総合的な知識や情報に
関する資料の充実を図る。

【126-4】
使用済み図書の利活用を図るために、 １９年度に３、８５４冊の寄贈があり、その内５３３冊を図書館として受け入れたほか、

引き続きリサイクル図書コーナーの充実 約２,０００冊が利用者の手元で再利用されている。
を図る。 ※ １７－１９年度に１１,０２３冊の寄贈があり、その内９６２冊を図書館蔵書として

受け入れたほか、約８,２００冊が利用者の手元で再利用されている。

【127】 【127】
「 」 、 、ＴＡ、チューターの任務、配 全学的な視点で、ＴＡ(Teaching Ass ＴＡプロジェクトにおいて ＴＡ指導手引書 を作成し それを基に後期の授業開始時に
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置及び採用の基本方針を見直 istant)、チューターの任務、配置及び 各授業担当教員からＴＡへ指導を行った。また、１２月の教育企画会議において「ＴＡ選考
す。 採用のあり方を見直すとともに、研修の のあり方に関して（指針 」を策定し、具体的な選考基準・選考方法については、各学部・）

充実に努める。 研究科で検討することとした。
留学生とチューターのオリエンテーション（４月、７月）や懇談会（１２月）を実施し、

、 、 、チューターの任務 活動状況等について それぞれの立場からの意見等を聴取するとともに
留学生センター会議でチューターのあり方について検討した。

【128】 【128】
オフィスアワーや予約制によ オフィスアワーや予約制による面談時 教務委員会で全教員を対象にして「オフィスアワーの現状に関する調査」を１～２月に実

る面談時間を設けて、学習支援 間の実施状況を点検し、学習支援の充実 施した。回収率は約60％であり、回答したほぼ全教員がシラバスにオフィスアワーの場所と
を強化する。 を図る。 時間を明示していること、ただし、オフィスアワーにおける来室者数は教員によって差があ

り、総じて少ないことが明らかになった。なお、学生の質問や相談の内容としては授業や卒
業論文に関することが多いが、これ以外にも修学指導、学生生活、進路・就職に関すること
まで幅広いこと、また、オフィスアワー以外に予約無しに訪ねてきた学生に対しても、80％
を超える教員が対応していることが明らかになった。

②生活支援に関する具体的措置 ②生活支援に関する具体的措置
【129】 【129-1】

教職員が一体となって、学生 保健管理センターに非常勤カウンセラ 昨年度に引き続き非常勤カウンセラー２名を採用し、非常勤講師１名を加えた３名体制に
の生活 心身の健康 対人関係 ー２名を継続採用し、学生相談室との連 より学生の生活、心身の健康、対人関係等多種多様な相談に対応している。また、様々な問、 、 、
アカデミックハラスメント、セ 携により相談体制の充実を図り、学生の 題に対応した学生相談の流れをホームページ及びＣＡＮＳ（学生用掲示板）に掲載し、学生
クシュアルハラスメント等の問 生活、心身の健康について支援する。 に対する周知・啓蒙を図った。
題に対処する支援体制と、課外
活動の組織及び施設・設備等を 【129-2】
整備して、学生の自主的活動を 人権侵害防止委員会と学生相談室との 人権侵害防止のための啓発の啓発活動として、昨年度に引き続きリーフレットの作成を行
積極的に支援する。 連携を強化し、アカデミックハラスメン ったほか、他機関等で発生した人件侵害の過去の事例等を企画戦略会議に提示し、学内周知

トやセクシュアルハラスメントも含め を図った。
て、学生の心のケアに対する支援を引き また、学生相談窓口の案内板を新たに設置するとともに、学生相談室の設置場所の変更を
続き充実させ、新たな学生相談室の設置 掲示板やＣＡＮＳ（学生用掲示板）により周知した。さらに、ホームページに学生相談に関
場所について学生への周知を図る。 する項目を設定し、学生相談の案内を掲載した。

【129-3】
課外活動共用施設の管理・運営体制を 「課外活動団体の顧問職員に関する取扱要領」を３月に制定し、学内における顧問職員の

引き続き充実し、学生の自主的活動を積 位置付けを明確にした。また、初の関東甲信越大学体育大会祝勝会・慰労会を１０月に約
極的に支援すると共に顧問教職員に関す ２００名の学生の参加を得て実施するとともに、顕著な成績を挙げた８団体及び個人(４４
る取扱要領を制定して学内における位置 人)に対して、学長表彰を行った。
づけを確立する。また、優れた活動に対
しては、引き続き学長表彰を行う。

【130】 【130】
留学生センターを中心に留学 留学生センターが中心となり、峰が丘 留学生センターが中心となり、峰が丘地域貢献ファンド等を活用し、ホームステイ事業、

生の生活支援体制を整備し、充 地域貢献ファンド等を活用し、留学生に ホストファミリー等との情報交換会、地域交流団体等との交流会を実施し、留学生の支援を
実させるとともに、経済的支援 対する支援の充実を図る。 行った。
を充実させる。

【131】 【131】
長期履修制度などを利用し 長期履修制度及びキャリアアドバイザ 長期履修制度は、１４年度入学者から適用し、大学院の募集要項及び学内の掲示等により

て、社会人の生活及び学習環境 ーの配置により、大学院学生の生活及び 本制度の周知を図って多くの学生が利用している。（１９年５月１日現在：国際学研究科
の一層の改善策を講じる。 学習環境の一層の改善を図る。 １３名、教育学研究科２０名、工学研究科１６名、農学研究科３名、合計５２名）

また、キャリアアドバイザーを峰・陽東地区に各１名配置した。

【132】 【132-1】
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各種奨学金を開拓するととも 峰が丘地域貢献ファンド事業の中で １９年６月開催の峰が丘地域貢献ファンド事業推進部会で 「峰が丘地域貢献ファンド学、 、
に本学独自の奨学金制度の可能 新たな学生奨励金を実施する。 生奨励金に関する申合せ」を改正するとともに、２０年２月開催の同部会において、初めて
性を検討し その実現を目指す の取り組みとして１９年度に地域貢献活動を行った６団体及び個人（６人）に対して学生奨、 。

励金を支給することを決定し支給した。
併せて、峰が丘地域貢献ファンド事業のリーフレットを作成し、各サークル等に配付して

学生奨励金を広く周知した。

【132-2】
学部２年次以上の学生に対して、授業 授業料免除説明会（７月及び２月）において、授業料免除の成績評価基準の改正趣旨につ

料免除の成績評価基準の改正について周 いて説明するとともに、掲示板及びＣＡＮＳ（学生用掲示板）に掲載して周知を図った。
知を図り実施する。

③就職支援に関する具体的措置 ③就職支援に関する具体的措置
【133】 【133】 専任教員１名と事務職員５名及び峰地区・陽東地区に配置したキャリアアドバイザー等２

職員の再配置を含めて、就職 キャリア教育・就職支援センターに教 名との連携のもとで、進路・就職相談体制の充実を図った。
支援体制を一層強化する。 職員及びキャリアアドバイザーを適切に 今年度の進路・就職相談件数は１７９件であった。また、就職支援における相談体制の充

配置し、就職支援体制を一層強化する。 実を図るため、８月に「進路指導担当者研修会」を栃木県と宇都宮大学合同で開催し、本学
からも５名参加した。

【134】 【134-1】
適性と能力に合った職業選択 適性と能力に合った職業選択の目を養 専任教員によるキャリア創造科目として 「人間と社会 （前期２単位３コマ）及び「キ、 」

の目を養うためのキャリア教育 うため、キャリア教育・就職支援センタ ャリアデザイン （後期２単位３コマ）の２科目を開講した。また、外部講師による「ベン」
を導入し 継続的に充実させる ーにおいてキャリア教育の充実を図る。 チャー企業論 「自己実現論 「実践企業人材論」を開講し、全学部・全学年に亘りキャ、 。 」、 」、

リア教育の充実を図った。

【134-2】
キャリア形成支援の一環として、引き 問題発見・解決能力を育成することを目的とした学生支援事業・学生のアイディアによる

続き起業家育成等のための学内支援の充 「学生プロジェクト」を公募し、６件の応募があり、５件を採択した。また、３月に最終報
実を図る。 告会（成果発表）を実施し、５件のプロジェクトに対し、学長表彰を行った。

【134-3】
キャリア形成支援の一環として、学外 学外者との連携により 「国際キャリア合宿セミナー２００７」を９月に開催し、分科会、

者との連携により「国際キャリア合宿セ ・パネル討論等に１０９名[学外者７１名（県外１７名、県内学外者５４名）]の参加者があ
ミナー」を継続して開催する。 った。また、３月に報告書を作成した。

【135】 【135】
インターンシップ制度を活用 キャリア教育の一環としてインターン 事前講習として７月にインターンシップのための「ビジネスマナー講習会」を実施した。

し 就職支援体制を充実させる シップ制度を積極的に活用し、就職支援 （参加者５７名）ハイパーキャンパス等を利用して、約２２０名の学生がインターンシップ、 。
体制を充実させる。 を行い、職業観の醸成等、キャリア形成の構築に努めた。

、「 」、 、「 」、国際学部では 国際学インターンシップ 教育学部では 教育実践インターンシップ
工学部では 「実務体験型インターンシップ」及び「専門知識実践型インターンシップ」を、
実施した。

２０年度実施に備えて学部との連携の下に、インターンシップガイドブックを作成した。

【136】 【136-1】
就職情報の提供などの就職支 就職ガイダンス、企業説明会、キャリ １０月に業界を代表する企業や、地元の特色ある企業の人事・採用責任者を招き 「宇都、

援活動を充実・強化する。 アフェスティバルなどのイベントを開催 宮大学キャリアフェステバル」を実施し、パネルデスカッション及び分科会等に約６００名
して、就職支援を充実・強化する。 の参加者があった。また、学内合同企業説明会（参加企業９８社、参加学生７２７名）や、

各種就職ガイダンス等を引き続き開催した。
今年度の新たな取組みとして、国際学部では 「国際交流機関への就職について」の講演、

会を１２月に実施し、工学部では、１月に栃木県と共催で 「第１回とちぎの先端技術セミ、
ナー」を開催した。
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【136-2】
日本での就職を希望する留学生の就職 ７月に留学生センター開催の「留学生シンポジウム」で、留学生の就職問題について、キ

支援のため、就職情報の提供など、より ャリア教育・就職支援センター教員がシンポジストとして情報提供等を行った。また、２月
一層の充実を図る。 に実施した合同企業説明会で、留学生に対する就職情報の提供を行った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 ① 目指すべき研究の水準等に関する基本方針
・基礎から応用に至る基盤的研究を推進するとともに、個性的で発展性のある研究を積極的に推進する。

期 ・独創的な研究を重点的に育成するための支援を行う。
② 成果の社会への還元に関する基本方針

目 ・研究成果を広く社会に公表するとともに、効果的に還元する。
・社会及び地域の学術、文化、産業及び生涯教育を支援する中核としての機能を担う。

標 ③ 研究の水準・成果の検証
・組織的に研究の水準・成果を把握し、研究の推進に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）研究水準及び研究の成果 （１）研究水準及び研究の成果等に関す
等に関する目標を達成する る目標を達成するための措置
ための措置 ①目指すべき研究の方向性に関する具体

①目指すべき研究の方向性に関 的措置
【137】する具体的措置

【137】 昨年度までの重点推進研究を見直し、 研究企画会議において、個性的で高い評価、あるいは社会への影響が極めて強いことが期
持続可能な社会の形成を促す 持続可能な社会の形成を促す高水準で特 待されるような研究プロジェクトとして 「特定重点推進研究」と「公募型重点推進研究」、

研究を中心に 国際学 教育学 色があり、かつ個性的で発展性のある本 に区分した。特定重点推進研究は６件研究課題を設け６件申請があり、６件採択し、 、 、
工学、農学の各分野において、 学を代表する研究プロジェクトを選定し ３０,０００千円を助成した。公募重点推進研究は１０件の申請があり、６件を採択し
個性的で発展性のある研究を積 支援を行うとともに、学部長裁量経費を １５,０００千円助成した。
極的に支援する。 活用して、各学部での個性的で発展性の 教育学部では、特別教育研究経費（１９～２１年度）により、教育学部と地域教育界との

ある研究を積極的に支援する。 共同研究を進めた。
農学部では、１１月に開催の農林水産省「アグリビジネス創出フェア２００７」に花卉類

等を出展した他、家畜を活用した研究のプレゼンテーションによる研究発表も行った。

【138】 【138】
個性的で発展性のある重点研 １７年度に実施済みのため、１９年度

究プロジェクトを新設する。 は年度計画なし。

【139】 【139】
教育研究評議会のもとに設置 研究企画会議において、これまでの重 １８年度に採択された８件の重点推進研究と認定型の３件について、４月２０日に成果発

した研究企画会議において、研 点推進研究を見直し、研究プロジェクト 表会を行った。
究に関する基本的事項を審議す を選定し、研究推進のための効果的な支 また、１９年度の重点推進研究について、研究企画会議で個性的で高い評価、あるいは高
るほか、重点研究プロジェクト 援を行うとともに、評価の一環として成 度な内容を有し、社会のニーズに応え貢献可能な研究プロジェクトとして、特定型６件と公
の選定と評価を行い、必要に応 果発表会を行う。さらに 「グローバル 募型６件を認定し、研究経費の助成を行い、認定された研究プロジェクトの公開発表会（ヒ、
じ研究推進のための支援体制を ＣＯＥプログラム」獲得に向けたプロジ アリング）を３月１４日に開催し評価を行った。結果については、次年度の継続申請を選考
構築する。 ェクト立ち上げの検討を進める。 する際に査定額等に反映させることとした。

また、２０年度グローバルＣＯＥプログラムにオプティクス教育研究センターが中心とな
り、関係理事等の協力を得て申請した。

②成果の社会への還元に関する ②成果の社会への還元に関する具体的措
具体的措置 置
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【140】 【140-1】
、 （ ）、研究成果を迅速かつ効果的に 研究成果を効果的に社会に公表するた 地域共生研究開発センターでは １９年６月開催の産学官連携推進会議 京都国際会議場

社会に公表するために、教員の め、学外で開催される各種イベントに参 ９月開催の「イノベーションジャパン２００８」（東京国際フォーラム）等への出展及び
研究情報ファイリングシステム 加し、本学のブースを設け（出展 、本 １２月の第１回宇都宮大学企業交流会や北関東４大学（宇都宮大学、茨城大学、群馬大学、）
を社会のニーズに合わせて一層 学のシーズ等を紹介する。 埼玉大学）合同の特許技術説明会の開催、研究シーズ集の発行により、本学の研究シーズ等
充実させる。 の情報発信を行った。

【140-2】
教員の研究者情報について「科学技術 教員各自が自己のデータを蓄積管理する 「教員基礎情報ＤＢシステム」が稼働２年目を、

振興機構」の研究者情報(ReaD)への情報 迎えて情報内容が充実したものとなった。各教員は、この蓄積された情報の内「ReaD」に適
提供を効率的に行う。 した最新の情報あるいは「ReaD」で公開したい情報を各自が選択し、随時転記することで省

力化を図った。

【140-3】
石井会館２階において、考古学研究会 石井会館２階において、考古学研究会が発掘し所蔵していた土器及び土器パネルを展示し

が所蔵する発掘物の展示を充実させる。 公開した。また、農学部附属演習林において、展示用の木材標本や板材の作製を行った。

【141】 【141】
産業界等のニーズを的確に把 学内組織（アグリ支援機構等）との連 学内組織との連携を密に行い、技術相談への対応の強化、研究シーズの効果的な発信に向

握・整理して学内に周知するこ 携を深め、産学官の連携を強化し、共同 け講演会の企画を行い、共同研究を促進した。また、１１月に開催されたアグリ支援機構と
とにより、地域共同研究センタ 研究を推進するとともに、研究成果の社 栃木県が共催する地域連携事業第５回交流会において、地域共生研究開発センターの産学官
ー等の学内センターと産官との 会還元を促進する。 連携に関する取り組みの状況を周知し連携強化を図った。
連携を強化し、研究成果の社会
還元を積極的に展開する。

【142】 【142】
とちぎ産業創造プラザ 栃 「とちぎ産業創造プラザ （栃木県） 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」の主催により「学生＆企業研究発表会 （１９年「 」（ 」 」

） 、 。 、 、 、木県）内に設置した「とちぎ大 内に設置した「とちぎ大学連携サテライ １２月１日 を開催 ２００名程度の参加があった これまでの知事賞 金賞 銀賞に加え
学連携サテライトオフィス」を トオフィス」において、１８年度に引き 地域の各機関からの冠賞を設けることで表彰の内容を充実させた。また、優秀発表者は、
産学官連携活動の推進のために 続き産学官連携活動の推進として、昨年 １２月８日開催の栃木科学・技術シンポジウム２００７で発表を行った。
積極的に活用する。 度に引き続き、企業及び学生による研究

成果発表会を一層充実する。

③研究の水準・成果の検証に関 ③研究の水準・成果の検証に関する具体
する具体的措置 的措置

【143】 【143】
研究企画会議を中心に策定し 重点推進研究の在り方を見直し、研究 研究企画会議において、重点推進研究の在り方及び選考方法等について検討し、次年度の

た重点研究プロジェクトの評価 水準の一層の向上を図る。重点研究プロ 公募要領の見直しを行った。また、本年度採択された研究プロジェクトの成果発表会をヒア
システムに基づいて、重点研究 ジェクトについては、中間ヒアリング及 リングを兼ねて３月１４日に実施した。審査結果については次年度の助成額等を決定する評
プロジェクトの研究水準と進度 び研究成果公開発表会を実施する。 価資料とすることとした。
を把握し、必要に応じて一層の
推進のための支援を行う。

【144】 【144】
各学部・施設等においても、 研究水準の把握とその向上のため、各 教育学部・教育学研究科では、研究に関し、各講座毎に当該講座にふさわしい水準の検討

研究に関する点検評価システム 学部・施設等の点検評価システムの整備 ・策定と、これに必要な研究水準の向上のための支援策を、２１年度実施に向け２０年度に
を確立して 研究水準を把握し を行う。 検討することとした。、 、

、「 」 。必要に応じて研究水準の向上の 工学部・工学研究科では 平成１９年度採択重点推進研究 をホームページで公開した
ための支援策を講じる。 農学部では、教員の研究成果を学科などの分野ごとにとりまとめてリストアップし、２０

年度発行予定の農学部学術報告に掲載することとした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

① 研究者等の配置及び研究資金の配分に関する基本方針
中 ・策定した重点研究プロジェクトについては、研究者・研究支援者の配置、研究費の配分及び施設・設備の利用に関して特段の配慮をする。
期 ・従来の個人的研究に加えて、複数の教員及び学外者からなる共同研究プロジェクトを積極的に推進する。
目 ② 研究環境の整備・充実に関する基本方針
標 ・特色ある研究を支援するための共同利用可能な研究環境を整備する。

・研究支援のための学術情報資料の整備・充実を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）研究実施体制等の整備に （２）研究実施体制等の整備に関する目
関する目標を達成するため 標を達成するための措置
の措置 ①研究者等の配置及び研究資金の配分に

①研究者等の配置及び研究資金 関する具体的措置
【145】の配分に関する具体的措置

【145】 研究企画会議は、採択した重点研究プ 研究企画会議において、重点推進研究を特定型と公募型に区分し、特定型は６件の研究プ
研究企画会議は、重点研究プ ロジェクトに効果的な研究資金等の配分 ロジェクト及び研究代表者の立ち上げを決定し、審査により研究経費を助成した。また、公

ロジェクトに対する研究支援を を行う。また、持続可能な社会の形成を 募型は、１０件の申請から６件採択し研究経費の助成を行った。
重点的に行う配分案を策定す 促す高水準で特色のある重点研究プロジ 採択された研究プロジェクトの成果発表会とヒアリングを兼ねて３月１４日に開催した。
る。 ェクトの指針を構築する。 審査結果については、次年度配分額査定の際に反映させるとともに、効果的な研究資金の配

分を行うこととした。
また、重点推進研究プロジェクトの指針の構築について検討した。重点推進研究が同指針

の下に行われており、特定型と公募型の助成要領を全体的に見直した。その結果、大学の基
本的な目標に沿って定められた趣旨、選定要件を同プロジェクトの指針とすることにした。
なお、研究期間中または研究終了後、大型外部資金の申請を義務づけた。

【146】 【146-1】
萌芽的研究及び若手教員によ 昨年度に引き続き、若手研究者の自立 研究企画会議において、若手教員研究助成として申請のあった３２件の中から２４件を採

る優れた研究を育成するための を促進するために資金的支援を行うとと 択し、研究経費の助成を行った。なお、若手教員に対しては、更なる競争的資金等の外部資
資金的支援を行う。 もに、アドバイザーを配置し、研究推進 金の獲得への道を開くため、科学研究費補助金の申請については、各学部にプロジェクト委

に関する助言等積極的な支援を行う。 員を配置し、申請についてアドバイスを実施した。また、科研費以外の外部資金獲得のアド
、 。バイザーとして 地域共生研究開発センター及び産学連携コーディネーターを協力者とした

工学部では、２０年度からの工学部の部局化に関連し、研究実施体制を整備するため、学
際先端システム学専攻にて教員の配置を任期付きで機動的に移動できるシステムの整備を進
めている。加えて、工学部企画戦略会議にて、積極的に外部資金などへの申請に関するアド
バイス及び情報を提供している。

農学部では、応用開発研究プロジェクトにおいて「那珂川流域の里山一棚田一水辺空間に
おける地域の自然環境保全に配慮した生物資源連環システムの再構築にむけた基盤的教育研
究」を実施することとし、２月から３月にかけて現地調査を行った。

【146-2】
昨年度に引き続き、若手研究助成の公 昨年度に引き続き、１９年度の若手教員研究助成の公募に当たり、産前・産後休暇及び育

募にあたり、女性研究者の活躍を促進す 児休業明けの教員に対する特別枠を設けて公募したが、応募実績はなかった。
るため、産前休暇・産後休暇及び育児休
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業明けの教員に対する特別枠を設け資金
的支援を行う。

【147】 【147-1】
全学的あるいは学内外で随時 拠点形成を目指した取り組みや随時に 重点推進研究及び若手研究について、公募等により研究経費の支援を実施した。また、科

編成される共同研究プロジェク 編成される共同研究プロジェクトに対し 学振興調整費等の大型外部資金等への申請を督励するため、研究プロジェクトを結成する場
トに対し、必要に応じて研究資 て、必要な研究資金等の支援を行う。 合の支援策として、地域共生研究開発センター及び産学連携コーディネーターの協力を得て
金の支援を行う。 アドバイザーを置いた。

【147-2】
必要な資金源として、間接経費の確保 昨年度に引き続き、外部資金について概ね１０％程度の間接経費を確保し、当該経費を重

・拡充に努めるとともに、その使途を含 点推進研究に追加配分するなど研究者のインセンティブを高める措置を講じた。
めて研究者のさらなるインセンティブの 【配分状況】
高揚に資する検討を行う。 ・重点推進研究 45,000千円（うち間接経費措置額 15,000千円）

なお、間接経費の措置がない外部資金については、配分した研究費から２％のオーバーヘ
ッドを徴していたが、研究への支障、外部資金獲得への意欲向上等を考慮し、２０年度から
廃止することを決定した。また、外部資金獲得者に対するインセンティブについて、２月開
催の研究企画会議で、間接経費の使途も含め、配分比率等の見直しについて審議した。

【148】 【148】
教員の教育研究に関する自己の質的な サバティカル制度及び自己啓発等休業制度の検討を行い、規程の原案を作成し、今後関係教員の教育研究に関する自

刷新を促すことができる制度並びに研究 会議において審議することとした。己の質的な刷新を促すことが
に専念できる期間を設定できる制度等のできる制度並びに研究に専念
導入について人事調整会議で検討し、試できる期間を設定できる制度
行案を策定する。等の導入について検討する。

【149】 【149-1】
科学研究費補助金及び受託研 １８年度から開始した外部資金の積極 １８年度に教員評価指針及びその指針に基づく教員評価実施要領を制定し、組織等が行う

究費や奨学寄付金等の外部資金 的導入を督励し、その成果について人事 教員評価の対象領域の一つである「研究領域」の評価項目に「研究資金の導入」を設定した
の積極的導入を督励し、その成 評価に反映させる措置のフォローアップ ことを受け、引き続き人事評価に反映させた。
果（申請、採択等）を教員の研 を行うとともに、科学研究費補助金に申 なお、１９年度学内予算配分において、科学研究費補助金に申請しない教員に対して教員
究費配分並びに人事評価に反映 請をしない教員の学内配分研究費の一定 研究費を１０％削減し、その財源で若手教員研究助成の資金として活用し、２４人の教員へ
させる。 率を若手教員への支援経費に充てる方策 研究費を支援した。

を新たに実施する。

【139-2】
科学研究費補助金に申請をしない教員 １９年度科学研究費補助金申請分から、申請しない教員に対して、教員研究費を１０％削

の研究費の一定率を若手教員への支援経 減（２年連続の場合は３０％削減）を実施し、その財源で若手教員研究助成の支援経費とし
費に充てる。 て4,470千円を措置し活用した。

②研究環境の整備・充実に関す ②研究環境の整備・充実に関する具体的
る具体的措置 措置

【150】 【150】
研究設備の有効利用を図るた 共同利用可能な研究設備はホームペー 共同利用可能な研究設備をホームページ上で更新情報を公表するとともに、化学系研究設

め、共同利活用方式を順次整備 ジ上で更新情報を公表し、学内外の有効 備有効活用ネットワークに登録し、全国規模での相互利用による有効利用を図っている。
する。 利用を図るとともに、外部機関との相互

利用を含め、研究設備の一層の有効利用
に向け検討を継続する。

【151】 【151】
全学的あるいは学内外で随時 全学的あるいは学内外で随時編成され 昨年度に引き続き、重点推進研究の研究プロジェクトを始め、他の共同研究プロジェクト
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編成される共同研究プロジェク る共同研究プロジェクトに対し、特に必 から施設等の確保に関する要望があった場合は、研究企画会議と環境・施設整備委員会が連
トに対し、特に必要とされる場 要とされる場合には、環境・施設整備委 携して必要な施設等の確保を検討することとている。
合には、そのチーム等の研究に 員会と連携、そのチーム等の研究に必要
必要な施設等を確保する。 な施設等の確保に努める。

【152】 【152】
研究活動の成果を知的財産と 学内組織（アグリ支援機構等）との連 学内組織との連携を密に行い、技術相談への対応の強化、研究シーズの効果的な発信に向

して管理する体制の強化を図る 携を深め、産学官の連携を強化し、研究 け講演会の企画を行い共同研究を促進した。また、１１月に開催されたアグリ支援機構と栃
ために、知的財産本部の設置を 成果の技術移転と共同研究を推進すると 木県が共催する地域連携事業第５回交流会において、地域共生研究開発センターの産学官連
目指し、知的財産の創出、特許 ともに研究成果の社会還元を推進する。 携に関する取り組みの状況を周知し連携強化を図った。
出願件数の増加を含めた知的財 また 知的財産センターの機能を充実し また、大学知的財産管理アドバイザーの派遣（４月）および発明発掘コーディネーターの、 、
産の確保の強化とその活用の促 知的財産の創出、特許出願件数の増加を 任用（７月）により、知財体制の強化および発明発掘、知財関連相談及び学内知財意志啓蒙
進並びに知的財産を育む教育研 含めた知的財産の確保を強化、その活用 を図った。発明コーディネーターが各研究室を訪問し、研究成果のヒアリングや発明相談を
究の充実に努める。 の促進並びに知的財産を育む教育研究の 行い、質の高い発明の発掘、権利化を目指した。

、 。 、充実のため 機能の充実を図る さらに
知的財産の管理体制を確立し適正な管理
と活用を図る。

【153】 【153】
附属図書館を中心にして、共 研究支援のための学術情報資料の整備 ２０年度雑誌購入希望調査及び学術雑誌・電子ジャーナル等導入に関するアンケート調査

同利用の電子ジャーナル、２次 充実を図るために、引き続き電子ジャー の結果を、１０月２４日に行われた図書館専門委員会で学術情報の確保の必要性並びに予算
データベース等の学術資料を継 ナルを始めとする学術情報資料を整備充 の両面から検討した結果、基本的に前年度水準を維持することを決定した。
続的に整備し、充実させるとと 実するとともに、それらの利用促進のた なお、４つのユーザ講習会を陽東地区及び峰地区で行った。
もに、それらの利用促進のため めのユーザ講習会を行う。 ・SciFinder Scholarの利用者説明会
のユーザ講習会を継続的に実施 １９年４月１３日に実施 計１０７名参加
する。 ・Science Direct初級ユーザー講習会

１９年７月３日に実施 計３６名参加
・ScopusとScience Directのユーザー講習会

１９年１１月１５日に実施 計７４名参加
・SpringerLink 電子ジャーナル・電子ブック講習会

２０年１月８日に実施 計４０名参加
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

① 社会との連携、国際交流等に関する目標

① 教育研究における社会との連携等に関する基本方針
中 ・現代社会が抱える生活・教育・文化・産業・行政・環境等の諸課題に取り組むために、広く社会と教育研究面での交流を積極的に展開する。
期 ・地域貢献の本学の理念「地域に学び、地域に返す、地域と大学の支え合い」を基本に地域連携を積極的に推進する。
目 ② 教育研究における国際交流・協力等に関する基本方針
標 ・教育研究活動の国際交流を積極的に推進する。

・地域社会の国際化や国際交流に積極的に貢献する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）社会との連携、国際交流 （１）社会との連携、国際交流等に関す
等に関する目標を達成する る目標を達成するための措置
ための措置 ①教育研究における社会との連携等に関

①教育研究における社会との連 する具体的措置
【154】携等に関する具体的措置

【154】 「産学官連携・知的財産本部」の機能 産学地域連携課の分室を陽東キャンパスの地域共生研究開発センター、知的財産センター
産学官連携プロジェクトを効 を強化するため、担当職員を地域共生研 の建物内に設置（４月）し、担当職員を常駐させることで機能強化を図った。

果的に推進するため、地域共同 究センター、知的財産センターに常駐化 また、知財専任職員を採用し、本部機能の強化を図るとともに、先行特許サーチ補助など
研究センターをはじめとする関 させ、機能強化を図る。 教員の知財活動支援を開始した。
係部局の機能を拡充強化する。

【155】 【155-1】
近隣の各種教育研究機関や企 県内企業との連携協定を締結する等に 烏山信用金庫、鹿沼相互信用金庫等の金融機関との連携協定の締結、地域商工団体職員の

業等と連携した研究プロジェク より連携を強化し、研究プロジェクトの 宇都宮大学コーディネーターへの任用、県工業振興課との定期的な交流会開催、地域産学官
トを推進するため、地域の研究 立ち上げを推進する。 連携推進組織の研究会への講師派遣等、地域との連携強化を図った。また、クリーンエネル
ネットワークを構築する。 ギー研究会、わさび研究会、M-HEXA研究会を県内企業等と立ち上げた。

【155-2】
栃木県ＪＩＣＡ専門家連絡会との共催 栃木県、栃木県ＪＩＣＡ専門家連絡会、栃木県青年海外協力隊ＯＢ会ほかの協力を得て、

で栃木県内のＮＧＯ団体等の協力を得て １６年度より実施している「国際キャリア合宿セミナー」を、１９年度はテーマを「国際舞
「国際協力シンポジウム」を開催する。 台で活躍を目指す若者たちへ」と題して実施した。

【155-3】
地域の学校等と協力して、小・中学生 教育学部では、小・中学校と連携して、１９年度内に計１０回の科学実験教室を開催し、

に向けた理科教育およびものづくりなど 延べ８００名以上の児童・生徒が参加した。
の重要性とその面白さを体験させる企画 工学部では、地域の自治会などを招き、３月に学内で工学教育協議会を開催し、次年度の
を主催する。 実施計画案（実施回数、実施テーマ）を決定した。

農学部では、子供向けに「お米とミルクの不思議体験教室 「おいでよ！森の学校へ」等」
の地域開放授業を６月から１１月にかけて行い、小学校等の自然に関する場として演習林の
見学及び活動、農学部学生との田植え交流等の連携協力を行った。また、２月に宇都宮大学
”豊かな学び”フォーラムを開催し、小中学校、自治体関係者等と子供たちの体験型学習の
重要性について意見交換し、そのありかたを探った。

【155-4】

宇都宮大学
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栃木県内にある高等教育機関及び公共 １９年１１月９日に本学当番により、関東地区国立大学図書館職員研修会を開催した。そ
図書館との図書館間相互協力を一層推進 の際、地域貢献の観点から、栃木県内の各図書館から研修を受け入れ、高等教育機関から２
するために、本学で主催する図書館職員 名、公共図書館から５名の参加があった。
研修会への参加を要請する。 また、１８年４月に開始した栃木県内大学図書館蔵書目録横断検索サービス（参加大学７

大学：宇都宮大学、足利工業大学、白鷗大学、自治医科大学、国際医療福祉大学、作新学院
大学、帝京大学理工学部、蔵書数計：約１３９万冊）は、１９年度に延べ３,０５６名の利
用があった。

【156】 【156-1】
学内共同利用施設の社会開放 昨年度に引き続き、学内共同利用施設 地域共生研究開発センターと栃木県産業技術センターとの連携協定に基づき、両センター

を拡大する。 の社会開放を更に進める。 が保有する測定機器の相互利用に関する具体的な取り組み方法の協議を8月に開始し、相互
有効使用の便を向上させた。また、本学と群馬大学、埼玉大学、茨城大学との機器の共同利
用を可能にした。

【156-2】
一般市民向け講演会等の行事を引き続 大学の地域社会への開放を拡大するため一般市民向けの出張講義を１５回開催するととも

き積極的に開催し、又、広報に努め、地 に、国際学部では国連難民高等弁務官駐日事務所、学生のＮＧＯと連携した講演会、映画祭
域社会への大学開放を推進する。 を国際学部が後援し実施、工学部ものづくり創成工学センターでは、ものづくり技能セミナ

ーとして１１月３０日「社寺建築の設計と施工 、１２月１１日「清酒製造作業」を開催し」
た。

農学部では、社会人を対象に「オープンエコファーム （開放有機栽培試作挑戦圃場）を」
開設・開放し、県内小・中学校教員を対象に「園芸技術講習会」を開催した。塩谷町生涯学
習フェスティバル」で、プログラムを通して演習林をアピールした。

「とちぎ食・環境・農のネットワーク」においては、ニュースをアグリ支援機構において
発行し、９月に「地域食材を活かす 、３月に「とちぎ野菜産業クラスター基本構想」等を」
テーマに意見交換会を行った。また、１１月に農業試験研究促進事業で栃木県との研究交流
会を開催し、農業試験場等の担当者、研究者等と情報交換会を行い、１２月には、だいこん
の魅力にせまる「だいこんサミット２００７」を開催した。

「社会人学び直しニーズ対応教育推進プログラム」の一環として、２月に東京農業大学小
泉武夫教授を招聘して“農と言えるか日本”と題して講演会及びシンポジウムを開催した。

講演会開催に関する情報をホームページに掲載し、立看板の設置やポスターの掲示など多
様な広報に努めた。さらに、ホームページに掲載している出張講義可能テーマを２０年度版
に更新した。

【156-3】
１８年度に学内に誘致した保育園との ８月８日に「峰が丘夏祭り」と称し、宇都宮大学、宇都宮大学まなびの森保育園、近隣４

、 、 。 、連携を通じ、地域社会への大学開放を更 自治会 宇都宮大学生協 宇都宮大学教職員組合による夏祭りを開催した 開催にあたって
に推進する。 それぞれの団体から実行委員を選出し委員会を構成し案を策定した。

、 、 、 、夏祭りは それぞれの団体の協力のもと 機材の搬入 模擬店の開店など手作りで行われ
近隣住民を含めた参加者は１,０００人規模のものとなり、宇都宮大学の地域開放、地域共
生を推進した。

また、宇都宮大学と宇都宮大学まなびの森保育園の設立法人である、社会福祉法人峰陽会
との間に、相互協力の上、地域の子育て支援、社会発展及び人材育成等幅広く貢献する体制
を構築すべく 「連携協力に関する協定」及び「連携協力に関する覚書」を４月に締結すべ、
く原案を作成した。

【156-4】
附属図書館の資料や施設を利用し、展 １９年７月２０日から８月３１日まで 「日本の農業を発展させた三巨人」～宇大農学部、

示会等の公開サービスを行う。 卒業生の足跡～と題した企画展を行った。
、 「 」１９年１１月１日から３０日には 教育学部の露木惠子教授の 画家・露木惠子の眼と手

と題する展示会を実施するとともに、１１月２３日には露木教授による講演会（題目「絵画
とは？ ）を行った。」

宇都宮大学
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【157】 【157】
サテライト授業や教育訓練給 サテライト授業の活用及び教育訓練給 国際学研究科ではサテライト授業として 「国際学総合研究Ｂ（地域社会と現代Ⅰ 」を、 ）

付制度を活用して、社会人に対 付制度の一層の活用を図る。また、大学 本年度後期に開講した。教育学研究科では、２０年度に栃木市において「教科教授・学習特
する大学院教育の機会を拡充す 院科目等履修生制度を周知し、社会人に 論」を開講することにした。なお、サテライト授業の活用及び教育訓練給付制度の一層の活
る。 対する大学院教育の機会を拡充する。 用を図るために、３月に県内各学校に休日・夜間等開講科目一覧を配布し、その中でサテラ

イト開講について周知した。

【158】 【158】
公開講座等の内容を受講者の 公開講座等の内容が受講者のニーズに ９月の教務委員会で、公開講座の充実を図るために「公開講座改革検討ＷＧ」を設置し、

ニーズに即して充実させるとと 即したものになっているか検証し、更な １０月以降計３回の会議を開催し検討した。
もに、高齢者や身体障害者など る充実を図るとともに、高齢者や身体障 受講環境の整備としては、生涯学習教育研究センター入口にスロープを設置してある。
受講者の事情に配慮した受講環 害者など受講者の事情に配慮した環境の なお、トイレの改修を２０年度営繕要求に盛り込んだ。
境を整備する。 整備に努める。

【159】 【159】
栃木県高等教育連絡協議会の 「大学コンソーシアムとちぎ」を構成 ６月２７日の理事会において 「単位互換に関する包括協定書 「単位互換に関する包括、 」、

世話大学として、単位互換・共 する各機関の緊密な連携の下に連携講座 協定書についての覚書」を締結することが正式に了承され、１０月１日付けで締結された。
同研究・コンソーシアムの形成 の内容の充実を図ることを目的として、
を推進する。 単位互換協定書の締結を大学コンソーシ

アムとちぎ理事会に諮る。

【160】 【160】
地域の他大学と連携して免許 茨城大学と連携して社会教育主事の資 生涯学習教育研究センターにおいて検討の結果、本件の実施は困難なことから 「社会人、

や資格取得のための公開講座を 格取得可能な公開講座を検討する。 の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」において、栃木県農業大学校と連携し、公開講
拡充する。 座受講者に「食農ファシリテーター」及び「食農サポーター」の資格を取得させることとし

た。

【161】 【161】
１５年２月に新設された「高 「高大教育連携協議会」を核にして、 ２月１９日に高大連携協議会企画専門部会を開催し高校生への授業公開について検討し、

大教育連携協議会 を核にして 県内の高等学校との教育連携を更に強化 高校側から９・１０時限の授業公開増について要望があった。」 、
県内の高等学校との教育連携を する。
強化する。

【162】 【162】
「とちぎ大学連携サテライト 「とちぎ産業創造プラザ （栃木県） 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」において産学官のメンバーからなる「商品化支援」

オフィス」を拠点として、栃木 内に設置した「とちぎ大学連携サテライ 検討勉強会 （議長：本学教員）を発足させ、商品化支援機関の運営や組織等に関する検討」
県産業振興センターとの協力体 トオフィス」において、産学官連携活動 を行った。また、大学の研究シーズを紹介する「アフタヌーンセミナー」を４回開催し、少
制を強化し、産学官連携及び県 の推進として、地域中小企業を対象にし 人数に限定したセミナーの特徴を活かし双方向の情報交換を行った。
内大学間の研究教育活動の連携 た教員の研究成果報告会を開催し、双方 １２月に開催した「学生＆企業研究発表会」では、従来の賞に加え各機関からの冠賞も設
を推進する。 向の情報交換を行うとともに、昨年度に ける等、表彰内容の充実を図った。

引き続き企業及び学生による研究成果発 また 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」と「大学コンソーシアムとちぎ」の統合案、
表会を一層充実する。また、県内１３大 をまとめ 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」は 「ものづくり」を中心とした活動を、 、
学連携の中核としての機能を一層活用 することとし、従来、両組織で重複していた事業の整理を行った。
し、県内産学官連携ネットワークを強化
する。

【163】 【163】
光学技術を維持し、強化する 「オプティクス教育研究センター」を １９年４月に開設したオプティクス教育研究センターでは、大学院の授業担当講師をキヤ

ため、光学技術者育成と光学研 設置し、キヤノン株式会社と連携して社 ノン（株）から派遣し、実務に即した内容の講義（光学特論Ⅰ）を実施し、高度技術者及び
究を担う教育研究拠点として、 会のニーズに対応できる高度技術者及び 研究者の育成を図った。
民間企業と連携して本学にオプ 研究者の育成を目指す。 キヤノン（株）と技術交流会（ポスターセッション）を実施し、オプティクス教育研究セ
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ティクス教育研究センターを開 ンター担当教員の研究概要をキヤノン（株）に提供した結果、２テーマについて共同研究の
設する。 可能性についての打ち合わせを実施した。

光科学技術に関連する幅広い分野において、独創的で世界的に高い評価あるいは社会への
影響が極めて強いことが期待されるような研究プロジェクトを「オプティクス教育研究セン
ター公募研究」として６件認定し、研究経費及びＲＡ経費をキヤノン（株）からの寄付金に
より助成した。

また、２０年度も引き続き「オプティクス教育研究センター公募研究」を通し高度技術者
及び研究者の育成を図るため、２０年度公募研究を公募したところ、９件の応募があった。

②教育研究における国際交流・ ②教育研究における国際交流・協力等に
国際協力銀行（ＪＩＢＣ）の中国向け円借款事業で受け入れた研究者の派遣元大学から、協力等に関する具体的措置 関する具体的措置

【164】 【164-1】 別途外国人研究者の受入要請があり、関係分野の教員と連絡調整を行い１０月から６ヶ月間
海外の諸大学との提携を拡充 海外の諸大学との提携を拡充・強化す 受け入れた。また、次年度も引き続き新たに受入することになり、２０年４月からの受入を

して学生・教職員の教育研究や るとともに、研究者の派遣・受け入れな 決定した。
研修等での国際交流を一層推進 どを含む学生・教職員の教育研究や研修 １９年度は、アメリカのアリゾナ大学（光科学部）と国際交流協定を締結し、博士前期課
する。 等に係る国際交流や国際貢献を、本学の 程学生２名を短期研究留学させ、国際的視野に富んだ高度技術者及び研究者の育成を図った

特色を生かしながら引き続き推進する。 ほか、シリアのダマスカス大学と部局間交流協定を締結した。
さらに、中国の華南農業大学、イギリスのセントラル・ランカシア大学外国語学部、ベト

ナムのハノイ大学と部局間交流協定を、フィンランドのヨエンスウ大学と大学間交流協定の
締結に向けて準備を進めている。

【164-2】
、 。栃木県の協力を得ながら、中国浙江省 浙江省にある協定大学は４校あり 寧波大学とは環境に関する共同研究が進められている

、 、にある協定大学との間の留学生の増加や １３年度から関係教員の訪問や招へいによる活動が盛んに行われており ９月に工学部教員
研究プロジェクトの推進など国際交流を １１月に教育学部教員が共同研究の打合せのため訪問した。また、学生の受入・派遣も活発
推進する。 で、本年度は協定大学４校から５名の受入と２名の派遣を行った。

【165】 【165-1】
留学生の受け入れ・派遣体制 留学生の受け入れ・派遣体制の一層の ７月に東京及び大阪で開催された「２００７外国人学生のための進学説明会」及び９月に

の一層の充実を図る。 充実を図るために、日本留学フェアへの 韓国（釜山、ソウル）で開催された「日本留学フェア」に教員及び事務職員が参加し、本学
参加や、交流協定締結校との一層の関係 の特色等の情報を提供し、本学への留学のＰＲを行った。
強化を図る。 また、１０月に国費留学生への大学進学会に教員が参加し、本学の教育・研究面の特色や

大学生活における利便性等について説明した。

【165-2】
協定大学と連携・協力して、短期語学 学術交流協定を締結している大学からの交換留学生が例年以上に増大していることから、

・文化研修のための留学生の受け入れと 学術国際委員会で留学生の宿舎不足及び国際交流会館入居選考基準について問題提起を行っ
派遣を引き続き実施する。 た。また、栃木県地域留学生交流推進協議会運営委員会で、構成大学の留学生宿舎状況につ

いて情報交換を行った。

【166】 【166】
、 、国際交流センター（仮称）の 留学生センターが中心となって、近隣 １６年度から実施しているホームステイ事業の受入先拡大に努めた結果 ６世帯が増加し

設置に努めるとともに、それを 住民とのホームステイ事業、交流会等の ３６世帯がホストファミリーに登録された。留学生センターが中心となり、８月にホームス
中核として、地域社会の国際化 充実を図る。 テイ事業、１２月にホストファミリー等との情報交換会、２月にマナーセミナー、３月に地
・国際交流を積極的に支援す 域交流団体等との交流会を実施した。
る。

【167】 【167】
国際的なＮＧＯ (Non-Govern 栃木県ＪＩＣＡ専門家連絡会との共催 栃木県、栃木県ＪＩＣＡ専門家連絡会、栃木県青年海外協力隊ＯＢ会ほかの協力を得て、

mentalOrganization)、ＮＰＯ で栃木県内のＮＧＯ団体等の協力を得て １６年度より実施している「国際キャリア合宿セミナー」を、１９年度はテーマを「国際舞
(Non profitOrganization) 活 「国際協力シンポジウム」を開催する。 台で活躍を目指す若者たちへ」と題して実施した。
動に関する教育研究を拡充する
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とともに、その機会や成果を広
く社会にも公開する。

【168】 【168】
国際協力の在り方を検討し、 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の中国向け 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の中国円借款事業で、内蒙古農業大学から４月から９月まで研

支援体制を整備する。 円借款事業に申請し、協定校から研究者 究者１名を受け入れた。
の受入れの推進及び国際協力プロジェク また、本年度新規採用の教員に対して国際協力に関するアンケート調査を行い、国際協力
トに関する資料の蓄積と教員の協力可能 可能分野等のデータを更新・整備した。
分野の整備に努める。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

② 附属病院に関する目標

中 ・記載事項なし
期
目
標

判断理由（計画の実施状況等）進捗
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定状況

（２）附属病院に関する目標を （２）附属病院に関する目標を達成する （２）附属病院に関する目標を達成するための
達成するための措置 ための措置 措置

・ 記載事項なし ・ 記載事項なし ・ 記載事項なし
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

③ 附属学校に関する目標

中 ○ 教育学部及び教育学研究科と連携し、地域の学校のモデルとなる先進的な教育研究を推進する。
期 ○ 附属学校（幼稚園、小学校、中学校、養護学校）は、多様なニーズをもつ子どもたち一人ひとりに適切な教育を施し、個人及び市民として望ましい成長・発達
目 を実現することを目指す。
標 ○ 地域の教育課題の解決に資するために、附属学校の教育改善を図るとともに、教員の資質向上に努める。

○ 学校における教育と生活の充実及び安全の強化を目指す。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

平成２１年度に向けて 「教（３）附属学校に関する目標を （平成16～18年度の実施状況概略） 、
教育実習内容充実のために、評価方法の検討 職実践演習」の企画・立案を達成するための措置

【169】 を実施、学部の教育実習改革に附属学校の教育 教育実践推進室において進め
教育学部学生の教育実習など 実習主任が所属して改善を図り 教育実習期間 ている。同科目のコンセプト、 、

を通じ、教員養成における実践 実習人数、教師入門セミナー、引率指導者の体 は、大学４年間で学んだ教養Ⅲ
的指導を充実させる。 制改善等を実施した。また、新たに「教育実践 ・教科・教職の各学習知と教

推進室」を組織編成し学部と附属の連携の強化 育実習や教育実践インタ－ン
を図った。 シップ等の教育実践科目の実

、践知との有機的な統合を図り
教員として必要な資質能力の（３）附属学校に関する目標を達成する （平成19年度の実施状況）

【169】 構築と確認を行うために開設ための措置
、 、 。【169】 今年度 従来の教育実習専門委員会を解体し された科目ということである

、教育実習の内容充実のために、学部と 新たに教育実習をはじめとする教育実践に関す ２１年度にシラバスに掲載し
。連携して教育実習システムの改善を進め る授業の企画運営に携わる教育実践推進室（大 ２４年度実施を予定している

る。 学教員と附属教員で構成１０名）と教育実践運
営委員会（推進室メンバ－、附属学校教育実習
担当教員、各学年の指導教員の代表で構成２０
名）を設置した。推進室会議を毎月開催し企画
運営にあたり、さらに６月１４日、１２月１３
日、３月１３日の年３回教育実践運営委員会を
開催し、学部および附属学校園との協議を行っ
た。

（平成16～18年度の実施状況概略）【170】
附属学校は相互に協力すると 四附属特別支援教育推進委員会 を組織し 学部、特別支援学校の教員「 」 、

ともに学部との連携体制を強化 学部教員の協力のもと幼小中においてスクリー の協力の下、個別支援計画の
し、多様なニーズをもつ子ども ニングを実施し、個別の支援計画を策定すると 考え方の共通理解を図り、幼
のための特別支援教育体制づく 共に養護（現在特別支援）学校教員、保護者と 小・小中の接続のための「個Ⅲ
りを推進する。 も連携を図りながら取り組むなど、特別支援教 別の支援引き継ぎ」のシステ

育体制の充実を図ったほか、実践を通して特別 ムを構築する。
支援コーディネーターの養成にも努めている。

（平成19年度の実施状況）【170】
学部と連携しながら、附属特別支援学 【170】

校の教員を中心に多様なニーズをもつ子 学部、特別支援学校の教員の協力の下、個別
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どものための特別支援教育体制の一層の 支援計画の考え方の共通理解を図り、幼小・小
充実を図る。 中の接続のための「個別の支援引き継ぎ書」の

作成に向けて検討した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【171】
附属学校の保護者との連携を 幼小中主催の地域交流会「ふぞくふれあいフ 引き続き保護者との連携を

基盤にして地域との交流を深 ェスタ」を実施し、地域との交流を活性化させ 基盤にして、地域との交流活
め、地域の教育力を生かした教 るとともに、保護者や地域のボランティアグル 動を継続し充実させる。
育活動の在り方に関する研究を ープを活用した催し、大学教員による演奏会なⅢ
推進する。 どを教育活動に取り入れ、積極的に連携を図っ

ている。

（平成19年度の実施状況）【171】
保護者との連携を基盤にして地域との 【171】

交流活動を継続し、更に充実させるとと 三附属主催の地域交流会「ふぞくふれあいフ
もに、保護者や大学及び地域の教育力を ェスタ」を本年度から四附属主催で実施し、地
活用した教育活動を実践していく。 域のボランティアグループ及び大学教員、学生

ボランティアなどと連携した取り組みを様々な
場面で取り入れてきた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【172】
スクール・カウンセラーや 保護者・教師の三者及び宇都宮市教育センタ スクールカウンセラーなど

「心の教室」相談員などの教育 ーとも連携を図りながら、教育相談を充実させ と連携した、教育相談体制整
相談体制の充実を図る。 るとともに、スクールカウンセラーによる相談 備を更に推進する。

室の設置、養護（現在特別支援学校）教諭によⅢ
る「心のケア」に積極的に取り組み、日常の教
育相談の強化を図った。

（平成19年度の実施状況）【172】
特別支援教育と密接に関わりながら、 【172】

スクールカウンセラーなどとの連携を促 スクールカウンセラーなどとの連携した教育
進し、附属学校の教育相談体制の充実を 相談体制は整ってきた。各学校の全教員がこの
図る。 システムを活用し日常の教育相談を更に充実し

ていけるよう、教育相談の研修も行っている。
特別支援学校においては巡回相談も実施した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【173】
附属学校間の連携を強化し、 附属各学校の教員による学校種を超えた交換 幼小・小中の接続期を中心

附属学校における一貫教育を推 授業を実施し、年間６回の共通研究日を設けて に、言語、表現等の各系ごと
進する。 連携会議を実施した。また、連携推進委員会で に具体的な到達目標を策定し

は、連携・一貫教育から幼小、小中それぞれの 研究を進める。Ⅲ
「接続期」を重点とした教育方法の改善をめざ
した研究が検討された。

（平成19年度の実施状況）【173】
幼小中の職員で、研究組織を構築し共 【173】

通研究日を設定して、幼小中１２年間を 幼小中の教員で研究組織を構築し共通研究日
見通した幼小・小中の接続期における教 を設け交換授業を実施しながら接続期における
育方法の研究を進める。 教育方法の改善について検討し、各系毎に報告

書としてまとめた。

（平成16～18年度の実施状況概略）【174】

宇都宮大学
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附属学校の教育改善をテーマ 学部と附属学校の連携、共同研究は進んでお 附属学校の教育改善をテー
とした共同研究を学部・附属学 り、各附属学校では、それぞれのテーマで公開 マとした共同研究を学部・附
校の連携により進める。 研究発表会を実施している。 属学校の連携により継続し、

研究発表会等を通じて地域にⅢ
【174】 公開し、還元していく。（平成19年度の実施状況）

附属学校の教育改善をテーマとした共 【174】
同研究を学部・附属学校の連携により継 公開研究発表会を実施し、研究紀要、実践事
続し、研究発表会等を通じて地域に公開 例集等を作成し地域の諸学校及び関係機関へ成
していく。 果を公開した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【175】
附属学校教員の資質向上のた 幼稚園では県幼児教育担当指導主事研修会 学部・附属学校・教育委員

めに校内研修体制を充実させ 「保育を語る会 （県幼児教育センター共催） 会と連携した研修会を継続す」
る。 を実施するとともに、学部大学院生との実践研 るとともに、教育実践総合セ

究、近隣保育園との交流・連携研究を実施し、 ンターと連携し校外研修会等Ⅲ
自治体の研究大会に講師を派遣した。小、中学 に附属学校教員を講師として
校では教育学部スクールサポートセンターと連 派遣する。
携し、校内研修サポート等に教員を派遣、現職
研修事業を実施、学部・大学院教育の機会提供
を行っている。

（平成19年度の実施状況）【175】
附属学校教員及び公立学校教員の資質 【175】

向上のために、学部・附属学校・教育委 スクールサポートセンター及び県教育研修セ
員会と連携した研修会を継続するととも ンター等と連携し公立学校教員研修会・保育を
に、教育実践総合センターと連携し校外 語る会など主催し地域教員の研修の場を提供し
研修会等に附属学校教員を講師として派 たり、校外研修会に附属学校教員を講師として
遣していく。 派遣した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【176】
附属学校の施設・設備を整備 校庭・体育館等の施設とともに、教育機器機 引き続き相互利用を促進す

し、柔軟な相互利用体制を推進 材の相互利用を図ったほか、養護（現在特別支 る。
する。 援）学校の屋外施設（トリム）を幼稚園児が園

外保育として利用している。Ⅲ
養護（現在特別支援）学校の日常生活訓練施

設を、学部学生の宿泊研修で利用するなど附属
学校間にとどまらず利用体制を拡充している。

（平成19年度の実施状況）【176】
附属学校の施設・設備の学部を含めた 【176】

有効な相互利用体制を促進する。 公開研究会や学校及び学年行事において校庭
・体育館の施設や教育機器、教材の相互利用を
行っている。

（平成16～18年度の実施状況概略）【177】
学校生活の安全を強化するた 学校生活の安全のための様々な研修、訓練等 保護者や地域と連携した登

めに、組織、施設・設備及び教 を活発に実施した。また、附属学校園環境全体 下校の安全確保、関係諸機関
育内容の改善を図る。 の安全確認等も行われ、教職員全般に安全に対 と連携した安全教育の充実を

する意識の高揚を図った。 継続する。Ⅲ

（平成19年度の実施状況）【177】
学校生活の一層の安全を図るために引 【177】
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き続き守衛を置くとともに、保護者や地 火災、地震、不審者を想定した避難訓練を関
域と連携した登下校の安全確保、関係諸 係諸機関と協力し実施すると共に、緊急地震速
機関と連携した安全教育の充実を図る。 報の利用心得や大学と連携した防災セミナーを

開催し、職員研修を実施した。

ウェイト小計

宇都宮大学
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教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

１．教育支援 団体及び個人(４４人)に対して、学長表彰を行い懇談した。
(１)全学共通教育実施体制の充実

共通教育の担当体制について、全学出動方式等の原則を再確認し、企画・運 ３．研究活動の推進
営する組織として 「共通教育センター」を１９年４月に設置する。 (１)研究成果の社会への還元、

研究成果を効果的に社会に還元するために、学外で開催される各種イベン
(２)大学院学生の評価基準の公表 ト等において公表した。

各研究科において、授業科目の評価基準をシラバスに記載することとした。 ・第５回産学官連携推進会議 ・とちぎ産業フェア
・アグリビジネスフェア ・産学連携フェア

２．学生支援
(１)学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善 (２)研究支援体制の充実

①附属図書館開館の拡大 ①研究経費の支援
、 、・附属図書館(峰地区)について、修業期間中の土曜・日曜開館に加え、休業期 ○ 外部資金について１０％程度の間接経費を確保し 若手教員の研究助成

間中の土曜・日曜開館及び祝日開館とした。 重点推進研究に追加配分するなど研究者のインセンティブを高める措置を
②学生支援体制の改善 講じた。

・シラバスにオフィスアワー記載を必須項目とし、実施場所及び時間を明示す ○ 科学研究費補助金に応募申請しなかった研究者に対して、教員研究費の
ることとした。(非常勤講師は任意) １０％を削減し、若手教員に対する研究助成金の財源とする仕組みを構築

③人権侵害防止のための啓発活動 した。
・人権侵害防止のための啓発活動として、リーフレットの作成を前年度に引続 ②研究環境の整備・充実

き行ったほか、新たにハラスメントに関する認知をより一層高めるため、ポ ○ 学内連携を強化するため 知的財産センター を設置するとともに 地、「 」 、「
スターを作成した。また、相談窓口など本学ＨＰに掲載するとともに、学生 域共生開発センター 及び 知的財産センター との連携を中心とした 産」 「 」 「
の利便性を図り学生相談室を２階から１階に移設した。 学官連携・知的財産本部」を設置した。

④留学生センター分室の設置 ○ 発明協会の「平成１８年度知的財産アドバイザー派遣事業」に申請し、
・工学部に留学生センター分室を設置し、定期的な相談、情報提供を行ってい 採択され、統括アドバイザーの派遣を受入れた。また、知的財産管理活用

る。 プロジェクトを設けて、知的財産の確保の強化、活用の促進等の検討に入
⑤授業料免除制度の見直し った。

・１９年度から、学部生(２年次以上)の学業成績基準を「平均値２.０以上」
から「各学科等在籍者の上位２分の１」に変更し、説明会、文書掲示及びＨ ４．社会との連携、国際交流等
Ｐで周知した。 ①企業と連携したプロジェクトの推進

キヤノン株式会社、東京電力、栃木信用金庫等と連携協定を締結して、研
(２)キャリア教育、就職支援の充実 究プロジェクトの立ち上げを推進し、キヤノン株式会社、東京電力とは共同

①キャリア教育・就職支援センターの設置 研究を実施した。
・学生のキャリア形成を支援する教育と就職活動の支援を目的に「キャリア教 ②国際交流・協力等

育・就職支援センター」を設置した。 ○ 内蒙古農業大学を訪問し、円借款事業による研究者の受入れと学生交流
②就職支援の強化 の推進について具体的な協議を行った。

・内閣府との共催で「宇都宮大学キャリアフェスティバル」を開催し、約６００ ○ タイ、ロシア、中国、韓国の４大学と部局間交流及び学生交流協定を締
名の参加者を得た。 結した。

・国際学部では、日本の企業に勤めている留学生(ＯＢ)を講師として招き、日 ○ 韓国で開催された「日韓理工系学部留学生進学フェア」及びタイで開催
本での就職を希望する留学生の就職支援を行った。 された「海外留学フェア」に参加し、本学への留学希望者及び留学生確保

の広報を行った。
(３)課外活動の支援等 ③他大学との連携

優れた活動実績を上げたサークルや個人に対して、年２回の学長表彰の表彰 地域の他大学と連携して「地域学・地元学入門Ⅱ」を公開講座として開講
範囲を３位まで拡大した。また、初の関東甲信越大学体育大会祝勝会・慰労会 した。
を１０月に約２００名の学生の参加を得て実施開催し、顕著な成績を挙げた８

宇都宮大学
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１６億円 １６億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも予想される。 することも予想される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○重要財産を譲渡する計画 ○重要財産を譲渡する計画
・ 農学部附属演習林（船生演習林）の土地の一 教育学部附属特別支援学校の土地の一部（栃 教育学部附属特別支援学校の土地の一部（栃木県宇都宮市若草

部 栃木県塩谷郡塩谷町大字船生7556 5,345㎡ 木県宇都宮市若草2-2588-15 19.39㎡）を公 2-2588-15 19.39㎡）を公共の目的（歩道拡幅）に資するため譲（ ）
を公共目的に資するため譲渡する。 共の目的（歩道拡幅）に資するため譲渡する。 渡した （１９年６月６日付け売払契約締結(1,669千円))。

・ 教育学部特別支援学校の土地の一部（栃木県
宇都宮市若草２丁目2588の15 19.39㎡）を公共
目的に資するため譲渡する。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研 決算において剰余金が発生した場合は、教育研 １６～１８年度剰余金４７３百万円については、１８年度まで
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 の執行分を除く額を２０年度以降の剰余金の使途に充当するもの

とし、２０年度計画に３２５百万円計上した。

宇都宮大学
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金・小規模改修 総額 ２１０ ・総合校舎棟改 1,353 ・総合校舎棟改 1,353
２１０ 修 （1,218） 修 （1,218）（ ）

長期借入金 長期借入金・総合校舎棟改 ・総合校舎棟改
修（教育系） （ 35） 修（教育系） （ 35）

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン・総合校舎棟改 ・総合校舎棟改
ター施設費補助金 ター施設費補助金修（工学系） 修（工学系）

・小規模改修 （ 100） ・小規模改修 （ 100）
・雷鳴寮改修 ・雷鳴寮改修

(注１) 金額については見込みであり、中期目標を達 注）金額については見込みであり、上記のほか、業務
成するために必要な業務の実施状況等を勘案し の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度
た施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施 合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ
設・設備の改修等が追加されることもある。 ともありうる。

(注２) 小規模改修について１７年度以降は１６年度
同額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶
建造費補助金、国立大学財務・経営センター施
設費交付金、長期借入金については、事業の進
展等により所要額の変動が予想されるため、具
体的な額については、各事業年度の予算編成過
程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

☆（附属小・中）総合校舎棟改修工事他 ５５６,９９２千円
☆（峰町）総合校舎棟改修工事他 ２８１,３４１千円
☆（陽東）総合校舎棟改修工事他 ３７９,７１９千円
☆小規模改修

・農学部１４号館トイレ改修工事他 １３,７５０千円
・電話交換機更新工事 ６,０８８千円
・工学部体育館耐震改修工事他 １５,１６２千円

☆学生寄宿舎（雷鳴寮）改修工事他 １００,０００千円

宇都宮大学



- 93 -

Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

〇人事に関する方針 「 １）業務運営の改善及び効率化に関する目標を〇人事に関する方針 （
学長のもとに人事に関する検討組織を設置し、人 総人件費改革に基づき本学で設定した人員及び人件 達成するための措置」Ｐ１９～Ｐ２５、参照

員及び人件費を中長期的に管理する方針を検討する 費削減に係る具体的年度計画を着実に実施する。。
また、特任教員制度とともに特任事務職員及び特任

技術職員の制度を積極的に活用する。

教員人事を円滑で適正に進めるため、人事調整会 人事調整会議において、教員に関する任用計画、選
議を置き、任用計画、採用、昇任、人事評価の基本 考の基本指針に則った適正な教員人事を引き続き実行
方針について検討を進める。 する。

教育研究面における個性化を推進するために、教 本学をとりまく社会環境並びに時代の要請に配慮し
育研究プロジェクトごとに適切な教員を配置し、組 ながら、人的資源の有効な活用と教育、研究及び社会
織の柔軟性及び教員の流動性を高める。 貢献の一層の充実を図るため、学部・研究科を越える

研究組織と教育組織のあり方を引き続き検討する。

教員の教育研究及び運営等の活動業績が昇任等の 人事調整会議において、教員評価の試行結果を踏ま
処遇に適切に反映する人事評価制度を計画期間内に え、教員の人事評価の基本方針を策定する。

、 、 、構築し、実施する。 また 企画戦略会議において その基本方針に則り
教員の教育研究等の成果が処遇に適切に反映する仕組
みの検討に着手する。

社会の第一線で活躍している人材及び大学教職員 社会の第一線で活躍している人材及び大学教職員の
の退職者を教育研究及び社会貢献等に活用できる柔 退職者を教育研究及び社会貢献等に引き続き活用す
軟な人材登用制度を新たに構築し、社会の人材を積 る。
極的に活用する。

教員の資質向上及び教育研究の活性化を目的とし 教員の資質向上及び教育研究の活性化に加え、大学改
て、任期制及び有期労働契約制度の効果的な活用を 革など戦略的な人的資源の一層の活用を目的とした任
図る。 期制及び有期労働契約制度の効果的な活用を引き続き

図る。

男女共同参画社会基本法に配慮して職場環境を整 １８年度に学内に誘致した保育園を有効活用すると
備し、計画期間中に女性教員の増加に努める。 ともに、男女共同参画社会基本法に配慮して、教職員

が産休や育児休業等を取得しやすくするための職場環
境の保持に引き続き努める。

すぐれた教員を確保するために、外国からも応募 教員の新職階制度の導入に伴い、教員選考の基本指
しやすい環境を整え、外国への公募を強化し、教育 針に則り、国内外を問わず、優れた教員の採用に引き
研究面での国際化に対応した外国人教員の増加に努 続き努める。
める。

、 、事務職員等の採用に当たっては、広く人材を募集 事務職員等の採用に当たっては 広く人材を募集し
し、職種に応じ、柔軟かつ公正な採用方針により、 職種に応じ、柔軟かつ公正な採用方針により、有能な
有能な人材の確保に努める。また、実践的研修、専 人材の確保に引き続き努める。また、事務職員等の養
門的研修を計画的に実施し、資質や専門性の向上を 成について 「人材育成ビジョン」にある研修、職場、
図る。 環境、人事制度の有機的連携による取組みを引き続き

宇都宮大学
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Ⅶ そ の 他 ３ 中期目標を超える債務負担

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（ＰＦＩ事業）

計画の予定なし

（長期借入金） （長期借入金） （長期借入金）

学生寮整備事業 学生寮整備事業 学生寮整備事業
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

年度 H16 中期目 次期以 総債務 年度 H16 中期目 次期以 総債務 年度 H16 中期目 次期以 総債務
～ H20 H21 降償還 ～ H20 H21 降償還 ～ H20 H21 降償還

区分 H19 標期間 額 償還額 区分 H19 標期間 額 償還額 区分 H19 標期間 額 償還額

学 生 寮 学 生 寮 学 生 寮
雷鳴寮 6 6 12 114 126 雷鳴寮 6 6 12 114 126 雷鳴寮 5 5 10 106 116（ ） （ ） （ ）

整備事業 整備事業 整備事業
長期借入 長期借入 長期借入
金償還金 金償還金 金償還金

（リース資産 ））

計画の予定なし
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○ 別表１ （学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

－－－ (１０) －－－(a) (b) (b)/(a)×100 (収容数は、外国人留学生を含む)
小 計 １４０ １４７ １０５．０(人) (人) (％)

国際学部 国際社会学科 (10)２１０ ２９５ １４０．５
国際文化学科 (10)２１０ ２９７ １４１．４ 工学研究科 機械システム工学専攻 ５０ ７４ １４８．０

－－－ (３０) －－－ （ ) 電気電子工学専攻 ５４ ６２ １１４．８(収容数は、外国人留学生を含む) 博士前期課程
小 計 ４２０ ５９２ １４１．０ 応用化学専攻 ５６ ６７ １１９．６

建設学専攻 ４４ ６４ １４５．５
教育学部 学校教育教員養成課程 ６００ ７４４ １２４．０ 情報工学専攻 ５６ ６８ １２１．４

生涯教育課程 １４０ １５８ １１２．９ エネルギー環境科学専攻 ６４ ６６ １０３．１
環境教育課程 １００ １１５ １１５．０ 情報制御 科学専攻 ５０ ６１ １２２．０システム

－－－ (２２) －－－ －－－ (２４) －－－(収容数は、外国人留学生を含む) (収容数は、外国人留学生を含む)
小 計 ８４０ １,０１７ １２１．１ 小 計 ３７４ ４６２ １２３．５

工学部 機械システム工学科 ３１６ ３７６ １１９．０ 農学研究科 生物生産科学専攻 ８２ １００ １２２．０
電気電子工学科 ３１６ ４００ １２６．６ （修士課程） 農業環境工学専攻 ２４ ２０ ８３．３
応用化学科 ３３２ ３９７ １１９．６ 農業経済学専攻 １６ ９ ５６．３
建設学科 ２８０ ３７０ １３２．１ 森林科学専攻 ２０ ２３ １１５．０
情報工学科 ２９６ ３７２ １２５．７ －－－ (６) －－－(収容数は、外国人留学生を含む)

６０ －－－ －－－ 小 計 １４２ １５２ １０７．０第３年次編入学各学科共通(外数)
－－－ (３９) －－－(収容数は、外国人留学生を含む)

小 計 １,６００ １,９１５ １１９．７ 計 ７１６ ８４１ １１７．５
(収容数は、外国人留学生を含む) －－－ (７８) －－－

農学部 生物生産科学科 ４２０ ５２０ １２３．８ 研究科(修士課程・博士前期課程) 計 ７１６ ８４１ １１７．５
農業環境工学科 １４０ １７３ １２３．６
農業経済学科 １６０ １９１ １１９．４ 国際学研究科 国際学研究専攻 ３ ６ ２００．０
森林科学科 １４０ １６７ １１９．３ （ ) －－－ (１) －－－博士後期課程 (収容数は、外国人留学生を含む)

４０ －－－ －－－ 小 計 ３ ６ ２００．０第３年次編入学各学科共通(外数)
－－－ (８) －－－(収容数は、外国人留学生を含む)

小 計 ９００ １,０５１ １１６．８ 工学研究科 生産・情報工学専攻 ２１ ４２ ２００．０
（ ) 物性工学専攻 １５ １２ ８０．０博士後期課程

計 ３,６６０ ４,５７５ １２５．０ エネルギー環境科学専攻 ４０ ２０ ５０．０
第３年次編入学定員(外数) １００ －－－ －－－ 情報制御 科学専攻 ２９ ２７ ９３．１システム

(収容数は、外国人留学生を含む) －－－ (９９) －－－ －－－ (１２) －－－(収容数は、外国人留学生を含む)
学士課程 計 ３,７６０ ４,５７５ １２１．７ 小 計 １０５ １０１ ９６．２

国際学研究科 国際社会研究専攻 ２０ ２６ １３０．０ 計 １０８ １０７ ９９．１
（ ) 国際文化研究専攻 ２０ ２４ １２０．０ (収容数は、外国人留学生を含む) －－－ (１３) －－－博士前期課程

国際交流研究専攻 ２０ ３０ １５０．０ 研究科（博士後期課程）合計 １０８ １０７ ９９．１
－－－ (３８) －－－(収容数は、外国人留学生を含む)

小 計 ６０ ８０ １３３．３ 学士・修士・博士 合計 ４,５８４ ５,５２３ １２０．５

教育学研究科 学校教育専攻 １６ ２９ １８１．３ 東京農工大学大学院 生物生産学専攻 －－－ ４１ －－－
（修士課程） 特別支援教育専攻 １０ １４ １４０．０ 連合農学研究科 生物工学専攻 －－－ ４ －－－

カリキュラム開発専攻 １４ １０ ７１．４ (博士課程) 参加校 資源・環境学専攻 －－－ ７ －－－〔 〕
教科教育専攻 １００ ９４ ９４．０ 生物生産科学専攻 ４５ ８ －－－

宇都宮大学
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

×100(a) (b) (b)/(a)
(人) (人) (％)

応用生命科学専攻 ３０ １ －－－
環境資源共生科学専攻 ２１ ３ －－－
農業環境工学専攻 １２ ０ －－－
農林共生社会科学専攻 １２ １ －－－

〔連合農学研究科(参加校)〕 合計 ２１０ ６５ －－－

附属小学校 学級数１８ ７２０ ６８８ ９５．６
附属中学校 学級数１２ ４８０ ４７９ ９９．８

学級数 ９ ６０ ６３ １０５．０附属特別支援学校
附属幼稚園 学級数 ５ １６０ １５８ ９８．８

〔計画の実施状況等〕
１．国際学部の収容定員の（ ）書きは、第３年次編入学定員を内数で示す。

． 、 、 。２ 収容数は 学校基本調査の在学生を元にしているため 外国人留学生を含む
３．工学研究科（博士前期課程・博士後期課程）の全専攻において、秋季入学

（１０月入学）を実施している。
４．東京農工大学大学院連合農学研究科の収容定員は連合農学研究科全体の収容

定員を示す。また、参加校の収容数は、本学教員の指導を受けている学生数
を示す。

宇都宮大学
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○ 別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

（平成１６年度）

左記の収容数のうち
超過率算定の対

定員超過率象となる在学者数

学部・研究科等名 収容定員 収 容 数 外 国 人 左記の外国人留学生のうち 休 学 留年 （Ｋ）左記の留年者 （Ｊ）

数のうち、修留学生数 者 数 者数
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 国 費 外国政府 （Ｇ） （Ｈ） (J)/(A) 100大学間交流 業年限を超え 【(B)-(D,E,F,G,I ×

留学生数 派遣留学 】協定等に基づ る在籍期間が の合計)

く留学生等数 ２年以内の者（Ｄ） 生数（Ｅ）
（Ｆ） の数（Ｉ）

（学部等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

国際学部 420 557 33 2 0 0 20 7 5 530 126

教育学部 840 971 22 0 0 0 17 39 32 922 110

工学部 1,660 1,876 58 0 9 0 33 124 109 1,725 104

農学部 910 1,051 7 0 0 0 26 50 45 980 108

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（研究科等）

国際学研究科 50 74 34 2 0 0 5 11 11 56 112

教育学研究科 140 140 2 1 0 0 6 15 15 118 84

工学研究科 472 515 23 5 0 0 10 18 16 484 103

農学研究科 141 141 18 6 0 0 3 7 7 125 89
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○ 別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

（平成１７年度）

左記の収容数のうち
超過率算定の対

定員超過率象となる在学者数

学部・研究科等名 収容定員 収 容 数 外 国 人 左記の外国人留学生のうち 休 学 留年 （Ｋ）左記の留年者 （Ｊ）

数のうち、修留学生数 者 数 者数
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 国 費 外国政府 （Ｇ） （Ｈ） (J)/(A) 100大学間交流 業年限を超え 【(B)-(D,E,F,G,I ×

留学生数 派遣留学 】協定等に基づ る在籍期間が の合計)

く留学生等数 ２年以内の者（Ｄ） 生数（Ｅ）
（Ｆ） の数（Ｉ）

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（学部等）

国際学部 420 572 34 1 0 0 32 35 33 506 120

教育学部 840 997 20 0 0 0 20 38 28 949 113

工学部 1,630 1,911 63 1 10 0 45 146 123 1,732 106

農学部 900 1,061 9 0 0 0 20 43 34 1,007 112

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（研究科等）

国際学研究科 60 82 35 2 0 0 6 14 14 60 100

教育学研究科 140 160 7 2 0 0 5 21 21 132 94

工学研究科 482 545 27 6 0 0 9 25 23 507 105

農学研究科 142 163 13 3 0 0 2 10 10 148 104
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○ 別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

（平成１８年度）

左記の収容数のうち
超過率算定の対

定員超過率象となる在学者数

学部・研究科等名 収容定員 収 容 数 外 国 人 左記の外国人留学生のうち 休 学 留年 （Ｋ）左記の留年者 （Ｊ）

数のうち、修留学生数 者 数 者数
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 国 費 外国政府 （Ｇ） （Ｈ） (J)/(A) 100大学間交流 業年限を超え 【(B)-(D,E,F,G,I ×

留学生数 派遣留学 】協定等に基づ る在籍期間が の合計)

く留学生等数 ２年以内の者（Ｄ） 生数（Ｅ）
（Ｆ） の数（Ｉ）

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（学部等）

国際学部 420 593 23 1 0 0 22 52 52 518 123

教育学部 840 1,012 24 1 0 0 15 30 23 973 116

工学部 1,600 1,908 55 2 8 0 39 147 125 1,734 108

農学部 900 1,066 7 0 0 0 12 38 29 1,025 114

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（研究科等）

国際学研究科 60 82 38 4 0 0 0 5 5 73 122

教育学研究科 140 165 10 1 0 0 8 8 8 148 106

工学研究科 482 561 34 7 1 0 5 18 15 533 111

農学研究科 142 165 10 3 0 0 3 11 11 148 104
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○ 別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

（平成１９年度）

左記の収容数のうち
超過率算定の対

定員超過率象となる在学者数

学部・研究科等名 収容定員 収 容 数 外 国 人 左記の外国人留学生のうち 休 学 留年 （Ｋ）左記の留年者 （Ｊ）

数のうち、修留学生数 者 数 者数
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 国 費 外国政府 （Ｇ） （Ｈ） (J)/(A) 100大学間交流 業年限を超え 【(B)-(D,E,F,G,I ×

留学生数 派遣留学 】協定等に基づ る在籍期間が の合計)

く留学生等数 ２年以内の者（Ｄ） 生数（Ｅ）
（Ｆ） の数（Ｉ）

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（学部等）

国際学部 420 592 30 4 0 0 31 39 39 518 123

教育学部 840 1,017 22 0 0 0 15 34 29 973 116

工学部 1,600 1,915 39 3 0 0 35 147 117 1,760 110

農学部 900 1,051 8 0 0 0 19 37 31 1,001 111

(人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)（研究科等）

国際学研究科 63 86 39 4 0 0 4 16 16 62 98

教育学研究科 140 147 10 1 0 0 9 19 18 119 85

工学研究科 479 563 36 7 0 0 5 21 18 533 111

農学研究科 142 152 6 2 0 0 6 7 7 137 96
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